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本年次報告は、2013年7月1日から2014年6月30日までの活動を対象に、国際復興
開発銀行（IBRD）と国際開発協会（IDA）（世界銀行と総称される）の理事が、それぞ
れの機関の規定に従って作成したものです。世界銀行グループの総裁及び理事会
議長を兼務するジム・ヨン・キム博士は、本年次報告、運営予算、及び監査済み財
務諸表を総務会に提出しました。

国際金融公社（IFC）、多数国間投資保証機関（MIGA）、及び投資紛争解決国際セン
ター（ICSID）の年次報告は別途刊行されます。

本年次報告中のドル表記は全て、特に断りがない限り、米ドルの現在価額を示し
ています。また、四捨五入の結果、表中の数字の合計値が総計と異なる場合や、図
中のパーセンテージの合計値が100にならない場合があります。なお、本書中の
「世界銀行」及び「世銀」はIBRDとIDAを指しています。また、「世界銀行グループ」
及び「世銀グループ」はIBRD、IDA、IFC、MIGA、及びICSIDを指しています。

以下は、世界銀行の支援が達成した 
成果の一部です。

 発電所の建設・修復により、従来型エネルギー 1,430メガワット、
及び再生可能エネルギー 904メガワット相当の発電量を創出

 690万人に電力への直接アクセスを確保

	 3,740万人が対象となる社会的セーフティネット・プログラム
を実施

 特別気候変動対策により、年間9億300万トンの二酸化炭素排出
を削減

 全長9万5,000キロの道路を建設・修復

 より質の高い農業技術を農業従事者180万人が導入できるよう
支援

 3,530万人に、よりきれいな水へのアクセスを提供

 680万人が、より改善された衛生設備の利用が可能に

	 1,530万の市民、及び中小・零細企業に金融サービスを提供

 国家の優先課題として災害リスク軽減の制度化に取り組む 
29カ国を支援

世界銀行は、国際復興開発銀行（IBRD）と国際開発協会（IDA）とで構成されており、極度の
貧困の撲滅と繁栄の共有の促進という目標を掲げ、これらの目標を持続可能な方法で達成
する事に力を注いでいます。援助受入国が自国の開発を進める上で最重要課題に取り組め
るよう、世界銀行は融資と知識を提供し、糾合力を駆使して支援しています。上記の取組
みは、援助受入国が世界銀行のプロジェクトの支援を受けて2011年度〜 2013年度に達成
した成果の一部です。

worldbank.org/annualreport2014

©	2014	International	Bank	for	Reconstruction	and	
Development	/	The	World	Bank
1818 H Street NW, Washington DC 20433
Telephone: 202-473-1000; Internet: www.worldbank.org
Email: feedback@worldbank.org

一部不許複製
1 2 3 4  17 16 15 14

本報告は世界銀行職員により作成されたものです。本書中の地
図に示されている国境、色、名称などは、それぞれの地域の法的
地位に対する世界銀行の意見や、こうした国境線への支持或い
は承認を示すものではありません。

本報告に含まれるいかなる部分も、世界銀行の特権及び免
責についての制限または放棄となるものではなく、そのように
解釈されるべきものでもありません。全ての特権及び免責はこ
こに明確に留保されます。

権利と許可
本書は、クリエイティブ・コモンズ表示-非営
利-改変禁止3.0政府間組織向けライセンス（CC 
BY-NC-ND 3.0 IGO）http://creativecommons.

org/licenses/by-nc-nd/3.0/igoでご利用いただけます。クリエイ
ティブ・コモンズ表示-非営利-改変禁止ライセンスに基づき、利
用者は本書を下記の条件にて、非営利目的でのみ複製・配布・伝
送する事ができます。

表示—本 書 は 次 の よ う に 表 示 し て く だ さ い。World 
Bank. 2014. World Bank Annual Report 2014. Washington, 
DC: World Bank. doi: 10.1596/978-1-4648-0249-2. License: 
C r e a t i v e C o m m o n s A t t r i b u t i o n—N o n C o m m e r c i a l—
NoDerivatives 3.0 IGO (CC BY-NC-ND 3.0 IGO).

非営利—本書を営利目的で利用する事はできません。
改変禁止—本書を変更・改変・増補する事はできません。
第三者のコンテンツ—世界銀行は必ずしも本書のコンテ

ンツの各要素に対する所有権を保有してはいないため、本書の
内容の内、第三者が所有する個々の要素または部分を使用して
も第三者の権利を侵害する事にはならないと保証するものでは
ありません。もしそうした侵害に対して申し立てが起きた場合、
全責任を負うのは使用者となります。本書の要素の再利用を希
望する場合、そうした再利用に対する許可取得の必要性の有無
の判断、及び著作権者からの許可取得は、再利用者の責任におい
て行うものとします。要素の例としては図表や画像が挙げられ
ますが、これに限定されるものではありません。

権利及びライセンスに関するお問い合わせは下記にお送
り く だ さ い。The Publishing and Knowledge Division, The 
World Bank, 1818 H Street NW, Washington, DC 20433, 
USA; フ ァ ッ ク ス：202-522-2625; Eメ ー ル：pubrights@
worldbank.org.

ISBN（書籍）：978-1-4648-0249-2
ISBN（電子版）：978-1-4648-0257-7
doi: 10.1596/978-1-4648-0249-2 

出版局 
Carlos Rossel

編集コーディネータ 
Daniel Nikolits 

デザイン・編集製作コーディネータ  
Susan Graham 

編集チーム 
Nancy Lammers
John Felton
Barbara Karni
Janet Sasser

印刷製作コーディネータ
Denise Bergeron

ウェブ製作コーディネータ
Stacey Leonard Frank
Paschal Ssemaganda 
Tom Breineder

デザイン・活字組み・印刷
表紙・本文デザイン： Hank Isaac（River Rock Creative） 
 Debra Naylor（Naylor Design）

「世銀グループ 2014 概要」デザイン：Addison
活字組み：BMWW
印刷：Professional Graphics Printing Co.（英語版）

世界銀行年次報告 2014 チーム

年次報告2014  
CD-ROM目次 

�  世界銀行年次報告2014、7カ国語

�  世界銀行グループ・世界銀行コーポレート・ 
スコアカード（2014年4月）

�  IBRD・IDA監査済財務諸表

�  持続可能性報告指標（G4ガイドライン準拠）

�  地域別所得

�  融資データ

�  新規承認プロジェクト

�  組織に関する情報

�  2014年の世銀貸出（パワーポイント）





SKU 210249

繁栄貧困

年次報告2014

目次

2	 世界銀行グループ2014年度の成果概要

2	 世界銀行グループ総裁兼理事会議長からの 
メッセージ

8	 理事会からのメッセージ

12	「ソリューション・バンクとしての 
世界銀行グループ」の構築

14	 世界銀行：機会、成長、繁栄を促進

29	 地域別概要

54	 IBRDとIDAの役割

58	 2010年度〜2014年度業務概要

59	 2010年度〜2014年度 世界銀行によるテーマ別、 
セクター別の融資

60	 成果を重視

本年次報告は、2013年7月1日から2014年6月30日までの活動を対象に、国際復興
開発銀行（IBRD）と国際開発協会（IDA）（世界銀行と総称される）の理事が、それぞ
れの機関の規定に従って作成したものです。世界銀行グループの総裁及び理事会
議長を兼務するジム・ヨン・キム博士は、本年次報告、運営予算、及び監査済み財
務諸表を総務会に提出しました。

国際金融公社（IFC）、多数国間投資保証機関（MIGA）、及び投資紛争解決国際セン
ター（ICSID）の年次報告は別途刊行されます。

本年次報告中のドル表記は全て、特に断りがない限り、米ドルの現在価額を示し
ています。また、四捨五入の結果、表中の数字の合計値が総計と異なる場合や、図
中のパーセンテージの合計値が100にならない場合があります。なお、本書中の
「世界銀行」及び「世銀」はIBRDとIDAを指しています。また、「世界銀行グループ」
及び「世銀グループ」はIBRD、IDA、IFC、MIGA、及びICSIDを指しています。

以下は、世界銀行の支援が達成した 
成果の一部です。

 発電所の建設・修復により、従来型エネルギー 1,430メガワット、
及び再生可能エネルギー 904メガワット相当の発電量を創出

 690万人に電力への直接アクセスを確保

	 3,740万人が対象となる社会的セーフティネット・プログラム
を実施

 特別気候変動対策により、年間9億300万トンの二酸化炭素排出
を削減

 全長9万5,000キロの道路を建設・修復

 より質の高い農業技術を農業従事者180万人が導入できるよう
支援

 3,530万人に、よりきれいな水へのアクセスを提供

 680万人が、より改善された衛生設備の利用が可能に

	 1,530万の市民、及び中小・零細企業に金融サービスを提供

 国家の優先課題として災害リスク軽減の制度化に取り組む 
29カ国を支援

世界銀行は、国際復興開発銀行（IBRD）と国際開発協会（IDA）とで構成されており、極度の
貧困の撲滅と繁栄の共有の促進という目標を掲げ、これらの目標を持続可能な方法で達成
する事に力を注いでいます。援助受入国が自国の開発を進める上で最重要課題に取り組め
るよう、世界銀行は融資と知識を提供し、糾合力を駆使して支援しています。上記の取組
みは、援助受入国が世界銀行のプロジェクトの支援を受けて2011年度〜 2013年度に達成
した成果の一部です。

worldbank.org/annualreport2014

©	2014	International	Bank	for	Reconstruction	and	
Development	/	The	World	Bank
1818 H Street NW, Washington DC 20433
Telephone: 202-473-1000; Internet: www.worldbank.org
Email: feedback@worldbank.org

一部不許複製
1 2 3 4  17 16 15 14

本報告は世界銀行職員により作成されたものです。本書中の地
図に示されている国境、色、名称などは、それぞれの地域の法的
地位に対する世界銀行の意見や、こうした国境線への支持或い
は承認を示すものではありません。

本報告に含まれるいかなる部分も、世界銀行の特権及び免
責についての制限または放棄となるものではなく、そのように
解釈されるべきものでもありません。全ての特権及び免責はこ
こに明確に留保されます。

権利と許可
本書は、クリエイティブ・コモンズ表示-非営
利-改変禁止3.0政府間組織向けライセンス（CC 
BY-NC-ND 3.0 IGO）http://creativecommons.

org/licenses/by-nc-nd/3.0/igoでご利用いただけます。クリエイ
ティブ・コモンズ表示-非営利-改変禁止ライセンスに基づき、利
用者は本書を下記の条件にて、非営利目的でのみ複製・配布・伝
送する事ができます。

表示—本 書 は 次 の よ う に 表 示 し て く だ さ い。World 
Bank. 2014. World Bank Annual Report 2014. Washington, 
DC: World Bank. doi: 10.1596/978-1-4648-0249-2. License: 
C r e a t i v e C o m m o n s A t t r i b u t i o n—N o n C o m m e r c i a l—
NoDerivatives 3.0 IGO (CC BY-NC-ND 3.0 IGO).

非営利—本書を営利目的で利用する事はできません。
改変禁止—本書を変更・改変・増補する事はできません。
第三者のコンテンツ—世界銀行は必ずしも本書のコンテ

ンツの各要素に対する所有権を保有してはいないため、本書の
内容の内、第三者が所有する個々の要素または部分を使用して
も第三者の権利を侵害する事にはならないと保証するものでは
ありません。もしそうした侵害に対して申し立てが起きた場合、
全責任を負うのは使用者となります。本書の要素の再利用を希
望する場合、そうした再利用に対する許可取得の必要性の有無
の判断、及び著作権者からの許可取得は、再利用者の責任におい
て行うものとします。要素の例としては図表や画像が挙げられ
ますが、これに限定されるものではありません。

権利及びライセンスに関するお問い合わせは下記にお送
り く だ さ い。The Publishing and Knowledge Division, The 
World Bank, 1818 H Street NW, Washington, DC 20433, 
USA; フ ァ ッ ク ス：202-522-2625; Eメ ー ル：pubrights@
worldbank.org.

ISBN（書籍）：978-1-4648-0249-2
ISBN（電子版）：978-1-4648-0257-7
doi: 10.1596/978-1-4648-0249-2 

出版局 
Carlos Rossel

編集コーディネータ 
Daniel Nikolits 

デザイン・編集製作コーディネータ  
Susan Graham 

編集チーム 
Nancy Lammers
John Felton
Barbara Karni
Janet Sasser

印刷製作コーディネータ
Denise Bergeron

ウェブ製作コーディネータ
Stacey Leonard Frank
Paschal Ssemaganda 
Tom Breineder

デザイン・活字組み・印刷
表紙・本文デザイン： Hank Isaac（River Rock Creative） 
 Debra Naylor（Naylor Design）

「世銀グループ 2014 概要」デザイン：Addison
活字組み：BMWW
印刷：Professional Graphics Printing Co.（英語版）

世界銀行年次報告 2014 チーム

年次報告2014  
CD-ROM目次 

�  世界銀行年次報告2014、7カ国語

�  世界銀行グループ・世界銀行コーポレート・ 
スコアカード（2014年4月）

�  IBRD・IDA監査済財務諸表

�  持続可能性報告指標（G4ガイドライン準拠）

�  地域別所得

�  融資データ

�  新規承認プロジェクト

�  組織に関する情報

�  2014年の世銀貸出（パワーポイント）



金融
・市場

エ
ネ
ル
ギ
ー・

採
取
産
業

農
業

教
育

保健・栄養・
人口

マクロ経済・
財政運営

貧困

社
会
･都
市
･

農村
開
発
、強
靭
性

運
輸・ICT

水

気
候
変

動  – 脆
弱性
・紛
争・暴

力 – ジェンダー – 雇用 – 官民パートナーシップ

クロ
ス・カ

ッティン
グ・ソリューションズ・エリア

グローバル・プラクティス

地域

ア
フ
リ
カ
地
域

 –
 東

ア
ジ
ア・
大
洋州
地域

 –  ヨー
ロッ
パ・中

央アジア
地域  –  ラテンアメリカ・カリブ海地域  –  中東・北アフリカ

地
域

 –  南
ア
ジ
ア
地
域

環
境・
天
然
資

源 

ガバ
ナン
ス

社会的保護・労働

運
輸・

情
報
通
信
技
術

 

経済

成 長

繁栄の共有の促進極度の貧困の撲滅

1990 2010

1日1.25ドル未満で生活する人の割合（%） 下位40%の人々の所得引き上げ

36%

18%

2030 機会 包摂 持続可能性

3%

「2030年までに極度の貧困を撲滅
するには、1週間に100万人を貧困
から救い出さなければならない。
そしてこれを今後16年間、毎週実
現しなければならない。しかし我々
は、これは実現可能であると強く確
信している」

̶ジム・ヨン・キム

	 インド：沿岸管理の一環として、6,000ヘ
クタール以上にマングローブを植林。

	 ケニア：二酸化炭素を土壌に封じ込める新
たな農地の管理手法を用いて、得られた炭素
クレジットを売る小作農家が現在6万人に。

	 キルギス共和国：2000年以降、71万ヘクター
ルの灌漑地域を管理するため5万人以上に
訓練を実施。

	 マダガスカル：	2009年～ 2013年、自然災害
による被害を受けた291戸の学校を修復・
再建。

	 マラウイ：重度HIV感染者で抗レトロウイ
ルス薬（ARV）治療を受けた人の数が、2002
年の3,000人から2012年には39万1,338人に	
増加。

	 モルドバ：就学前プログラムへのアクセス
が、2010年の77％から2013年には82％に
上昇。

	 モンゴル：	2006年以降、約50万人が太陽光
発電にアクセスを確保。

	 モロッコ：前期中等教育の修了率が、2009
年の52％から2012年には65％に上昇。

	 ニカラグア：10万人を超える先住民のため、
2013年までに国土の2割以上に当たる15の
先住民居住地を構築し、所有権を付与。

	 ナイジェリア：ラゴスでは、1日に20万人
の通勤者がバス高速輸送システムを利用
し、これにより移動時間が40％短縮。

	 パキスタン：2006年～ 2013年、パンジャ
ブ州では、ニーズに基づいて計画立案の優
先順位を決めた事により、住民200万人近
くが向上した自治体の行政サービスの恩恵
を享受。

	 フィリピン：2002年以降、国内で最も貧し
い地域に住む160万世帯が、水道システム・
学校建設・デイケア・センター・保健施設・
道路・橋を整備する地域プロジェクトの恩
恵を享受。

	 ルワンダ：2013年11月時点で元戦闘員3万
7,771人が動員解除され、復員給付金を受給。

	 タジキスタン：2011年～ 2013年、農村部で	
1万321人分の雇用を創出。

	 タンザニア：2005年～ 2013年、より良い保
健サービスへのアクセスを1,200万人以上
が確保。

	 トルコ：土地の登記所及び登記簿サービ
スに対する満足度が、2008年の40％から
2013年に85％に上昇。

	 ベトナム：ホーチミン市では現在、120万
人以上の住民が近代的な衛生・治水システ
ムの恩恵を享受。
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弱者に配慮した持続可能で力強い成長

　この20年間における貧困削減の歩みは、一世代の内に貧困のない世界を実現す

る事は可能であると示唆しています。しかし、全世界では今なお、10億人以上が1

日1.25ドルで生活する極度の貧困状態にあります。貧困削減の課題は様々な様相

を見せ、国や地域によっても異なるため、解決にはセクター横断的なアプローチ

が必要です。民間投資や生産性向上のための環境改善、人的資本の育成、気候変動

に対応する成長の促進を含め、適切な投資が計画され、地域やセクターを越えた

連携が進み、貧困層を取りこぼさない包摂的な成長が実現されれば、より大きな

進歩を達成する事ができるでしょう。また、公平性の拡大と成長の必要性の双方

に配慮する事で、社会の下位40％の人々も繁栄を共有できるのです。

　世界銀行グループは、各セクターに関する広範な知識、そして資金面や多用な

技術協力の手段を用いて、途上国が課題に取り組めるよう支援しています。本年

度、世界銀行グループは、歴史的な機構改革を進めてきました。例えば、新たに設

けられたグローバル・プラクティス及びクロス・カッティング・ソリューション

ズ・エリアを通じて、知識をより広く共有し、世界銀行グループの国別援助モデ

ルや地域総局及び現地事務所が有する強みを補完します。こうした変革の実施に

より世界銀行グループは、これまで以上に機動性に富んだグローバルな組織構造

となり、極度の貧困の撲滅と繁栄の共有の促進という2大目標に向け、途上国への

支援強化が可能となります。

　本年次報告では、世界銀行グループの中でも、世界銀行と総称される国際復興

開発銀行（IBRD）と国際開発協会（IDA）の2機関に焦点を当てており、世界銀行の

活動、6つの地域における世界銀行の支援とその成果、ならびに途上国で貧困を

克服し人々の機会を創出する活動の成果を掲載しています。また添付のCD-ROM

では、IBRDとIDAの詳細な監査済み財務諸表及び経営者による説明と分析、融資

及び組織の包括的データ、2014年4月付の世界銀行グループ及び世界銀行のコー

ポレート・スコアカード、ならびに世界銀行の2014年グローバル・レポーティン

グ・イニシアティブ（GRI）指標をご覧いただけます。

　本文にも詳しい情報を載せたウェブサイトのURLが数多く掲載されている他、

以下のウェブサイトをご覧いただければ、世界銀行が加盟国との協力の下、どの

ようにして極度の貧困撲滅、繁栄の共有促進、持続的な成果の達成に取り組んで

いるかについて、更に理解を深めていただけるでしょう。

 年次報告2014：worldbank.org/annualreport2014
 コーポレート・スコアカード：worldbank.org/corporate scorecard
 世界銀行の成果：worldbank.org/results
 世界銀行オープン・データ：data.worldbank.org
 社会的責任：crinfo.worldbank.org

http://www.worldbank.org/annualreport2014
http://www.worldbank.org/results/CSC/index.html
http://www.worldbank.org/results
http://data.worldbank.org
http://crinfo.worldbank.org
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世界銀行グループ2014年度の
成果概要

今から2年前、世界銀行グループは、一世代の内に極度の貧困を撲滅する
という大変困難な課題に取り組むために、組織の刷新と変革の道を歩み始
めました。そして2013年春季会合において、極度の貧困を2030年までに撲
滅し、途上国の所得下位40％の人々も繁栄を共有できるようにするとい
う2つの意欲的な目標を採択しました。 

この目的を達成するため、昨年10月の年次総会において総務会は、世界銀行グループ初
となる戦略を承認しました。同戦略は、変革をもたらすソリューションの提供に重点を置
き、グループ内の人材や資金、ノウハウを効果的に結集し、民間セクターや他の開発パート
ナーとの協力を加速させようというものです。
これは、とてつもなく大きな挑戦です。貧困撲滅の目標を達成するためには、毎年数千万
人の人々が貧困から脱却できるよう支援していかなければなりません。しかし、確かに困
難な作業ではありますが、戦略を効果的に実施していけば実現は可能です。
本年次報告では、過去1年間に世界銀行グループがどのようにこの戦略を実施してきた
かをご紹介いたします。世界銀行グループは、国際復興開発銀行（IBRD）、国際開発協会
（IDA）、国際金融公社（IFC）、多数国間投資保証機関（MIGA）の4つの主要機関で構成さ
れていますが、グループ一丸となって使命を遂行するため互いに協力してきました。
その結果、大きな前進を見る事ができました。パートナー国に対する支援では、対象を絞
り込み、共通の目標を達成する最善の機会を見出すために緊密に協力しています。また、グ
ローバル・プラクティス及びクロス・カッティング・ソリューションズ・エリアを新たに
設けた事により、援助受入国が特に困難な課題を解決できるよう、有益かつグローバルな
知識をより少ないコストで提供できるようになるでしょう。

世界銀行グループ総裁兼
理事会議長からの
メッセージ
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更に、財務構成を刷新・強化し、財務力
を高めると共に、支出を削減して節約分を
援助受入国支援にまわしています。2014年
度、世界銀行グループは加盟国の政府や民
間企業に対して、総計656億ドルの融資、贈
与、直接投資、保証をコミットしました。こ
の内、国際復興開発銀行（IBRD）のコミッ
トメントは186億ドル、世界銀行グループ
の最貧困層向け基金である国際開発協会
（IDA）のコミットメントは222億ドルでし
た。IDAについては、3年間で520億ドルと
いう過去最高の増資額がドナーによってプ
レッジされました。万人が成長の恩恵を享
受できるよう、人材に対する投資を継続し
ていきます。
過去20年間に創出された新規雇用の

90％は、民間セクターによるものです。良い仕事を得る事は貧困から抜け出すために何よ
りも効果的である事から、世界銀行グループで民間セクターを支援するIFCは、政治的リス
ク保証を提供するMIGAと共に、民間セクターによる投資を後押しして、貧困層の雇用創
出や経済機会の拡大を図る取組みを強化しています。2014年度にIFCが民間セクター開発
のために提供した投融資総額は、他の投資家から動員した約50億ドルを含め220億ドルに
達しました。MIGAもまた、総額32億ドルに上る政治的リスク保証業務及び信用補完業務
を提供し、変革をもたらすプロジェクトを含め各種の投資を支えました。
永続的な効果を確保するためには、環境面で持続可能な投資である事が不可欠です。気
候変動の課題に立ち向かう事なしに極度の貧困を撲滅する事はできません。気候変動によ
る影響を最初に、そして最も深刻に受けるのは貧困層です。世界銀行グループは昨年、気候
変動対策を発表し、環境を保護しつつ子や孫の世代に持続可能な将来を築くための投資を
進めています。
世界銀行グループでは、幹部と職員が一丸となって、こうした喫緊の課題に取り組み、援
助受入国に成果をもたらすための大きな変革を進めています。極度の貧困状態にある約10
億人の生活を改善する事に焦点を置き、全ての人のために、持続可能かつ公正で、繁栄する
世界の構築を目指していきます。

ジム・ヨン・キム博士
世界銀行グループ総裁
兼理事会議長 

「極度の貧困状態にある
約10億人の生活を
改善する事に焦点を置き、
全ての人のために、
持続可能かつ公正で、
繁栄する世界の構築を
目指していきます。」
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世界銀行が提供する途上国に
対する支援は、この1年間に急
速な伸びを見せました。これ
は世界銀行が、より迅速な成果
の達成、援助受入国やパート
ナーとの関係強化、そしてグ
ローバルなソリューションを
用いて各地域の問題を解決す
る事に力を注いだ結果です。 

世界各地での活動

98億ドル
ラテンアメリカ・カリブ海地域
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136億ドル
南アジア地域

48億ドル
中東・北アフリカ地域

110億ドル
ヨーロッパ・中央アジア地域

161億ドル
サブサハラ･アフリカ地域

世界銀行による加盟国の政
府・民間企業に対する融資、
贈与、直接投資、保証などの
支援総額。

複数の地域にまたがるプロジェクト
やグローバルなプロジェクトを含む。
地域別内訳は世界銀行の分類による。

656億ドル

100億ドル
東アジア・大洋州地域

5
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世界銀行グループは、グループ各機関が一丸となって、その強みや
専門性、資源を駆使し、経済成長の促進、包摂性の推進、持続可能
性の確保を進め、援助受入国やパートナーの開発効果を後押しし
ています。 

効果

経済成長の促進 包摂性の推進 持続可能性の確保

IBRD・IDA IBRD・IDA IBRD・IDA

9万5,000kmの
道路の建設、補修

2億5,090万人が
保健、栄養、

人口サービスを享受

CO2排出量換算で

年間9億300 万トンの
削減

1,530万人
及び中小･零細企業に 

金融サービスを提供

3,740万人が
社会的セーフティネット・
プログラムの恩恵を享受

57カ国で 

公共財政管理制度を 

強化

IFC IFC IFC

260万件の
雇用の提供

290万戸の 

農家を助成
550万トンの
温室効果ガス 

削減見込

9,400万人に
電力、水、ガスを 

供給

250万人の
学生への教育助成

IFCが支援した案件で

187億ドルの 

歳入が増加

MIGA MIGA MIGA

5万2,100件の
雇用創出

4,700万人に
電力アクセスを提供

330万人に
清潔な水への 

アクセスを確保

MIGAクライアントによる

61億ドルの
新規ビジネス融資

1,500万人が
交通アクセスを 

確保

MIGAが支援した案件で

16億ドルの
歳入が増加
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国際復興開発銀行（IBRD）
中所得国及び信用力のある低所得国の政府を対象に貸出を提供

国際開発協会（IDA）　
最貧国の政府を対象にクレジットと呼ばれる無利子の融資や贈与を提供

国際金融公社（IFC）　
途上国の民間セクター向け投資を促進するための融資、直接投資、アドバイザリー・サービスを提供

多数国間投資保証機関（MIGA）　
途上国への対外直接投資（FDI）を促進するために政治的リスクや非商業的リスクから生じた損失に対す
る投資保証を提供

投資紛争解決国際センター（ICSID）　
国際投資紛争の調停と仲裁を行う場を提供

世界銀行グループの各機関

世界銀行グループによる支援
年度別 
単位：100万ドル

 2014 2013 2012 2011 2010
世界銀行グループ 
承認額a 65,579 57,587 57,450 61,120 76,482
実行額b 44,399 40,370 42,390 42,028 50,234

IBRD
承認額 18,604 15,249 20,582 26,737 44,197
実行額 18,761 15,830 19,777 21,879 28,855

IDA
承認額 22,239 16,298 14,753 16,269 14,550
実行額 13,432 11,228 11,061 10,282 11,460

IFC
承認額c 17,261 18,349 15,462 12,186 12,664
実行額 8,904 9,971 7,891 6,715 6,793

MIGA
総引受額 3,155 2,781 2,657 2,099 1,464

援助受入国実施信託基金
承認額 4,319 4,910 3,996 3,829 3,607
実行額 3,302 3,341 3,571 3,152 3,126

a.  IBRD、IDA、 IFC、全ての援助受入国実施信託基金（RETF）、MIGAの引受総額を含む。そのため、信託基金による
活動の一部のみしか反映されない世界銀行グループのコーポレート・スコアカードの金額と異なる。

b. IBRD、IDA、 IFC、RETFの支援実行額を含む。
c.  IFC自己勘定のみ。投資家を通じて動員した資金を除く。

7

http://www.worldbank.org
http://www.worldbank.org
http://www.ifc.org
http://www.miga.org/
https://icsid.worldbank.org/ICSID/Index.jsp
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世界銀行加盟国188カ国を代表する理事会の理事25名は、世界銀行業務全般に責任を負
い、総務会から委任された権限に従って職務を遂行しています。世界銀行は、国際復興開発
銀行（IBRD）及び国際開発協会（IDA）で構成されています。世界銀行協定に基づき、5名の
理事は5大出資国からそれぞれ1名が任命され、20名はその他の加盟国により2年ごとに選
任されます。総裁は理事会が選任し、理事会議長を兼任します。現在の理事会は2012年11
月1日に選任・任命されました。
理事会は、世界銀行の業務全般及び戦略的方向性の指針となる政策の決定で重要な役割

を果たし、世界銀行の役割についての加盟国の見解を代弁します。また、総裁が提出する国
際復興開発銀行（IBRD）及び国際開発協会（IDA）の貸出・融資・保証、新規政策、運営予算、
その他の財務上の問題について検討し、決定を下します。更に、世界銀行グループの各国の
開発プログラムに対する支援の支柱となる国別援助戦略についても、世界銀行幹部や理事
会が協議します。また、財務諸表、運営予算、更に会計年度ごとの世界銀行の実績について
まとめた世界銀行年次報告を総務会に提出する任も負っています。
理事会には監査委員会、予算委員会、開発効果委員会、ガバナンス・運営委員会、人事委

員会という常任委員会があり、各理事は1つまたは複数の委員会に属しています。これらの
委員会は、政策や実務についての綿密な検討を通じ、理事会の監督責任の履行を補佐して
います。理事会運営委員会は、理事会の戦略的作業計画に関する協議を行います。
理事達は定期的に加盟国を訪問して、各国の経済的・社会的課題を直に感じると共に、

世界銀行グループが支援するプロジェクトの視察や、世界銀行グループとの協調について
政府関係者と意見交換を行います。理事たちが意見交換を行うステークホルダーは、政府
関係者、受益者、非政府組織の代表者、開発パートナー、民間セクター、ならびに現地の世界
銀行職員などです。2014年度はエジプト・アラブ共和国、アルゼンチン、コスタリカ、ドミ
ニカ共和国、マレーシア、ネパール、チュニジアを訪問しました。
理事会は、委員会を通じて、理事会直属の独立した組織である査閲パネル、独立評価グ

ループ、ならびに内部監査局や外部監査人に定期的に協力を仰ぎながら、世界銀行グルー
プの活動の有効性を定期的に検証しています。

理事会からのメッセージ

着席（左から右へ）：Arnaud Delaunay（理事代理）、フランス；Jörg Frieden、スイス；Gwen Hines、イギリス； 
Merza Hasan（筆頭理事）、クウェート；Denny H. Kalyalya、ザンビア；Satu Santala、フィンランド； 
Piero Cipollone、イタリア；Wilhelm Rissmann（理事代理）、ドイツ
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2014年度の理事会の実績
2014年度に各委員会が行った主な実績としては、監査委員会による世界銀行の財務の持

続可能性や貸出余力の強化策に関する世界銀行幹部との広範囲な協議、及び予算委員会に
よる世界銀行の新予算プロセスへの支援と支出見直し作業への助言が挙げられます。支出
見直し作業は、世界銀行グループの財務基盤の持続可能性や支援能力の強化に加え、コス
ト構造の最適化も目的としました。
開発効果委員会は、「国別支援の新たなアプローチ（New Approach to Country 

Engagement）」、保証業務政策、金融仲介機関による環境・社会リスク管理、ならびに世界
銀行グループの業務や活動の開発効果についての各種評価に関する検討を行いました。ま
た、ガバナンス・運営委員会は、世界銀行の政策や手続きの枠組み、理事会の議事録に関す
る情報公開政策を議論した他、理事会で審査するプロジェクト選定のための原則について
年に一度の検討を行いました。人事委員会は、世界銀行グループ戦略ならびに報酬に関す
る内部改革の実施を成功させるための人事戦略と様々な政策、人材管理、職員の実績・多
様性・リーダーシップについて検討しました。
グローバル目標である貧困の削減と繁栄の共有の他にも理事会は、開発リスクの管理を

テーマとする「世界開発報告2014」、ミレニアム開発目標及び2015年以降の開発枠組み、世
界銀行グループの今後のエネルギー・セクターの方向性を記した「万人のための持続可能
なエネルギーの未来に向けて（Toward a sustainable energy future for all ）」、「ビジネス
環境の現状」の改訂、気候変動への取組みなどを議論しました。心理と思考傾向を取り上げ
た「世界開発報告2015」も、まもなく理事会にかかります。
理事会はまた、数々の財務面の検討事項も取り上げました。収入、コスト、貸出余力など

から見た貸出条件の見直し、過去最高となったIDA17の増資、高まる援助受入国からの需要
に対応するための自己資本管理枠組みの導入、信託基金改革、20カ国財務大臣・中央銀行
総裁会議（G20）、グローバル・インフラストラクチャー・ファシリティ等がそうです。更に、
貧困の撲滅と繁栄の共有という目標達成に向け、新たな世界銀行グループ戦略の運営と実
行に係わる主要課題についても議論しました。具体的には、成果重視型業務管理システム

起立（左から右へ）：Frank Heemskerk、オランダ；Omar Bougara、アルジェリア；Vadim Grishin、 
ロシア連邦；Roberto B. Tan、フィリピン；Ibrahim M. Alturki（理事代理）、サウジアラビア； 
Boonchai Charassangsomboon（理事代理）、タイ；Alister Smith、カナダ；Gulsum Yazganarikan（理事代理）、トルコ；
Agapito Mendes Dias、サントメ・プリンシペ；鈴木英明、日本；Shixin Chen、中国；Mansur Muhtar、ナイジェリア；
Mohammad Tareque（理事代理）、バングラデシュ；Juan José Bravo、メキシコ；Michael Willcock、オーストラリア；
Sara Aviel（理事代理）、米国

不在： César Guido Forcieri、アルゼンチン
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の刷新に伴う新たな世界銀行グループ・コーポート・スコアカードの開発及び現行スコア
カードの改訂、国別パートナーシップ枠組みを含む国別支援の新たなアプローチ、グロー
バル・プラクティス及びクロス・カッティング・ソリューションズ・エリア、IFCとMIGA
の今後の方向性などです。
更に理事会は、バングラデシュ、フィリピン、セントルシア、セントビンセント及びグレ

ナディーン諸島、トンガ、ヨルダン川西岸・ガザ地区等で起きた危機への緊急対応を承認し
た他、サヘル地域、南スーダン、ウクライナの不安定な情勢について議論しました。その一
方で、具体的な支援プロジェクトの承認も行いました。各地域の最新情勢を追いながら、課
題や機会を見極め、議論が行われました。理事会はまた、世界銀行、IFC、MIGA間の協調が
深まった結果、政策への支援と民間セクター投資の双方を活用するという世界銀行グルー
プならではの強みを活かし、複雑な開発課題に対する地域規模での取組みを歓迎しました。
アフリカ、中央・南アジア、中東では、エネルギー・インフラのニーズに対応するための案
件が、世界銀行・IFC・MIGA共同で数多く提案されています。
他にも、「世界銀行グループ業務における防災の主流化（Mainstreaming Disaster Risk 

Management in World Bank Group Operations）」、「危機後の世界経済における成長
（Growth in the Post-Crisis Global Economy）」、「ジェンダー平等の実現（Implementation 
of the Gender Equality Agenda）」など、年次総会及び春季会合で総務会の検討を受けた
ペーパー、ならびに、世界銀行グループ戦略についても議論が行われました。
理事会は2014年度、総額408億ドルの支援を承認しました。この内186億ドルがIBRD貸

出、222億ドル以上がIDAによる支援でした。また、31件の国別パートナーシップ戦略が
理事会で検討されましたが、この内30件はIFCと共同で準備されたものです。世界銀行の運
営予算26億ドルも理事会で承認されました。



表2

承認プロジェクト件数

地域 IBRD IDA

アフリカ地域 2 139

東アジア・大洋州地域 20 36

ヨーロッパ・中央アジア地域 30 13

ラテンアメリカ・カリブ海地域 24 17

中東・北アフリカ地域 14 7

南アジア地域 5 37

合計 95 249

表3

融資実行済プロジェクト総額（純承認額）
単位：10億ドル、2014年6月30日現在

地域 IBRD IDA

アフリカ地域 4.2 42.5

東アジア・大洋州地域 22.0 8.6

ヨーロッパ・中央アジア地域 23.6 3.0

ラテンアメリカ・カリブ海地域 26.4 2.2

中東・北アフリカ地域 9.4 1.3

南アジア地域 12.8 27.4

合計 98.3 84.9

注： 2014年6月30日時点の全承認済みプロジェクトの
内、実際に融資を実行済みの合計額

IDA
国 承認額

インド  3,134

パキスタン 2,218

バングラデシュ 1,888

ナイジェリア 1,698

エチオピア 1,624

ベトナム 1,341

ウガンダ 764

タンザニア 753

ケニア 612

スリランカ 442

IBRD
国 承認額

ブラジル  2,019

インド 1,975

中国 1,615

ウクライナ 1,382

ルーマニア 1,374

フィリピン 1,279

モロッコ 1,096

インドネシア 1,072

コロンビア 870

チュニジア 426

IBRDとIDA：2014年度のデータ

表4

世界銀行職員
2014年6月30日現在 

事務職員 1,810

常勤コンサルタント 1,187

技術職／管理職 895/519

世界銀行正職員 12,335

短期コンサルタント数（推定） 4,804

現地事務所数 131

現地事務所配属職員の比率：

　国別担当局長・マネージャー 91%

　世界銀行職員合計 38%

表1

借入国上位10カ国
単位：100万ドル
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注：複数の国を対象としたプロジェクトは、それぞれの当該国に計上



「ソリューション・バンク」となるために

2013年の年次総会において、新たな世界銀行グループ戦略が承認されました。全ての業
務を、極度の貧困の撲滅と繁栄の共有の促進を持続可能な形で達成するという2つの目標に
沿ったものにするためです。この2つの目標は、今日の世界銀行グループ業務の中核となっ
ています。一つ目の目標として、2030年までに極度の貧困を撲滅し、1日1.25ドル未満で
生活する人の割合を世界人口の3％未満まで下げる事を掲げています。また、目標達成を後
押しするため、2020年までに9％までの減少を達成させるという中間目標も定めました。
第二の目標である繁栄の共有の促進では、途上国の下位40％の人々の所得を引き上げる事
を目指しています。

2つの目標を達成するための戦略実行には、大規模な機構改革を実施し、世界銀行グルー
プの財務能力と業務効率を大幅に高める事が求められます。機構改革後は、世界銀行グ
ループを構成する国際復興開発銀行（IBRD）、国際開発協会（IDA）、国際金融公社（IFC）、
多数国間投資保証機関（MIGA）の4機関の連携がより一層強化され、グローバルな知識を
活かして現地の問題の解決を図る効果的なソリューションを提供します。4機関全ての
強みや資源を集結する事で、これまで以上に機動性に富み、持続可能性の高い財政基盤を
伴った世界銀行グループとなって、開発ソリューションを援助受入国に提供する事が可能
となるでしょう。

援助受入国に成果をもたらす
世界銀行グループの戦略には3つの柱があります。

•  世界銀行グループは、特に困難な開発課題に対する知識やソリューションを提供する事
により、国別プログラム、地域・地球規模の取組みを通じて援助受入国のために成果を
上げる。

• 世界銀行グループの各機関がより緊密に連携し、それぞれの強みをてこに「ソリューショ
ン・バンクとしての世界銀行グループ」として結集した資源や専門知識を駆使する。

• 民間セクターをはじめとする開発関係者のパートナーシップ、資源、専門知識を駆使し
て、2大目標に沿った形で開発効果を最大化する。

戦略が掲げる重要な変革事項の1つが、グローバル・プラクティス及びクロス・カッティ
ング・ソリューションズ・エリアを用いた新たな体制です。これにより、世界銀行グルー
プの比較優位が活かされ、各地域総局や現地事務所の能力が補完されます。グローバル・
プラクティスにより、14の開発専門分野における専門性や知識を全地域で共有する事が可
能となります。 

農業
教育
エネルギー・採取産業 
環境・天然資源 
金融・市場 

ガバナンス 
保健・栄養・人口 
マクロ経済・財政運営 
貧困
社会的保護・労働 

社会･都市･農村開発･強靭性 
貿易・競争力 
運輸・ICT
水

クロス・カッティング・ソリューションズ・エリアは、5つの横断的分野における開発
課題に対処します。

気候変動 
脆弱性・紛争・暴力 

ジェンダー 
雇用 

官民パートナーシップ

世界銀行（IBRDとIDA）はまた、個々の国のニーズや優先課題に合わせて政策及び計画を
策定する新たな国別支援モデルを採用しました。国別支援モデルの中心となるのは、新た
に構築された国別パートナーシップ枠組みです。同枠組みは、実証に基づいた分析に裏打
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ちされており、世界銀行グループの業務が2大目標の達成に向けた各国の取組みの中で効果
の高い分野を支援する際に役立ちます。このアプローチでは、IFC及びMIGAとの連携も行
われ、世界銀行グループ全体として、対象を絞り重点的な支援を可能にします。世界銀行、
IFC、MIGAの各地域代表が定期的に会合を持ち、それぞれの機関が提供する支援の程度や、
共同実施メカニズムが必要な分野を見極めるために話し合います。新アプローチもまた、
支援は国別で、その国の優先課題をベースとし、援助受入国が主体性を持ち、他のパート
ナーと連携して開発を行う点は変わりませんが、これまでの「承認」から「成果創出」へと重
点が移され、プログラムの実施、市民の声のリアルタイムのフィードバック、中間時点での
評価や修正を中心に据えています。  

財務力と持続可能性の向上  
2大目標達成と戦略に沿った十分な資源を確保するため、世界銀行グループは、援助受入

国への財務面での支援能力を高めると共に、財政を強化する改革を進めています。そのた
めに、効率性の向上と収益拡大に向けた取組みを通じ、財政の持続可能性を高めて、将来に
向けた強固な基盤を構築していきます。
今後10年間で世界銀行グループの融資能力は現在の年平均450億～ 500億ドルから700

億ドル以上まで増えるでしょう。そうした増加を可能にしたのが過去最高額となったIDA
第17次増資で、これにより2015年度～2017年度のIDAの融資能力が確保されました。また
IBRDは、収入面において、ブラジル、中国、インド、インドネシア、メキシコを対象に貸出上
限額をそれぞれ25億ドル引き上げた他（増額分について手数料を0.5％上乗せ）、IBRDの貸
出先に対する信用リスク態勢の改善を反映した資本貸出比率の引き下げ、最長貸出期間の
延長など貸出期間の多様化、未実行残高に対するコミットメント・フィーの復活などの形
で、貸出条件を見直します。
世界銀行グループ全体の支出レビューの結果として、2015年度～2017年度に少なくと

も年間4億ドルのコスト削減策が課され、更に世界銀行グループのコスト構造が最適化され
る事からも、貸出能力及び予算の柔軟性が向上する見込みです。コスト節減策は、世界銀行
グループの業務能力や援助受入国へのサービス提供能力が損なわれる事のないように計画
されています。更に、簡素化され柔軟性も向上した新たな予算・戦略の計画立案プロセス
によって、世界銀行グループの戦略及び2大目標に資源を集中できるようになります。新予
算は、選択性の強化、予算と成果の関連づけ、中期計画に重点が置かれています。 

1つの世界銀行グループとして4機関の間での連携を強化する事により、手続きの簡素化、
事務の重複削減が達成されると、援助受入国に対する開発効果が高められます。グループ
内連携の最初の例として、IBRDとMIGAが結んだ元本1億ドルまでの革新的な「与信枠交換
協定」があります。この協定によりIBRDとMIGAはそれぞれ、ブラジル及びパナマにおいて
追加のビジネスが可能になります。

機構改革のアジェンダ
2014年度以降も、業務の質を高めるための努力は継続します。例えば、理事会は2013年

11月、世界銀行の投資業務における調達の新たな枠組みを検討し、その概要及び実施の指
針となる原則を承認しました。次の段階では、新たな方針及び実施の詳細が明確になる予
定です。また、2012年に開始された世界銀行のセーフガード政策の審査も継続し、人や環
境への影響を回避・軽減する政策枠組みを見直しています。新たな枠組みに関して世界各
地で行われるステークホルダーとの協議は、第2ラウンドが2014年後半に予定されていま
す（consultations.worldbank.org参照）。
世界銀行グループは現在、過去数十年で最も広範で重要な変革を進めています。世界銀

行のあらゆる活動を、戦略に基づき、2大目標の達成のために進める事がその目的です。改
革の結果、世界銀行グループは、財務力が強化され、知識及び人材の面で世界を牽引してい
る事が認められました。そして、迅速な対応が可能となり、グループ内の統合が進み、世界
とつながりながらも地域と関わり、極度の貧困の撲滅と繁栄の共有の促進という目標の達
成に注力していく事となります。

http://consultations.worldbank.org
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極度の貧困の撲滅と繁栄の共有の促進という2つの目標、新戦略、そして現
在進められている機構改革によって、世界銀行グループはより一層、途上
国に対して融資と知識を提供するという使命を効果的に実行する事がで
きます。ここには、世界銀行と総称される国際復興開発銀行（IBRD）と国
際開発協会（IDA）の主な活動をまとめました。

世界経済におけるリスクの管理
高所得国では景気回復が進み、2014年初めに若干の後退があったものの、今後も途上国

の成長を後押しすると期待されています。しかし、多くの途上国は、経済活動を行う上での
困難に直面しており、世界銀行の2つの目標達成に必要な成長率を実現するには、個々の途
上国の状況に合わせた構造的な改革を加速させる必要があります。

2014年の途上国の成長率は、横ばいの4.8％と予測されています。米国の大寒波やウクラ
イナの緊張状態など、単発の要因によって2014年初めには多くの国で成長の落ち込みが見
られましたが、それも和らぎ、2015年及び2016年には、成長率が5.5％程度まで上昇し、危
機前の10年間の平均とほぼ同水準に戻ると予測されます。 
成長の見通しは地域ごとに異なります。東アジア・大洋州地域は特に力強い成長を続け

ていますが、中国が持続可能な成長路線へと経済のバランスを修復し、2014年は横ばいの
約7％になると予測されます。南アジア地域は、高所得国での景気回復に支えられて2014
年の成長率は5.3％と予測され、2015年及び2016年には政策改革の成果も加わり約6％ま
で上昇すると見られます。サブサハラ・アフリカでは、資源セクター、公共インフラ、農業
への投資によって4.7％の成長が維持され、2015年～2016年には5％を上回ると予測され
ます。東ヨーロッパ・中央アジア地域では、経済の回復具合にばらつきが見られます。中央
アジアでは、主要貿易相手国（特にロシア連邦）の経済見通しが弱含みな事から低成長が予
測されるのに対し、ヨーロッパの途上国はユーロ圏の緩やかな回復による恩恵を享受でき
るでしょう。これによりヨーロッパ・中央アジア地域の途上国の成長率は、2014年は2.4％
まで低下するものの、その後2016年には約4.0％まで上昇すると予測されます。ラテンアメ
リカ・カリブ海地域は2014年初めの米国の低成長が足かせとなりましたが、高所得国の回
復と一次産品価格の安定により、2016年には3.5％まで上昇すると予測されます。中東・
北アフリカ地域では、社会的及び政治的な混乱によって引き続き多くの国で経済活動が妨
げられていますが、2014年は2013年の停滞から1.9％に回復し、2016年には3.5％に上昇
すると予測されます。
全般的に見て、見通しに対する短期的なリスクは減少しています。高所得国における課

題やリスクは、財政の持続可能性、非伝統的な金融政策からの脱却、ユーロ圏での低インフ
レやデフレリスクの長期化、生産性上昇を促進する構造改革の必要性など、より中期的な
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ものになりつつあります。途上国にとっても、短期的なリスクは差し迫ったものではなく
なっています。その要因としては、昨年見られたダウンサイド・リスクも大規模な混乱を
招かなかった事や、最近の景気調整で脆弱性が減少している事などが挙げられます。一部
の国では、2013年夏以降の為替レート調整、金利の引き上げ、その他の政策措置によって
経常赤字が減少し、信用総額の伸びが鈍化しています。
しかし途上国は、依然として様々な課題に直面しています。高所得国の回復が勢いを増

す中、外的な金融条件は逼迫する事が予想されます。更に、途上国の中には、これ以上の
成長を持続していく事の限界を迎えている国もあります。こうした国が、今後、持続的で
力強い成長を実現できるかどうかは、外部からのショックに対する脆弱性を抑えつつ、生
産性や競争力を向上させる努力次第となっています。貧困の撲滅と繁栄の共有の促進と
いう目標を達成するためには、途上国のこうした変革が不可欠です。また、多くの国で見
られる格差の拡大は、経済の安定と成長の持続可能性には妨げとなりますが、適切な政策
を実施すれば、成長を損なう事なく格差を縮小する事ができます（worldbank.org/gep 
参照）。

未来のためのインフラ構築
途上国では、毎年約500万人が農村部から都市部へ

と移動しており、そのため、水、エネルギー、交通、情
報通信技術といった基本的サービスの逼迫が生じて
います。こうしたインフラ・ニーズへの支援は世界銀
行最大の事業分野となっており、2014年度に190億ド
ルに上った支援額は、全体の47％を占めています。
途上国のインフラ・ニーズは、2020年まで毎年1兆ドルと推定されています。約25億人

が基本的な衛生設備を利用できず、7億4,800万人がきれいな水へのアクセスがなく、農村
部では10億人近くが舗装道路を利用できていません。インフラの建設・整備の需要は増加
の一途にあり、経済の成熟と共に、また急速な都市化、気候変動、人口構成の変化から生じ
る要因と共に増加していくでしょう。
水の安定供給に対する不安は、世界が現在直面する最大の問題の1つであり、気候変動に

よって状況は更に悪化すると予想されます。世界銀行は2014年1月、途上国が水に関する
制約をエネルギー開発計画や投資に組み込む事を支援をする「渇いたエネルギー（Thirsty 
Energy）」イニシアティブを立ち上げました。南アフリカや中国などは、世界銀行の協力
の下、エネルギーと水の相互依存に関する理解を深め、リスクの程度、そして持続可能な
エネルギーを確保するためのトレードオフを明らかにする取組みに既に着手しています

2002年～ 2013年、
世界で全長26万キロの
道路を建設・整備。

フィリピン　Dominic Chavez/世界銀行

世界銀行：機会、成長、繁栄の促進に向けて           15

http://www.worldbank.org/en/publication/global-economic-prospects


16          世界銀行 年次報告 2014

（worldbank.org/water参照）。
世界各地で電気のない生活を送る12億人に電気を提供し、家庭用燃料として木材などバ

イオマスを使用している28億人に近代的な調理方法
を提供する事も、貧困の撲滅及び繁栄の共有促進のた
めに極めて重要です。2013年7月に理事会で審議され
たエネルギー・セクターの方針ペーパーは、近代的な
エネルギー・サービスへのアクセス拡大及びエネル
ギー効率化と再生可能エネルギー拡大の促進を強調
しています。これらの目標は、世界銀行が国連と共同

で主導的役割を果たしている「全ての人のための持続可能エネルギー（SE4ALL）」イニシア
ティブの目的と合致しています。
エネルギー・ニーズの顕著な例がアフリカ大陸です。IDAはアフリカ大陸のエネルギー・

ニーズを満たすため、インガ水力発電プロジェクトの計画策定に向けてコンゴ民主共和国
への7,300万ドルの贈与を承認しました。同プロジェクトが完成すれば世界最大の水力発
電所となり、サブサハラ・アフリカ全域における現在の設備容量の2分の1に相当する発電
が可能となります（worldbank.org/energy参照）。
世界銀行が支援する運輸プロジェクトは、農村地域での舗装道路建設から都市部での渋

滞緩和策まで多岐にわたります。渋滞緩和策の最近の一例としてはエクアドルのキトで
2014年度に着工された地下鉄建設があります。火山に囲まれた人口160万人のキト市内で、
渋滞緩和と大気汚染防止の効果が期待されています。この地下鉄路線は2018年後半に完成
予定で、総延長23キロ、輸送能力は1日36万人です。同プロジェクトでは、IBRD、アンデス
開発公社、欧州投資銀行、米州開発銀行、そしてエクアドルの地方自治体及び中央政府によ
る共同出資という試みが行われています（worldbank.org/en/topic/transport参照）。
世界銀行はまた、途上国における情報通信技術への資金援助や技術協力でも世界のリー

ダーとなっています。例えば、大洋州地域では離島住民によるブロードバンドのインター
ネット接続を支援し、人々が仕事や友人、知識などに容易かつ安価につながる事ができる
ようにしています。2013年8月、全長830キロの光ファイバーケーブルが新規に敷設され、
70万平方キロメートルの海洋上に点在している176の島から成るトンガ、フィジー、更にそ
の先まで、グローバルなブロードバンド・ネットワークが接続されました。その結果、家庭
での1カ月のインターネット接続料が1ギガバイト当たり60％減少した事により、ブロード
バンド普及率は10倍に増えました。雇用の創出、ならびに保健や教育の遠隔サービスへの
アクセスの促進にも役立つと期待されています（worldbank.org/ict参照）。

アルバニア　Albes Fusha/世界銀行

2007年～ 2014年、
ウクライナでは400万人が、
よりきれいな水と
衛生サービスの恩恵を享受。
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気候変動への取組み
世界銀行は、気候変動対策に寄せられる官民双方からの資金を活用し、気候変動に配慮

した政策や投資を促進すると共に、途上国政府・企業が気候変動に適応できるよう尽力し
ています。

2014年度、世界銀行は62カ国で気候変動対策に取り組みました。新規プロジェクトの
例としては、310万人以上を対象に気候変動に対する強靭性強化を支援した他、今後10年
間で1万2,000人以上の雇用創出が期待されるエチオピア気候イノベーション・センター
の設立、ブルンジの貧困層にクリーンな電力を提供する水力発電プロジェクトへの1億ド
ルの贈与、ソロモン諸島の農村部コミュニティに対する自然災害や気候変動に伴うリス
ク管理支援、などが挙げられます。ソロモン諸島のプロジェクトでは、世界銀行から910
万ドルの資金が提供され、7万9,000人が恩恵を享受する見込みです（worldbank.org/
climatechange参照）。
世界銀行は、気候変動関連プロジェクトのための資金を調達するグリーンボンドの発行

体としては世界最大規模の組織です。これまでに世界銀行財務局では、63億ドル相当以上
のグリーンボンドの発行を手がけています。IBRDはこれまで、17の通貨建て、66銘柄の世
界銀行グリーンボンドを発行し、17の加盟国で50件
のプロジェクトを支えています。世界銀行のグリー
ンボンドにより調達された資金は、再生可能エネル
ギー設備、エネルギー効率化、廃棄物管理や農業の新
技術導入などのプロジェクトに充てられ、温室効果
ガス排出削減や低炭素型経済への移行にも役立って
います。更に、森林・流域管理、異常気象に伴う洪水
被害の防止、気候変動に対する備えの強化を目的と
したインフラ整備にも充てられています。

2014年度は、4件の大型グリーンボンドが発行されました。額面10億ドル超の米ドル
建て債が2件、初のユーロ建て債（5億5,000万ユーロ）、そして額面3億豪州ドルの「カンガ
ルー」グリーンボンドです。グリーンボンドが豪州の国内債券市場で発行されるのは史上
初めてで、他のグリーンボンド発行体の先がけとなっています。

自然保護、豊かな自然資本の開発  
森林、湿地帯、海などの自然資本は、世界の貧困層の4分の3が住む農村部に集中していま

す。農村や沿岸に住み、そうした自然資本に生計を依存している貧困層のために世界銀行
は、農業所得を補い多様な所得をもたらす社会的セーフティネットを支援しています。例
えば、ホンジュラスの森林・農村生産性プロジェクトは、複数のコミュニティで生物多様
性の保全と持続可能な管理を支援し、所得を300％以上拡大した他、直接的に3,000人分、間
接的に5,400人分の雇用を創出しました。
世界銀行は、貧困層などに長期的で持続可能なリターンを確保するため、自然資本のス

トックにも投資しています。2014年度、世界銀行は、森林保護区の新設・拡大、湿地帯保護
の強化、漁業管理の改善などを目的とした新規の森林プロジェクトや生物多様性プロジェ
クトに対し、1億3,000万ドル以上の支援を承認しました。環境や天然資源に関する犯罪対
策での途上国支援も、世界銀行の重点分野です。例えば、2014年度にはラオス人民民主共
和国で、保護区の管理強化及び野生生物取引の取り締まりのためのプロジェクトを開始し
ました。
政策レベルでは、生態系サービスの経済的価値評価に関して世界銀行が主導するグロー

バル・パートナーシップにより、アフリカ、中南米、
東アジアの国々が自然資産及び生態系サービスを開
発計画や国民経済計算に取り入れられるよう支援し
ています。2014年度にはグアテマラ、インドネシア、
ルワンダがこのパートナーシップに加わりました。
ボツワナでは水資源をこうした計算に取り入れるこ

バングラデシュでは、
2002年以降290万世帯に
オフ・グリッド太陽発電に
よる電力が提供され、
電力アクセスが9％上昇。

2004年～ 2013年、
410万ヘクタールの土地を
灌漑、排水設備を建設・整備。
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とが乏しい水資源の管理改善に役立ち、グアテマラでは森林資源を計算に組み入れる事で
不法伐採や山林開拓がどの位行われているかが明確になり、新たな森林保護政策や代替エ
ネルギー政策へとつながりました（worldbank.org/environment参照）。

適切な都市化
途上国では急速な都市化が進んでおり、2030年には都市居住者が2000年の2倍の40億

人に達すると予想されています。世界銀行の都市戦略は、都市化レビュー・プログラムか
ら得られた教訓を踏まえた政策枠組みを土台とし、強靭で包摂的かつ持続可能な成長へと
つながるよう、急速な都市化に対する適切な管理を目的としています。世界銀行が都市化
で取り組むアジェンダは2大目標の達成に沿っており、気候変動に伴うリスクへの対処と都
市貧困層向けサービスの向上に重点を置いています。

2014年度に開始された世界銀行の都市化プロジェクトは以下の通りです。
• 「低炭素型で住みやすい都市」：急成長を遂げる都
市が低炭素型開発を実現できるよう支援するプロ
グラムで、計画策定のための診断・手法、新たな資
金調達手段に焦点が置かれています。2014年度、都
市の財政状態と資本アクセスを改善して行政サー
ビスの向上及び気候変動に対応した投資を可能にす

 る支援の第一歩として、ケニヤのナイロビと韓国のソウルでそれぞれ、アフリカとアジ
アの都市を対象に「都市信用力アカデミー」のワークショップが実施されました。  

• 「強靭な都市」：国連人間居住計画、ロックフェラー財団、世界大都市気候先導グループ
（C40）などと協力し、自然災害や気候のリスク、景気後退や流行病をはじめとするシステ
ミック・ショックのような広範な問題について、都市を支援するプログラムです。

• 「競争力のある都市」：都市競争力を促す要因の分析、投資を惹き付け、雇用を創出し、成
長を促進するための政策決定の土台となる根拠、政策実施上の支援を、都市や大都市圏
のリーダーに提供する、セクターの枠を超えたイニシアティブです。

• 「包摂的都市」：弱者に配慮した都市の実現を検討する世界銀行の研究に焦点を当て、対
象をインフラから、土地、公共輸送、雇用、万人のための機会へのアクセス向上にまで拡
大したプログラムです。

2011年～2013年、
改善された衛生設備への
アクセスを680万人に提供。

IDA第17次増資

2014年度、国際開発協会（IDA）の第17次増資（IDA17）は、過去最高の346億SDR（521億ドル相
当）で合意されました。IDA17の全体テーマは「開発効果の最大化」ですが、このテーマは、世
界の最貧国に成果を届けるために民間資金、公的資金、知識を動員するというIDAの役割を強

調しています。また、具体的な成果とコストの効率化により一層の努力を払う事で、「金額以上の価値（Value 
for Money）」をもたらすという意図も内包しています。

IDA17においては、各国の事情に応じて支援が実施されますが、特別テーマとして、IDA16の特別テーマ
でもあったジェンダーの平等、脆弱・紛争国（FCS）支援、気候変動の影響に対する途上国支援（追加的なIDA
借入国25カ国に気候変動対応支援を提供する合意済み政策措置を含む）の3分野が引き継がれました。更に
IDA17では、世界銀行グループの目標達成において要となる包摂的な成長が加わりました。世界銀行グルー
プ戦略に支えられたIDA17の政策パッケージには、一連の政策コミットメント及び4つの層（Tier）で構成さ
れるIDAの成果測定システムの指標が含まれています。

IDA借入国のニーズの多様化に対応するため、パフォーマンスに基づくという原則を維持しつつ、脆弱・
紛争国や小国が直面する課題にも効果的に対応できるよう、IDA17の資金配分枠組みの見直しが行われまし
た。また、IDA16の期間中にIDAを卒業したインドについては、IDA17でも支援を継続させる経過措置が導
入されます。

IDA17の支援を受けたプロジェクトで期待される成果は、1,500万～ 2,000万人と推定される人々を対象
とした電力アクセス、2億人の子供の命を守るワクチン、100万人以上の女性に対するマイクロファイナン
ス融資、6,500万人のための基本的保健医療サービスの提供などです。また、約3,200万人が清潔な水へのア
クセスを得られる他、560万人が改善された衛生設備の恩恵を享受できるようになります。IDA17の対象期
間は、2014年7月1日から2017年6月30日までです。

http://www.worldbank.org/en/topic/environment


世界銀行によるもう一つの革新的なイニシアティ
ブが、メトロラボ（大都市戦略計画に関するグローバ
ルラボ）です。これにより、各都市が都市開発を進め
ていく中で得た教訓を相互に学ぶ事を可能にします。
2014年度、メトロラボはソウル市と共同でソウル市
内にて開催され、15カ国18都市から、市長、都市計画策定者、技術専門家など100人以上が
参加しました（worldbank.org/urbandevelopment参照）。

自然災害や気候に対する強靭性の強化
この10年間で世界銀行は、各国の災害リスクへの備えや管理を支援し、防災において中

心的役割を果たすようになりました。リスク評価、リスクの軽減、事前準備、財政保護、強
靭な復旧・復興のための技術協力や資金支援を通じ、自然災害や気候変動を要因とする途
上国の脆弱性低減を図っています。
コベネフィット（気候変動対策と開発の双方に資する取組み）も含めた世界銀行の防災

プロジェクトは、過去4年間に毎年約20％ずつ増加し、2014年度は約53億ドルに上りまし
た。また、今年度の国別援助戦略の内80％が災害・気候変動リスクの分析を含めており、包
括的で横断的な防災アプローチを促進しています。
防災グローバル・ファシリティ（GFDRR）は、防災への取組みを進める世界銀行が運

営するメカニズムです。21カ国が参加し、パートナー数は現在も拡大しつつあります。
GFDRRは、各国政府、コミュニティ、世界各地の300を超えるパートナーと協力し、防災が
各国の開発戦略やそのプロセスにおいて主流化されるよう支援しています。日本政府が支
援する「日本－世界銀行防災共同プログラム」の下、世界銀行とGFDRRは2014年2月に東京
防災ハブを開設しました。東京防災ハブは、日本のノウハウや専門知識を、災害に脆弱な国
や世界銀行の防災プロジェクトに活用する事を目指します。

2010年以降、世界銀行が支援する国・地域の地理空間データ共有プラットフォームによ
り、24カ国で4,000万人以上がリスク情報の手が容易になりました。2013年11月の台風30
号（ハイエン）の後、世界銀行とGFDRRは、衛星画像と地理空間情報を駆使した迅速な被害
評価を用いてフィリピンを支援しました。また、長期的な資金提供・復興戦略でもフィリ
ピン政府を支援しています。
世界銀行は、災害リスク繰延引出オプション、カリブ海諸国災害リスク保険ファシリティ

の中米への適用拡大、太平洋自然災害リスク保険パイロットへの新たな大洋州新嶼国の参
加など、革新的な融資メカニズムを通じて、災害を原因とする外的ショックから途上国の
財政の持続性を保護するために支援を行っています。2014年1月、サイクロン被害を受けた

ブラジル　Mariama Ceratti/世界銀行

2011年～2013年、社会的
セーフティネット・プログ
ラムの対象者は3,740万人。
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トンガに対し、災害復旧のためにこのファシリティから初の保険金130万ドルが給付され
ました。東ヨーロッパ南部や南アジア地域でも、同様のイニシアティブが進められていま
す（worldbank.org/disasterriskmanagement参照）。

財政リスクの管理、様々な外部性ショックに対する備えの強化
世界銀行は、加盟国が努力して獲得した開発成果を後戻りさせないため、市場の変動や自然

災害に伴う財政面への影響を緩和するリスク管理を促進しています。2014年度、IBRDは、モ
ロッコ、南アフリカ、チュニジア、トルコ、ウルグアイの地方自治体や国有企業などに対して、
通貨、金利、防災などのリスクをヘッジする金融取引を実行。その総額は43億ドル以上に達し
ました。

2013年12月、世界銀行はウルグアイの国有電力会社（UTE）との間で、4億5,000万ドルの画
期的な天候・原油価格保険取引を実行しました。UTEは、電力需要への対応に当たり80％以上
を水力発電に依存しています。そのため、水不足が発生すると原油やその他のエネルギー源を
購入しなければならず、発電コストの高騰というリスクに直面します。同保険取引は、市場に
おける過去最大の天候デリバティブであり、干ばつや原油価格高騰によるUTEの損失を18カ月
間にわたって補償します。同保険に加え、準備資金、ならびに代替エネルギー源やブラジルと
の電力系統の相互接続に向けた長期投資も含めて、包括的なリスク管理プログラムが策定され
ています（treasury.worldbank.org参照）。

雇用、民間セクター、金融アクセスの促進   
2大目標達成のための最重要課題の1つは、途上国で数百万人分の雇用創出を促進する事

です。全世界で就業年齢にある2億人以上が仕事に就けず、更に約15億人が不安定な雇用状
態にあります。現在の人口動態上の傾向が続けば、雇
用率を維持するだけでも2027年までに6億人の新規
雇用が必要となります。そうした新規雇用の約90％
は、世界の雇用増加の重要な推進力である民間セク
ターに求められています。
世界銀行は加盟国と共に雇用サービス、職業訓

練、競争力強化や起業への支援、融資へのアクセス
拡大などを効果的に組み合わせ、雇用機会改善を

図っています。2014年度の世界銀行による労働分野への融資は総額2億1,800万ドルに上
りました。2011年度～ 2013年度までに、世界銀行の新労働市場プログラムを通じ150万人
の労働者が恩恵を受けました。その内、半数は女性でした（worldbank.org/en/topic/
jobsandpoverty参照）。
正規の銀行との取引ができない、銀行口座を持っていないなど、金融サービスから取り

残されている成人の数は25億人に上ると推定されます。そしてその80％近くは1日2ドル未
満で暮らしており、貧困削減に関する目標達成の足かせとなっています。世界銀行では、自
ら改革を進めている途上国との協調的な努力や、金融サービスの費用やリスクを軽減する
技術やデータの活用を通じて、2020年までに全ての成人に金融アクセスを提供するとい
うビジョンを掲げています。
世界銀行は4月、金融包摂支援枠組みを立ち上げ、途上国が国民に金融サービスへのアク

セスを提供するための取組みを支援しています。これまでに、G20金融包摂に関するピア・
ラーニング・プログラムや金融包摂同盟を通じて、50カ国以上が金融包摂の拡大を約束し
ています。また、銀行口座を開設できない、或いは金融サービスが行き届いていない人々へ
の対応コストやリスクの軽減に向けて、途上国政府による改革を支援すると共に、消費者
の経済的保護や意識向上を通じて新たな金融商品を利用できるような取組みも支援してい
ます（worldbank.org/fpd参照）。

人間開発への投資
世界銀行は、2つの目標を達成するために、人間開発分野への投資拡大を掲げています。

目標の達成には、貧困ラインに近い、或いは貧困ライン以下で生活を送っている10億人以

2009年～ 2012年、
インドネシアでのコミュニティ
主導型プログラムの結果、
4,500万人の貧困層の家計 
支出が平均11％上昇。

http://www.worldbank.org/en/topic/disasterriskmanagement
http://treasury.worldbank.org
http://www.worldbank.org/fpd
http://www.worldbank.org/en/topic/jobsandpoverty


上に対し、途上国政府が必要な教育・保健サービス、及び雇用と社会的保護を提供する事
が不可欠です。世界銀行は途上国の教育分野への最大の外部支援機関であり、71カ国にお
けるプロジェクトの総額は111億ドルに上ります。教育分野に対する2014年度の新規支援
総額は36億ドルで、2013年度の29億ドルから大幅に増加しました。背景には、基礎教育に
対する支援の拡大があります。一例を挙げると、世界銀行はインドにおける小学生2億人の 
成績向上のために10億ドル以上のIDAによる支援を約束しています。このプロジェクトに
より、教師の質が向上し、不利な境遇にある子供たちが初等教育を受ける機会が拡大する
と期待されています。
「万人のための学習」の推進が、教育分野に対する
世界銀行の最重要課題です。世界銀行の教育戦略は、
効果的な幼児教育計画により子供たちが適切なス
タートを切る事を目指しています。その上で、労働者
の他国への自由な移動や、求職者と採用側のニーズ
の橋渡しに重点を置くよう途上国に対し奨励してい
ます。あらゆるレベルの児童生徒が質の高い教育を受け、21世紀の困難に立ち向かってい
く備えを作る事が重要です。また世界銀行は、それぞれの国がSABER（Systems Approach 
for Better Education Results：教育のベンチマークに係る取組み）イニシアティブを活用
し、国際的なデータの比較から教育システムを分析する活動も支援しています。タンザニ
アの例では、SABERの教員データが、タンザニア政府の「今こそ大きな成果を（Big Results 
Now）」政策の下で、大規模な教育改革の策定に役立っています。（worldbank.org/
education参照）。

2015年のミレニアム開発目標（MDGs）の期限が迫る中、世界銀行は2014年度も、途上国
が期限までに保健に関するMDGsを達成できるよう取組みを加速しました。2013年9月に
は、女性と子供の健康改善に向けて、2015年までに7億ドルを投資すると表明しました。こ
れにより、リプロダクティブ･ヘルス（性と生殖に関する健康）と母子保健で成果を上げて
いるプロジェクトを拡大できる他、マラリア、結核、その他の疾患の予防活動も行われます。
母子栄養プログラムに対する2013年度～ 2014年度の世界銀行の直接融資は6億ドルで、
2011年度～ 2012年度の2億3,000万ドルから3倍近くに伸びています。更に、農業等の分野
を通じてセクターの枠を超えた栄養改善のためのア
プローチも進められています。
保健分野でのこうした成果を達成するための最も

公平かつ持続可能な方法が、ユニバーサル・ヘルス・
カバレッジ（UHC）を通じた取組みです。世界銀行は、
全ての人々が質が高く経済的に負担可能な保健医療
サービスを、必要な時に支払い可能な費用で受けられる状態を保健分野の目標に掲げてい
ます。MDGsに対する世界銀行のコミットメントを反映して特に重点対象となったのが、家
族計画の徹底及びリプロダクティブ･ヘルス（性と生殖に関する健康）へのアクセス拡充、
HIV/エイズやその他の感染症の拡大予防、乳幼児の栄養改善のための支援拡大の3分野です
（worldbank.org/health参照）。
持続可能で割安な社会的セーフティネットの構築も、極度の貧困を撲滅し繁栄の共有を

促進するための一連の取組みに不可欠な要素です。2014年度、世界銀行は社会的保護・労
働プログラムに18億ドル以上を投資し、72カ国において134件のプロジェクトを対象に総
額99億ドルのポートフォリオを管理しています。現金給付は、特に紛争後や脆弱な社会に
おけるセーフティネットの手段として重要性が高まっています。

2012年～ 2022年を対象とした社会的保護・労働戦略は、各国が、細分化されたプログ
ラムから脱却して経済的に負担の少ない社会保護制度を構築する事に主眼が置かれていま
す。具体的には、人的資本に投資する事により各個人が、雇用機会アクセスを高め、リスク
を管理し、強靭性の向上を目指す事が可能となります。社会的セーフティネットは、社会で
最も貧しい人々や弱い立場にある人々に資源を行き渡らせる事で、直接的な効果が得られ
ます。世界銀行が支援するセーフティネット・プログラムには、家族を種々の外的ショッ
クから保護するもの、子供が良好な栄養状態で健全に成長し、学校で勉強し続けるための

2009年～ 2012年、
南スーダンで予防接種を
受けた子供は14万4,974人。

2011年～ 2013年、
世界で100万人の教員の採用・
研修が行われました。
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支援、女性へのエンパワメント、雇用の創出などが含まれます。また、セーフティネット
の手段としては、現金給付、労働集約的な公共事業、学校給食プログラムなどがあります
（worldbank.org/sp参照）。

包摂的成長とグッド･ガバナンス を通じた貧困削減
世界銀行は、途上国が包摂的成長を達成するための政策策定や説明責任ある組織・制度

づくりを支援しています。ジェンダーの平等は、官民による政策や措置によって促進する
事が可能です。世界銀行では、借入国における活動にジェンダーの平等を優先課題として
位置づけています。例えば、2014年度に議論された国別援助戦略にはいずれもジェンダー
の視点が取り入れられており、いずれもジェンダーが支援戦略の中に組み込まれている事
が分かります。
世界銀行の融資にも、ジェンダーの視点がこれまで以上に加味されるようになっており、

例えばある特定のジェンダー格差の問題のフォローアップ措置が融資プロジェクトに含
められるケースが増えています。こうした傾向は、あらゆる借入国やセクターに共通して
見られます。ジェンダーの視点を取り入れた世界銀行融資の割合は2010年度の54％から
2014年度には95％まで増加しており、2014年度の支援額は380億ドル近くに上りました。

脆弱・紛争国でも2014年度のプロジェクトの内93％
でジェンダーの視点が取り入れられており、2010年
度の62％から増えています。同様に、アフリカでは
2014年度、紛争国のプロジェクト54件中、90％以上
に当たる49件にジェンダーの視点が取り入れられま
した。 
世界銀行が2014年度に発表した2つの報告書は、

ジェンダーの問題について詳しく取り上げています。「発言力と行動力：繁栄の共有を目指
した女性・女児のエンパワーメント（Voice and Agency: Empowering Women and Girls 
for Shared Prosperity）」では、世界的に蔓延するジェンダーに基づく暴力や、女性の財産所
有、就労、生活上の決定権を認めない偏見的な法規や規範など、世界各地で女性の前に立ち
はだかる制約について分析しています。「職場でのジェンダー：「世界開発報告2013：仕事」
の派生報告書（A Gender at Work: A Companion to the World Development Report on 
Jobs）」は、世界中の女性が今なお直面している職場での根強い不平等について取り上げて
います。

2013年末、世界銀行はジェンダーの平等に関する2つの新たなオープン技術プラットフォー
ムを立ち上げました。1つは、世界銀行及びパートナーのプロジェクトから得られたインパクト
評価と主な所見を掲載したデータベース「enGender Impact」、もう1つは、ジェンダーに関す

2000 ～ 2013年、630万人
がマイクロクレジットを
受けられるようになりました。
内58％が女性です。

バングラデシュ　Scott Wallace/世界銀行
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る膨大なデータから、例えば全国的な労働統計など、基
準にのっとった報告書を素早く作成できるソフトウェ
ア「ADePT Gender」です（worldbank.org/gender 
参照）。
社会的包摂の機会は、公共セクターのグッド・ガ

バナンスによって支えられるものですが、世界銀行
には、健全なガバナンスと効果的な組織・制度構築
の分野で各国を支援してきた長い歴史があります。この優先課題を国レベルで実践するた
め、例えばホンジュラスでは、2010年から中央政府歳出の100％を国庫統一口座に集約さ
せ、内部監査組織が中央政府全体の監査を実施するようになりました。ベトナムでは、財務
情報管理システムを全国規模で運営し、中央政府、63の省、700の地区全てで予算執行、会
計、財政報告に活用されています。また、イエメン共和国では、政府予算の策定に公的な財
政統計が用いられる他、議会への提出時には政府ウェブサイト上でも公開されます。  

農業所得の向上と食糧安全保障の強化
貧困層の78％は農村部で暮らしており、そのほとんどが、農業に依存して生計を立てて

います。そのため、貧困削減には農業への投資が欠かせません。2050年には世界の人口が
90億人に達すると予測され、全世界で食糧を約50％増産する必要があります。途上国が食
糧及び栄養のニーズを満たし、小作農家が所得を増やす事ができるよう世界銀行グループ
では、農業とその関連分野への支援を、2010年～ 2012年の年平均70億ドルから2013年～ 
2015年は年間80億～ 100億ドルに引き上げます。
世界銀行が最も重点を置いているのは、小作農家の農業生産性の改善と外的ショックへ

の強靭性の向上、そして市場との結びつきの強化です。更に、気候変動への適応、民間セク
ター支援、長期的リスク管理、ジェンダーの主流化、栄養分の充実、風景学の観点などが挙
げられます。世界銀行は、直接的な支援に加え、こうした分野でのグローバルなパートナー
シップへの参加や運営にも携わっています。
食糧価格の高騰と変動への懸念を受けて、世界銀行は2008年5月に世界食糧価格危機対応

IBRDとIDA：世界銀行の人材

世界銀行では、職員1万2,335人が134カ国で勤務しており、その国籍は172カ国に及びます。世界銀行
で勤務する職員は、あらゆる意味でグローバルです。こうした職員の持つ豊かな背景や経験は、世界
銀行が、援助受入国に質の高い成果物やサービスを提供する上で重要な役割を果たしています。

世界銀行の活動は世界各地に展開しており、現在、全職員の40％が、本部のある米国以外の国で勤務して
います。また、現地での人材採用に努めており、現地事務所で働く職員の85％が現地採用です。こうした職
員のスキルは、世界銀行が援助受入国をより深く理解し、各国のパートナーと緊密に協力しながら、迅速に
サービスを提供する上で役立っています。
職員の多様性という点では、途上国出身の職員が全職員の61％、管理職の41％を占めています。女性の比

率は全職員の51％、管理職の38％です。サブサハラ・アフリカ及びカリブ海地域の国籍を有する職員は、全
職員の15％、管理職の12％です。
世界銀行の人事総局は、人材の適材適所な配置とタイミングのよい採用のために努力しています。この目

的を果たすため、人事戦略では次の4点が重視されています。

•  パフォーマンスと説明責任を尊重する文化の構築
•  活力を育むリーダーの育成
•  多様かつ包摂的な人材の形成
•  職員のキャリア･アップ支援

キャリア・アップ支援として2014年度、報酬のみならず部署異動や勤務評価の面でも大きな前進があり
ました。いずれも世界銀行職員としての雇用が生み出す価値の向上を目指したものです。 
援助受入国に対するサービスの提供と迅速な対応をより一層高めるため、世界銀行は機構改革を進めていま

す。その一環として、人事部門は当初の組織構造から新たなグローバル・プラクティスへの転換に当たり中心的
な役割を担いました。今後は世界銀行グループ戦略に沿った職員の専門性の配置が優先課題になります。

ドミニカ共和国では、 
公共事業の調達の 
公開件数が、2012年の 
1,000件から2013年には 
5万7,000件に増えました。 

世界銀行：機会、成長、繁栄の促進に向けて           23

http://www.worldbank.org/en/topic/gender


24          世界銀行 年次報告 2014

プログラムを設置しました。同プログラムは、49カ
国で7,000万人近い人々に16億ドルの緊急支援を提供
しています。
世界銀行はまた、国家主導の長期的な農業・食糧の

安全保障計画を支援し、特に小作農家への投資を促進
する世界的パートナーシップ「世界農業食糧安全保障

プログラム」の取りまとめを行っています。現在、9カ国がビル&メリンダ・ゲイツ財団と共
に3年間で約14億ドルの出資をプレッジしており、25カ国に総額9億1,200万ドルの贈与を提
供しています（worldbank.org/agriculture参照）。

脆弱・紛争国への支援
脆弱性・紛争・暴力への取組みをより効果的に進める事は、世界銀行の使命の根幹であり、

2つの目標の達成に不可欠なコミットメントでもあります。現状のペースでは、2030年の
脆弱・紛争国（FCS）における極度の貧困の平均割合は、現在の約40％からは低下するもの
の依然30%程度に留まると推定されます。
こうした認識に基づき、IDA17次増資交渉に臨んだ副官たちは、FCSにおける開発アジェ

ンダの中心的な問題に取り組む融資・政策パッケージを支持しました。この融資パッケー
ジには、FCSへの融資拡大を可能にするIDA資金配分フレームワークの修正が含まれてい
ます。また、借入国のパフォーマンス次第では、IDA支援の中のFCS支援の割合が50％上昇
する可能性もあります。更に、生計とジェンダーの問題に特に焦点を当てながら、FCSにお
ける有効性と「金額以上の価値（Value for Money）」をもたらすというIDAの強い意図も内
包されています。

2014年度、ケニア（ナイロビ）及びワシントンDCに設置されている「紛争・安全保障・
開発センター」は、8件の国別援助戦略及び11件の脆弱性評価に貢献しました。同センター

は、FCSの国別戦略53件に関するベンチマーク評価
を発表し、困難な環境における戦略策定の教訓を導
き出しています。
信託基金からの資金は、レバノンやヨルダンなど、

シリア難民危機の影響を受けつつ他に資金源を持た
ない国にとって、貴重かつ戦略的な支援となってい
ます。信託基金による支援はまた、脆弱･紛争国とい
う困難な状況下で実施される開発アプローチの最先

端知識の構築、国連との連携促進、IDAをはじめとする資金源を通じた大規模な支援へと
つながり得る試験的な活動の実施に役立っています。

2014年度、「注目すべき」多くの分野に特に重点が置かれました。年次総会の際、FCSにおけ
る資源採掘産業に関するハイレベル・セミナーが開催され、豊かな資源が紛争のためにではな
く、市民にとってどれほど持続的な富の源になり得るかが検証されました。ジェンダー及び雇
用創出もFCSにおける重要な問題です。特に困難な環境における民間セクター支援の一例とし
ては、世界銀行グループが英国政府及びデンマーク政府と連携している1,000万ドルのソマリ
ランド・ビジネス・ファンドがあります（worldbank.org/fcs参照）。

ソリューションのための知識支援
途上国に関する信頼性の高いデータや、開発ソリューションについての知識を提供する

事は、世界銀行の大きな付加価値の1つです。世界中で国やコミュニティがそれぞれの問題
をどのように解決してきたか、またそうしたソリューションを全く異なる状況でどのよう
に応用できるかに関して、これほど広範にわたり質の高い情報を有する開発機関は、世界
銀行を置いて他にありません。 
世界銀行は他の国際機関と共同で世界貧困統計委員会を設置し、貧困と所得に関する正

確なデータを構築すると共に、2大目標に向けた進捗状況を確認しています。本活動で重
要となるのが、各国における所得の下位40％の人々を分析した統計結果の活用です。これ
により、世界銀行が各国と協力して繁栄を共有するために、どのような支援策や政策が最

2004年以降、全世界で 
260万人の農民が新たな 
技術を導入しています。 

ヨルダン川西岸・ガザ地区
の小学校の児童数は、 
2007年の34万5,250人から
2012年の62万3,380人に 
増加しました。

http://www.worldbank.org/en/topic/agriculture
http://www.worldbank.org/en/topic/fragilityconflictviolence


も効果的かを見極める際に役立ちます。
世界銀行の「オープン・データ」イニシアティブは2014年度に拡充し、例えばデータバン

クの多言語版、企業調査・国際債務統計など、多数のデータが公開・更新されました。また、
世界開発指標の多くが完全にオンライン化されました（data.worldbank.org参照）。

20カ国財務大臣・中央銀行総裁会議（G20）からの要請を受け、世界銀行と経済協力開発
機構（OECD）は、G20の構造改革推進のコミットメントに関する評価のための技術協力を
実施しました。G20サミットでのコミットメントの実施については、共同報告書に進捗状
況をまとめています。
世界銀行は、援助受入国に自国のデータを国内のステークホルダー向けに公開するよう

促しています。2014年度には、財政の透明性と情報公開を向上する取組みの一環として、
「オープン予算ポータル」が開設されました。同ポータルでは、14の国及び州政府が公共支
出の全データを公開し、容易にアクセスできる形式で掲載しています。同ポータルで使用
されているデータセットでは、世界銀行自身が全行を上げて取り組んでいる予算データ公
開・利用改善のプログラム、BOOSTイニシアティブが活用されています。
知識を学習につなげる事もまた、重点課題の一つです。世界銀行はこれまでに140以上の

Eラーニング・コースを提供している他、大規模公開オンライン講座（MOOC）の大手であ
るコーセラと提携して、「世界開発報告」など世界銀行の主要刊行物の一部をオンライン学
習の教材にしています。報告書「温度を下げろ：4°Cの気温上昇を回避しなければならない
理由（“Turn Down the Heat: Why a 4°C Warmer World Must Be Avoided ）」もMOOCの
教材になり、4週間で世界中のユーザー 1万9,000人に提供されました。
世界銀行は開発プログラムにおいて、協調性に配慮しつつリーダーシップを発揮し、援

助受入国が改革実施のペースや質を高められるよう支援をしています。チーム単位のワー
クショップに実地の指導と支援を組み合わせたアプローチを用い、援助受入国が複雑な問
題に対し独自のソリューションに到達できるようにすると同時に、そうしたソリューショ
ンを効果的に実施するための個人や組織の能力を強化しています。2014年度、援助受入国
のリーダーシップ・チーム50以上が研修を受け、変革を進めて成果をもたらすためスキル
を高めました。
世界銀行が2014年度に発表した知識成果物・報告書の中でもとりわけ高い評価を受け

た「世界開発報告」は、リスク管理を改善する事で如何に貧困削減及び経済開発の進展を
図る事ができるかを解説しています。新シリーズ「世界金融開発報告書（Global Financial 
Development Report）」の2冊目も2014年度に刊行され、金融サービスへのアクセス拡大
が貧困の削減及び繁栄の共有を促進する事を、新たに実証しました。
世界銀行は、国レベルでの知識共有促進に役立つ知識のハブを支援しています。例えば

2013年10月、トルコのイスタンブールに世界イスラム金融センターを開設しました。同セ

マリ  Dominic Chavez/世界銀行
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ンターは、イスラム金融の世界的発展に向け知識を普及させるハブとして研究や研修を実
施し、イスラム金融機関や市場の開発に関心を持つ世界銀行の援助受入国に技術協力や助
言サービスを提供します。
同様に、世界銀行は経済成長に有効な南南協力も支援しています。2014年3月に開設され

たレソト貿易ポータルは、2012年に世界銀行の支援を受けて独自の貿易ポータルを開設
したラオス人民民主共和国をモデルに、同国とレソトとの2国間協定を通じて構築されたも
のです。レソト貿易ポータルは輸出入に係わるあらゆる貿易関連法を1カ所にまとめたオ
ンラインソースであり、レソトの貿易環境の透明性を高めています。
また中所得国では、世界銀行資金だけでは全額を賄えない場合、有償助言サービス（RAS）

が多く活用されるようになってきています。RAS協定は、知識アジェンダの重要な手段で、
世界銀行が援助受入側である政府、非政府組織、国際機関などの開発目標達成に役立つ分
析・助言サービスを提供する事を可能にします。2014年度、世界銀行はRASで推定7,900万
ドルの収入を得、40カ国以上を支援しました。 
援助受入国からのフィードバックは、世界銀行のソリューション重視の更なる強化に

より多くのステークホルダーと共に貧困撲滅を目指す

世界銀行は、2つの目標の達成のために行動する中で、幅広いステークホルダーとの連携と協力を深
めています。2014年度、ジム・ヨン・キム総裁は数多くの世界的な活動家や開発分野で活躍する
リーダーへの呼びかけを行いました。2013年9月にはグローバル・シチズン・フェスティバルで、

2030年までに極度の貧困を撲滅するよう訴えました。グローバル貧困プロジェクトによりニューヨークの
セントラル・パークで開催された同イベントには、ミュージシャン、著名な活動家、各界のリーダーらが参加
しました。2013年の年次総会では、パキスタンのスワット渓谷出身の、16歳で教育の重要性を訴えるマララ・
ユサフザイと、キム総裁との対話イベントが開催されました。この日は国連の国際ガールズデーでもあり、
少女の教育及びエンパワメントを世界に向けて強く訴える機会となりました。また、2014年春季会合では、
キム総裁と潘基文国連事務総長がミレニアム世代の活動家らと共に、この世代の内に極度の貧困を撲滅する
ために行動を起こすよう訴えました。 
過去1年間、世界銀行の政策策定やプロジェクトへのシビルソサエティの参加が増え、関係がより強化され

ました。80回以上の政策対話が行われ、環境・社会面でのセーフガード、エネルギー政策、社会参加の促進と
いった様々な分野における世界銀行の取組みについて、シビルソサエティ組織から建設的な意見が提供され
ました。並行して、プロジェクトに従事する世界銀行職員がシビルソサエティとの連携やコミュニケーショ
ンを効果的に行い、研修、調査、必要なツールなどを活用して、プロジェクトの成果を高めました。こうした
新たなイニシアティブや、世界銀行職員への研修の結果、連携強化が促進され、春季会合及び年次総会の会期
中に開催された市民社会政策フォーラムへの参加者数は過去最多となりました。世界銀行は、シビルソサエ
ティ組織との関係を深化・拡大する一方で、宗教指導者、慈善活動コミュニティ、国会議員らとの戦略的な支
援や対話についても拡充を図りました（worldbank.org/civilsociety、worldbank.org/foundations、
worldbank.org/parliamentarians参照）。
世界銀行は、開発成果向上の核となるのは市民の参加であると認識しています。2014年度、世界銀行は市

民参加促進戦略の策定に着手しました。同戦略は、受益者が明確に特定できる世界銀行プロジェクトにおい
て全受益者からフィードバックを受ける事、そして成果重視で状況に応じた市民参加の規模拡大を目指して
います。また、援助受入国に対しても、市民参加のメカニズムを国の政策やプロセスに組み入れるよう奨励
しています。これまでに39カ国が、「社会的説明責任のためのグローバル・パートナーシップ」を通じて、シ
ビルソサエティからモニタリングを受ける事に合意しています。こうしたパートナーシップは、世界銀行が
開始したイニシアティブで、これまでに22件の贈与を提供しています。

2012年以降、世界銀行は、世界中の援助受入国、パートナー、その他のステークホルダーが、世界銀行に対
してどのような認識を抱いているかを体系的に測定・追跡してきました。国別意識調査（COS）プログラム
では、ほぼ全ての援助受入国のステークホルダーを対象に、世界銀行の活動の有効性や妥当性について調査
を実施しています。調査結果は、開発課題の解決や、資源配分に関する決定のために利用される予定です。

COSによる最新のデータによると、2013年度に世界銀行と協力したとするステークホルダーは、協力し
ていないとするステークホルダーと比較して、あらゆる世界銀行の活動に対して肯定的でした。具体的には、
世界銀行の知識活動の質、有効性、妥当性、開示性、対応性といった領域です。また、多くの回答者から、世界
銀行が政府以外のグループへの働きかけを拡大する事や、世界銀行からの融資を受けるための複雑な手続
きを軽減する事により、途上国にとっての世界銀行の価値を更に高める事ができるとの指摘がありました。
COSの調査結果は新設されたウェブサイトに随時掲載され、世界銀行の情報公開政策の一環として過去2年
間のデータが外部に公開されています（countrysurveys.worldbank.org参照）。

http://www.worldbank.org/civilsociety
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永続的な価値の創出：持続可能な世界銀行

持続可能性は、世界銀行グループの2つの目標の基盤とも言える最重要テーマです。貧困の撲滅と繁
栄の共有の促進に向けて持続可能な形で取り組んでいくためには、将来の世代のために地球の資源
を管理し、弱者を取りこぼさない社会を確立し、将来の債務負担を削減する財政的に責任ある政策

を採択していく必要があります。
国際開発金融機関である世界銀行は、援助受入国からは、開発目標の達成を後押しする財政支援や助言

サービスを提供する重要なパートナーであると認識されています。世界銀行の使命はまさに、教育、保健、行
政、インフラ、金融・民間セクター開発、農業、環境・天然資源管理への投資を通じてコミュニティにプラス
の影響を与える事にあります。しかし、世界銀行の真の独自性は、以下の要素を融合させたビジネス・モデ
ルにこそあるのです。 

•  持続可能性の重視
•  オープンな開発とステークホルダー参加の重視
•  職員の多様性と幸福の促進
•  世界銀行内でのフットプリント（環境への負荷の適正な把握）の効率的な管理  

詳細は、世界銀行が毎年発表している「持続可能性報告（Sustainability Review）」に掲載されています。
持続可能性報告は、本年次報告に掲載されている財務・業務データを補足し、世界銀行のビジネス・モデ
ルがどのように機能するか、世界銀行の理事会、職員、借入国がそれぞれどのような説明責任を負っている
か、世界銀行のプロジェクトがどのように価値を創造しているか、組織自らのエコロジカル・フットプリン
トをどのように管理しているかを要約しています。2014年度の持続可能性報告では、グローバル・リポー
ティング・イニシアティブ（GRI）でのG4持続可能性報告ガイドラインで提供された標準的な枠組みを用い
ています。同ガイドラインの下、世界銀行は、ステークホルダーの見解や世界に与える影響を考慮して、重
要（Materiarity）となる分野を特定してその特定項目について掘り下げて報告するよう求められています
（crinfo.worldbank.org参照）。

とって重要な意味を持ちます。2012年には、政府や個人を対象に、世界銀行から提供され
て活用した知識サービスについて体系的な調査を開始しました。毎年行われる「援助受入
国によるフィードバックプログラム（Annual Client Feedback Exercise）」は、世界銀行の
知識・助言サービスの質、成果、影響を評価するアプローチの中核であり、世界銀行が援助
受入国のフィードバックを確実に把握できるよう、ポートフォリオのモニタリングに常に
組み込まれています。

説明責任の確保
開発を進める上で最大限の説明責任を確実に果たすため世界銀行は、特に脆弱な状況や

リスクの高いセクターにおいて、世界銀行が支援する活動に係わる不正を抑止し、不正リ
スクを防止する取組みを進めています。2014年6月30日現在、世界銀行が制裁措置をとっ
た取引企業は101に上ります（関連企業、及び条件付きで取引停止措置免除の企業を含む）。
ただし、一定期間にわたって取引資格が停止された企業が、コンプライアンス・プログラ
ムの実施を約束する事で制裁措置を緩和される場合もあります。世界銀行は、36の企業に
ついて、取引停止期間を終了する前に、規範遵守ガイドラインに沿っているかどうかを確
認しています。
取引資格停止協定により、ある開発金融機関で取引資格が停止された業者は、他の開発

金融機関でも同様に制裁の対象となる事が合意されています。現在、協定締結機関の間で
の取引資格停止処分の件数は121件です（worldbank.org/integrity参照）。
世界銀行は内部でも、業務に関する独立した評価を通じて、援助対象国や出資国に対す

る説明責任を果たしています。理事会直属の独立評価グループ（IEG）は2014年度、世界銀
行の主要な業務の評価を実施しました。これにより、成果に対する説明責任が強化されよ
り有益な教訓が得られました。 

IEGの評価によると、全体的なポートフォリオ・パフォーマンスは投資プロジェクトの評
価が高くなかったために低迷していますが、これとは対照的に、脆弱・紛争国における開
発政策プロジェクトの成果評価やプロジェクト・パフォーマンスは向上しています。IEG
はまた、投融資のマイナス傾向を反転させるために幹部が実施してきた対策を評価する一
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方、国の能力やモニタリング、評価の枠組みの弱さに比べて戦略が大規模すぎる事などが
要因となり、国別プログラムの目的が期待どおりに達成できなくなっているとも指摘して
います。また、世界銀行グループ戦略の実施についてのアドバイスとしては、援助受入国重
視と各国のオーナーシップ、質の高い支援手法、情報に基づくリスク管理、十分な資金供与
の4つの領域に注目すべきであるとしています。
その他にも、数件の評価が実施され機構改革に貢献しました。報告書「世界銀行プロジェ

クトにおける教訓と成果（Learning and Results in World Bank Operations）」は、世界銀
行が融資プロジェクトから如何に多くの教訓・知識を会得、アクセス、活用しているかを
分析しています。更に、世界銀行の調達システム及びその実施に関する評価は、継続的な自
己評価に反映されると共に今後の方向性を示しています（ieg.worldbank.org参照）。
世界銀行は、情報公開政策を通じて、世界でも有数の高い透明性を兼ね備えた組織となっ

ています。2010年から実施されている現在の情報公開政策は、情報提供の要請が拒否され
た場合に2段階の不服申し立ての権利を認めています。透明性、説明責任、成果の実現に向け
たコミットメントに基づき世界銀行は、現場のステークホルダーと協力して政策の適用範囲
と効果を最大限にするための努力を続けています（worldbank.org/wbaccess参照）。
更に、環境・社会資源の継続的な管理に力を注ぐ事で、外的な影響についても説明責任

を果たしています。その一環として、世界銀行は、全世界にある世界銀行施設、主要な会議、
飛行機による移動に伴って発生する温室効果ガスの測定、削減、オフセット、報告を行って
います。
主要な会議及び飛行機による移動を含めた全世界にある世界銀行の施設から

の2013年度の総排出量は、二酸化炭素換算で約18万5,000トンでした（入手可能
な最新データ）。世界銀行では、世界銀行の所有・管理する事務所からの温室効
果ガス排出量を2017年までに2010年の水準から10％削減するという目標を掲げています。
二酸化炭素の排出量と吸収量のバランス（カーボン・ニュートラル）維持のため、世界銀行
は、削減できない排出量のオフセットとして、施設や移動については認証排出削減量クレ
ジット、電力消費についてはグリーン電力証書を購入しています。2014年度、世界銀行は、
ブラジル、中国、ネパールにおけるクリーン開発メカニズム・プロジェクトから認証排出
削減量クレジットを購入し、カーボン・ニュートラルを維持しました。

貧困を終わらせるための市民の行動
貧困の撲滅と繁栄の共有の促進という目標を達成し、将来の世代がより繁栄を共有する

事は、実現可能な目的です。既に世界中で市民の手によりコミュニティでの変革が推進さ
れ、それぞれの国が直面する課題に対処する革新的なアイデアが構築されつつあります。
世界銀行グループを構成する各機関は、それぞれの金融手段、データ、知識、ソリューショ
ンを駆使してイノベーションに光を当て、そうした行動を触媒として貧困撲滅に向けた取
組みを進めています。貧困撲滅には世界的な動きが必要であり、世界中のステークホルダー
と協力してこそ初めて、世界銀行は2つの目標を実現する事ができるのです。

http://ieg.worldbank.org
http://www.worldbank.org/wbaccess


表6

融資実行額、2014年度 
  IBRD   IDA  
地域 （単位:100万ドル） 割合（%） （単位:100万ドル） 割合（%）

アフリカ地域 334 2% 6,604 49%

東アジア・大洋州地域 3,397 18% 1,459 11%

ヨーロッパ・中央アジア地域 6,537 35% 519 4%

ラテンアメリカ・カリブ海地域 5,662 30% 306 2%

中東・北アフリカ地域 1,666 9% 273 2%

南アジア地域 1,165 6% 4,271  32%

合計 18,761 100% 13,432 100%

表5

融資承認額、2014年度
  IBRD   IDA  
地域 （単位:100万ドル） 割合（%） （単位:100万ドル） 割合（%）

アフリカ地域   420   2% 10,193  46%

東アジア・大洋州地域  4,181  22%  2,131  10%

ヨーロッパ・中央アジア地域  4,729  25%   798a   4%

ラテンアメリカ・カリブ海地域  4,609  25%   460   2%

中東・北アフリカ地域  2,588  14%   199   1%

南アジア地域  2,077  12%  8,458a  38%

合計 18,604 100% 22,239 100%
a.  南アジア地域の数値にはヨーロッパ・中央アジア地域とにまたがるプロジェクト1件が含まれており、同プロ
ジェクトの承認額5億2,700万ドルの内17％はヨーロッパ・中央アジア地域に計上された。

世界銀行は現在、130カ国以上にある現地事務所を通じて業務を展開しています。現地事
務所を増やす事により、援助受入国に対する理解を深め、協力や連携を密にし、これまで以
上に迅速にパートナーにサービスを提供する事ができます。現在、国別担当局長・マネー
ジャーの91％、職員の38％が現地事務所で活躍しています。6つの地域における世界銀行
の活動は、各地域の加盟国の多様性を反映し多岐にわたっています。本セクションでは、
2014年度に達成された主な目標、実施されたプロジェクト、見直しが行われた戦略、作成
された刊行物についてご紹介します。また、成果の具体例や、各地域の概要を示すデータも
掲載しています。詳細はworldbank.org/countriesをご覧ください。
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サブサハラ・アフリカ地域は2013年も堅調な成長を続け、GDP成長率は4.7％でした。
南アフリカを除いた成長率は6.0％と、世界のGDP成長率の平均2.4％を大きく上回ってい
ます。アフリカ地域は引き続き、世界有数の急成長地域として2015年～2016年にはGDP成
長率が5％を上回るだろうと予測されています。

1996年に推定58％とされた1日1.25ドル未満で生活する人口の割合は、2010年には
48.5％まで低下しています。このような年1％ずつの減少傾向が続けば、2030年には貧困
率が30％を切るでしょう。

世界銀行の支援
2014年度、世界銀行はアフリカ地域の141件のプロジェクトに対し、過去最高の106億ド

ルの支援を承認しました。その内訳は、IBRDが4億2,000万ドル、IDAが102億ドルでした。
支援額の多かったセクターは、行政・法律・司法（21億ドル）、エネルギー・鉱業（19億ドル）、
運輸（15億ドル）でした。 

農業生産性の向上
世界銀行は、農民と市場の結びつき及びリスクと脆弱性の軽減により、農業の生産性向

上、農村部での雇用の創出、環境面で持続可能な農業を実現するための取組みを支援しま
した。2014年度のサブサハラ・アフリカに対する世界銀行の農業関連支援は11億ドルを
上回り、過去2年間で33％増加しています。主なプロジェクトとしては、エチオピアでのコ
ミュニティ開発や生活支援を通じた牧畜業支援の他、セネガルでの小規模な地域を対象と
したアグリビジネス促進や、中央アフリカ共和国及びマダガスカルでの食糧安全保障及び
緊急ニーズ対応などがあります。
灌漑の果たす役割も重要です。サヘル地域では、灌漑を行えば水稲生産が可能な地域の内

20％しか整備されておらず、収穫高拡大を阻んでいます。2013年10月にダカールで開催された
閣僚会議では、サヘル地域の灌漑整備を進め、2020年までに灌漑面積を現在の2倍の100万ヘ
クタールまで拡大する事が、アフリカ諸国、世界銀行、開発パートナーの間で確認されました。
アフリカ連合委員会は、2014年を「農業・食糧安全保障年」と定めました。農業の重要性

を更に強調するため、世界銀行は、アフリカ諸国による農業主導の開発を通じた経済成長促
進を図る包括的アフリカ農業開発プログラム（CAADP）に対する支援拡大を進めています。

灯りのある暮らしを
アフリカ地域では、電力アクセスのある人口は全体の3分の1にすぎません。安価で、安定

供給される、持続可能なエネルギーへのアクセスを拡大する事が、アフリカのエネルギー・
セクターにおける世界銀行の取組みの一番の目標であり、2014年度の支援額は20億ドル
近くに達しました。エチオピア、ガーナ、ギニア、ケニア、リベリア、セネガル、ウガンダの
各国で、持続可能な電力計画の構築と実施を進める政府の取組みを支援しました。
サブサハラ・アフリカは、発電に利用できる豊かな水資源に恵まれていますが、本来利

用できるはずの水資源の10％しか活用されていません。ブルンジ、ルワンダ、タンザニアに
またがるルスモ滝、ブルンジのジジ川・ムレンブエ川などの水力発電プロジェクトは発電

アフリカ地域
ルワンダ：Amelody Lee/世界銀行



量を増やし、アフリカ地域で数百万人に恩恵をもたらすと見込まれています。
2014年5月、世界銀行はマリ、モーリタニア、セネガルに対して最高2億6,100万ドルの

IDA保証を承認しました。更に、モーリタニアの海洋ガス田で採掘された天然ガスで新た
に300メガワットの発電を行うバンダ天然ガス発電プロジェクト向けに、MIGAによる5億
8,500万ドルの投資保証を承認しました。こうした新たな保証の組み合わせはまた、マリ、
モーリタニア、セネガル間の電力取引を促進し、天然ガス採掘と発電に対する9億5,000万
ドルの民間投資の呼び水となりました。

IBRD、IFC、MIGAは、ナイジェリアのエネルギー事業計画を共同で推進しています。同
計画では、ナイジェリアのエネルギー改革を支援し、発電設備容量を約1,000メガワットに
拡大する事を目指しています。また同時に、アフリカ最大の経済規模を持つナイジェリア
に17億ドル近い民間資金を動員します。

高等教育の推進 
高等教育は、経済成長や開発の促進に重要な役割を果たすものであり、若年人口が急増

しているアフリカ地域では特に重要です。世界銀行はアフリカ地域の高等教育に対する大
規模な融資機関の一つであり、途上国が進める教育分野の取組みを先頭に立って支援する
ために知識を駆使しています。
世界銀行が新たに1億5,000万ドルを融資したアフリカ高等教育COE（Africa Higher-Education 

Centers of Excellence）プロジェクトは、アフリカ西部及び中部にある19の大学の高等教育セ
ンターに資金を提供しています。その地域特有の課題に取り組むために、参加大学の間では、
それぞれの地域に根ざした数学、科学、工学、情報通信技術（ICT）の教育を支援しています。
世界銀行は、ブラジル、中国、インド、韓国といったアフリカの新たなパートナーの開発

も長年にわたり支援してきました。2013年7月、世界銀行は、この4カ国に日本を加え、「応
用科学・工学・技術のスキルのためのパートナーシップ（PASET）」を構築し、アフリカの労
働者の技能面を補うための協力を提案しました。南南間のこの新たな知識パートナーシッ
プの第一段階には、エチオピア、ギニア、リベリア、モザンビーク、ナイジェリア、ルワンダ、
セネガル、スーダン、タンザニアが参加する予定です。 

サヘル地域及び中央アフリカ共和国における強靭性の向上
世界銀行グループは、アフリカの中でも特に深刻な状況にあるサヘル地域で紛争、政情

不安、貧困などの要因に対応するため、サヘル地域の人々の脆弱性を軽減し、強靭性の向上
や、域内統合・協力による経済機会の促進を目指した地域プログラムに15億ドルの融資を
プレッジしました。これによって、クリーン・エネルギーの生産量と取引の拡大、農村部の

2014年6月30日現在、実行中のプロジェクトのポートフォリオ：466億ドル

 

融資承認額（単位:100万ドル） 融資実行額（単位:100万ドル）

2012年度 2013年度 2014年度 2012年度 2013年度 2014年度

IBRD $147 $42 $420 $488 $429 $334

IDA $7,379 $8,203 $10,193 $5,746 $5,799 $6,604

表7　アフリカ地域

2012～ 2014年度のアフリカ地域への融資承認額と融資実行額

世界銀行融資適格国*
アンゴラ
ベナン
ボツワナ
ブルキナファソ
ブルンジ
カーボヴェルデ
カメルーン
中央アフリカ共和国
チャド

コモロ
コンゴ民主共和国
コンゴ共和国
コートジボワール
赤道ギニア
エチオピア
ガボン
ガンビア
ガーナ

ギニア
ギニアビサウ
ケニア
レソト
リベリア
マダガスカル
マラウィ
マリ
モーリタニア

モーリシャス
モザンビーク
ナミビア
ニジェール
ナイジェリア
ルワンダ
サントメ・プリンシペ
セネガル
セーシェル

シエラレオネ
南アフリカ
南スーダン
スワジランド
タンザニア
トーゴ
ウガンダ
ザンビア

*2014年6月30日現在
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図2　アフリカ地域

IBRD・IDAのテーマ別融資、2014年度
総額106億ドルに占める割合

公共セクター ガバナンス 8%

人間開発 11%

法規 < 1% 農村開発16%

社会開発・ジェンダー・
貧困層の参加支援2%

社会的保護・リスク管理10%

貿易・地域統合7%

都市開発

経済管理

13%

1%

金融・民間セクター開発 19%

11%環境・天然資源管理

セネガル川流域の多目的水資源開発プロジェクト
サデル村の近く、セネガル川沿いに並ぶマーケットが賑わいを見せてい

ます。灌漑設備が整備された事で、サデル村ではスイカ、カボチャ、トマト、
そして米が売り出されるようになりました。川にはパーチと呼ばれる魚
がたくさん生息しています。地元の人々はほとんどが、セネガル川の資源
だけで暮らしを立てています。確かに灌漑システムは、食糧の生産量を増

加させ、貧困や飢えを止めるために必要ですが、その一方で、マラリアを媒介する蚊の繁殖場所になってしま
う事もあります。この問題に対処するためには、灌漑水に伴う病害の管理、農業のために引いた水の使い方
など、保健と灌漑の両方のセクターでの支援が必要になります。

2006年、世界銀行はセネガル川流域多目的水資源開発プロジェクトを開始しました。同プロジェクトは、
地域規模でいくつものセクターにまたがる水資源改良計画であり、ギニア、マリ、モーリタニア、セネガルに
おける漁業、灌漑、保健に重点が置かれています。世界銀行は同プロジェクトの第2フェーズを2013年12月
に承認し、長期的な活動を続けています。
同プロジェクトで最も注目すべき成果は、現地の保健状態の向上です。セネガル川流域ではマラリアやそ

の他対応の遅れている熱帯病が深刻な問題となっており、住民の就業や就学を阻害し、母子の健康や生存に
も悪影響を及ぼしていました。しかし、約560万人を対象に防虫剤処理済みの310万張の蚊帳を配布したと
ころ、著しい成果が見られました。蚊帳の利用率も劇的に増加しており、貧しい農民とその家族が暮らす区
域では、2009年の28％から2012年には46％に上昇しました。サヘル地域では、脆弱な立場の人々をマラリ
アの猛威から守ると共に、暮らしを向上させる総合的なソリューションを提供しています。  

写真撮影：Sarah Farhat /世界銀行

図1　アフリカ地域

IBRD・IDAのセクター別融資、2014年度
総額106億ドルに占める割合

教育 7%

農業・漁業・林業 11%

水・衛生・治水 12%

18%

運輸 14% 20%

情報・通信1%

行政・法律・司法

保健・その他の社会サービス9%

金融4%

エネルギー・鉱業

産業・貿易5%

生計の強化、灌漑や新技術の普及による農業生産性の上昇、女性・女児に対する保健サー
ビスの充実、域内の通信やICT接続の向上などが図られます。
人口の25％以上が難民となった中央アフリカ共和国で世界銀行は、紛争終了後に1億ドルの

緊急援助パッケージをまとめました。2014年度には2件のプロジェクトが承認され、その融資
承認額は合計5,000万ドルに上ります。1件は対象を絞った食糧配給と食糧生産能力の回復を
支援するもの、もう1件は社会サービスなど中核的な行政機能の再開を支援するものです。
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指標 2000年 2005年 現状a 傾向

総人口（100万人） 664 757 936
人口増加率（年率、%） 2.7 2.7 2.7
1人当たり国民総所得（GNI） 
（アトラス方式、現在の米ドル） 495 776 1,624

1人当たり国内総生産（GDP）
成長率（年率、%） 0.7 2.8 1.5

1日1.25ドル未満で生活している 
人口（100万人） 376b 395 414

平均寿命、女性（歳） 51 53 58
平均寿命、男性（歳） 49 51 55
青年層の識字率、女性（15-24歳、%） 62 ̶ 64
青年層の識字率、男性（15-24歳、%） 76 ̶ 75
労働参加率、女性 
（15歳以上人口に占める比率、%） 62 63 63

労働参加率、男性 
（15歳以上人口に占める比率、%） 77 76 76

国会議員の女性比率 
（全体に占める比率、%） 12 16 22

二酸化炭素排出量（100万トン） 551 628 704
1人当たり二酸化炭素排出量（トン） 0.8 0.8 0.8

表8　アフリカ地域
地域概要

MDG 1990年時点
の水準 現状a 2015年時点の

目標値
2015年に 
向けた傾向

MDG 1.a　極度の貧困 
（1日1.25ドル未満で生活する人口
の割合、2005年PPP、%）の半減

56.5 48.5 28.3

MDG 2.a　普遍的な初等教育の 
達成（修了者が当該年齢層に占める
割合、%）

54 70 100

MDG 3.a　初等・中等教育に 
おける男女格差の解消（男子を 
100とした場合の女子の割合、%）

82 90 100

MDG 4.a　乳幼児死亡率 
（出生児千人当たり）の削減 107 64 36

MDG 4.a　5歳未満児死亡率 
（出生児千人当たり）の削減 177 98 59

MDG 5.a　妊産婦死亡率 
（モデルに基づく推定、出生児 

10万人当たり）の削減
990 510 248

MDG 7.c　安全な飲料水を利用で
きない人々の割合を削減 
（利用できる人の割合、%）

48 64 74

MDG 7.c　基本的な衛生施設を 
利用できない人々の割合を削減 
（利用できる人の割合、%）

24 30 62

ミレニアム開発目標（MDGs）達成に向けた歩み

注：MDG 目標値はグローバルMDG 目標値を基にした地域値を示す。PPP= 購買力平価
a. ＝ 2010年～2013年までの最新データ、最新データは data.worldbank.org を参照のこと。
b. = 1999年現在
● = 2015年MDG目標

http://data.worldbank.org
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東アジア・大洋州地域は、2013年も引き続き最も成長を遂げた地域となり、全世界の生
産高の伸びの40％以上を占めました。中国の成長率は依然7.7％だったものの、域内の他の
途上国は2012年の6.3％から5.3％に低下しました。この地域における途上国全体の成長率
は､2016年まで7.0％前後で推移すると予測されます。
短期的に見ると、域内の途上国は世界的な経済危機をうまく切り抜けて高成長を維持し

ました。しかし中期的には、持続可能で包摂的な成長の実現が重要となり、そのために生産
性の向上と、様々な分野で見られる脆弱性への対処が必要となってくるでしょう。
東アジア・大洋州地域の貧困率は過去25年間で着実に減少していますが、今なお域内の

総人口20億人の内1億4,000万人近く（7％）が1日1.25ドル未満で生活し、更に3億人（15％）
が1日1.25ドル～2.00ドルの間で生活しています。

世界銀行の支援
2014年度、世界銀行は東アジア・大洋州地域の56件のプロジェクトに対し、63億ドルを

承認しました。その内訳は、IBRDの貸出が42億ドル、IDA承認額が21億ドルでした。支援
額の多かったセクターは、運輸（19億ドル）、行政・法律・司法（13億ドル）、エネルギー・
鉱業（8億2,700万ドル）でした。
この地域における世界銀行の戦略は、包摂性とエンパワメント、雇用と民間セクター主

導の成長、ガバナンスと組織・制度、インフラと都市化、気候変動と防災という5つの優先
分野に重点を置いています。成長と雇用創出は、貧困の削減と繁栄の共有促進のために不
可欠であり、域内の労働市場において若年層の失業率や非正規雇用の比率が高まっている
事を考えればなおさら重要です。また、ジェンダー、脆弱性と紛争、貧困分析といった分野
横断的なテーマにも重点を置いています。
東アジア・大洋州地域は膨大なインフラ・ニーズと急速な都市化に直面しています。1

億3,000万人もの人が電気のない生活を送り、6億人が十分な衛生設備へのアクセスを持っ
ていません。都市への人口流入が急速に進んでいるために行政サービスの提供が追いつか
ず、大規模な都市スラム、公害、環境悪化などが引き起こされています。また、世界の自然
災害の70％以上がこの地域で発生しており、気候による影響を最も大きく受けている30カ
国の内13カ国がこの地域にあります。 

ミャンマーへの支援再開
25年間の支援停止を経て2012年に再開されたミャンマーへの支援は、2014年度も同地

域の重点の一つでした。2013年12月、ミャンマーは多数国間投資保証機関（MIGA）の180
番目の加盟国となり、エネルギー、電気通信、アグリビジネスなどのセクターでMIGAの投
資保証を受けられるようになりました。

2014年1月、ジム・ヨン・キム世界銀行グループ総裁が初めてミャンマーを公式訪問し、総額
20億ドルの支援パッケージを表明しました。同パッケージは、世界銀行グループの専門知識と
資源を活用して、ミャンマー政府の複数年に及ぶ投資計画を支援するものであり、2030年まで
の電力アクセス及びユニバーサル・ヘルス・カバレッジの提供が含まれています。

東アジア・大洋州地域
フィリピン：Dennis Sabangan/世界銀行



大洋州における脆弱性への対応
世界銀行は､大洋州島嶼国で経済的打撃や自然災害に対する脆弱性への対策を支援してい

ます。こうした国々が大きな影響を受けやすいのは、各国が自然災害に見舞われるリスクの
高さに加え、国が小規模である事、更に地理的に孤立している事などの要因があるからです。

2014年１月のサイクロン「イアン」からの復旧復興支援のため、世界銀行はIDAの危機対
応融資制度から1,000万ドルの緊急贈与・融資を提供した他、被災国政府が復興資金を迅速
に調達できる革新的な太平洋自然災害リスク保険パイロット・プロジェクトから、初の保
険金給付として130万ドルがトンガの緊急支援のために支払われました。同パイロット・
プロジェクトには大洋州島嶼国6カ国（クック諸島、マーシャル諸島、サモア、ソロモン諸
島、トンガ、バヌアツ）が参加しており、災害後に迅速に復興できるよう自然災害で破壊さ
れ得るインフラなどに保険をかけています。また、アジア開発銀行、日本政府、防災グロー
バル・ファシリティ（GFDRR）などがパートナーとして参加しています。

2014年度、世界銀行は「大洋州島嶼国の困難と脆弱性：世界開発報告2014地域別
関連報告書（Hardship and Vulnerability in the Pacific Island Countries: A Regional 
Companion to the World Development Report 2014）」を発表しました。これは、10年以
上にわたる大洋州島嶼国の困難と脆弱性を総合的に分析した初の報告書です。

ソリューションを提供する知識によるパートナーシップ強化
世界銀行がパートナーシップ強化を進める上で、知識は引き続き戦略上の重点です。本

年度、世界銀行は中国国務院発展研究センターと共同で、都市化に関する報告書「都市化
する中国：包摂的で効率的な持続可能な都市化のために（Urban China: Toward Efficient, 
Inclusive, and Sustainable Urbanization）」を発表しました。同報告書は、既に中国の都市
化プロセスに影響を与え始めており、同様の課題に直面している他の国々にとっても数多
くの有益な教訓を示唆しています。  

2013年12月、世界銀行は、経済開発政策、情報通信技術、インフラ、金融セクターなどの
分野における韓国の専門知識を活用した幅広い開発パートナーシップを進めるため、仁川
の松島に新事務所、そしてソウルに連絡事務所を開設しました。また、クアラルンプールに
も事務所を開設し、マレーシアとの関係強化を図ります。
更に世界銀行は、最大限の開発インパクトを確保するため、東南アジア諸国連合

（ASEAN）、アジア太平洋経済協力会議（APEC）、太平洋諸島フォーラム、アジア開発銀行
（ADB）、オーストラリア国際開発庁（AusAID）、国際協力機構（JICA）など数多くの機関と
パートナーシップ構築を続けています。 

2014年6月30日現在、実行中のプロジェクトのポートフォリオ：305億ドル

 

融資承認額（単位:100万ドル） 融資実行額（単位:100万ドル）

2012年度 2013年度 2014年度 2012年度 2013年度 2014年度

IBRD $5,431 $3,661 $4,181 $3,970 $3,621 $3,397

IDA $1,197 $2,586 $2,131 $1,484 $1,764 $1,459

表9　東アジア・大洋州地域

2012～ 2014年度の東アジア・大洋州地域への融資承認額と融資実行額
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世界銀行融資適格国*
カンボジア
中国
フィジー
インドネシア
キリバス
韓国

ラオス人民民主共和国
マレーシア
マーシャル諸島
ミクロネシア連邦
モンゴル
ミャンマー

パラオ
パプアニューギニア
フィリピン
サモア
ソロモン諸島
タイ

東ティモール
トンガ
ツバル
バヌアツ
ベトナム

*2014年6月30日現在



フィリピン：人命保護、貧困削減、 
生活の質の向上
世界銀行はフィリピンで、特に貧しい地方自治体や州を対象にコミュニ

ティ主導型の開発を支援しており、2002年の開始以来160万世帯以上に
その恩恵をもたらしました。アロヨ政権の貧困削減国家戦略である包括

的・統合的社会サービス提供プログラム（KALAHI-CIDSS）は、貧困コミュニティによる道路、歩道橋、水の
供給、学校建設、診療所、デイケア・センター、コミュニティ事業活動など、約6,000件の小規模インフラ・プ
ロジェクトの選定、実施、維持を支援しています。同プログラムの下、貧しい人々は、開発プロセスに対する
発言権を持つ事ができ、コミュニティとして地方自治体との関わり方を学ぶ事ができます。

KALAHI-CIDSSプログラムは、人々の生活に大きな影響を与えてきました。例えば、イロイロ市アホイ地区
の防潮堤建設プロジェクトにより、2013年11月に巨大台風ハイエン（ヨランダ）がフィリピン国内で甚大な
被害をもたらした時にも、多くの人命が失われずに済みました。インパクト評価によると、プロジェクト受
益者の消費は約12％伸び、プロジェクトの対象となった村では他の村と比べて基本的サービスへのアクセス
が9ポイント高くなりました。 
こうした成果を踏まえ、フィリピン政府はKALAHI-CIDSSをコミュニティ主導型国家開発プロジェクトへ

と発展させる事を決定しました。2014年2月、世界銀行は新プロジェクトを支援するために4億7,900万ドル
の融資を承認しました。これにより、対象となる自治体内のコミュニティには、行政サービスへのアクセス
向上、より包摂的な地元の計画立案、予算策定、実施に参加する権限などが付与されます。フィリピン政府は、
同プロジェクトの拡大が、巨大台風ハイエンの被災者を支援するだけでなく、農村部の貧困削減が進む事を
期待しています。 

写真撮影：David Llorico Llorito /世界銀行
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指標 2000年 2005年 現状a 傾向

総人口（100万人） 1,812 1,893 2,006
人口増加率（年率、%） 1.0 0.8 0.7
1人当たり国民総所得（GNI） 
（アトラス方式、現在の米ドル） 905 1,629 5,536

1人当たり国内総生産（GDP）
成長率（年率、%） 5.9 8.8 6.4

1日1.25ドル未満で生活している 
人口（100万人） 656b 332 251

平均寿命、女性（歳） 73 74 76
平均寿命、男性（歳） 69 71 72
青年層の識字率、女性（15-24歳、%） 98 ̶ 99
青年層の識字率、男性（15-24歳、%） 98 ̶ 99
労働参加率、女性 
（15歳以上人口に占める比率、%） 67 64 63

労働参加率、男性 
（15歳以上人口に占める比率、%） 83 80 79

国会議員の女性比率 
（全体に占める比率、%） 17 17 19

二酸化炭素排出量（100万トン） 4,213 6,854 9,571
1人当たり二酸化炭素排出量（トン） 2.3 3.6 4.9

表10　東アジア・大洋州地域
地域概要

MDG 1990年時点
の水準 現状a 2015年時点の

目標値
2015年に 
向けた傾向

MDG 1.a　極度の貧困 
（1日1.25ドル未満で生活する人口
の割合、2005年PPP、%）の半減

56.2 12.5 28.1

MDG 2.a　普遍的な初等教育の 
達成（修了者が当該年齢層に占める
割合、%）

99 105 100 既に達成

MDG 3.a　初等・中等教育に 
おける男女格差の解消（男子を 
100とした場合の女子の割合、%）

88 100 100

MDG 4.a　乳幼児死亡率 
（出生児千人当たり）の削減 45 17 15

MDG 4.a　5歳未満児死亡率 
（出生児千人当たり）の削減 59 21 20

MDG 5.a　妊産婦死亡率 
（モデルに基づく推定、出生児 

10万人当たり）の削減
170 75 43

MDG 7.c　安全な飲料水を利用で
きない人々の割合を削減 
（利用できる人の割合、%）

68 91 84

MDG 7.c　基本的な衛生施設を 
利用できない人々の割合を削減 
（利用できる人の割合、%）

30 67 65

ミレニアム開発目標（MDGs）達成に向けた歩み

注：MDG 目標値はグローバルMDG 目標値を基にした地域値を示す。PPP= 購買力平価
a. ＝ 2010年～2013年までの最新データ、最新データは data.worldbank.org を参照のこと。
b. = 1999年現在
● = 2015年MDG目標

http://data.worldbank.org
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2009年の世界経済危機で一番大きな打撃を受けたのがヨーロッパ・中央アジア地域で
あり、危機からの回復も他の地域に比べ遅れをとっています。2010年以降、緩やかな回復
が見られるものの、成長のペースは途上地域の中で最も低い水準です。新たに高所得国と
なった国々を含めても、域内GDPの伸びは、2013年は2.2％に留まり、2014年は更にそれ
を下回る1.7％と予測されています。
ヨーロッパ・中央アジア地域では、厳しい気象条件の下で暖房、衣類、住居などへの出費

がかさんで生計費が高くなるため、1日1.25ドルで生きていく事はほぼ不可能です。そのた
め、同地域では独自の基準として、貧困は1日5ドル、極度の貧困は1日2.50ドルと設定され
ています。この基準に則ると、域内全人口の推定15％（約6,500万人）が貧困、3.5％（約1,550
万人）が極度の貧困の中で暮らしている事になり、貧困は依然として域内全域に広がってい
ます（2014年7月16日現在の2012年推定値）。

世界銀行の支援
2014年度、世界銀行はヨーロッパ・中央アジア地域の43件のプロジェクトに対し、55億

ドルを承認しました。その内訳は、IBRDの貸出が47億ドル、IDA承認額が7億9,800万ドル
でした。支援額の多かったセクターは、行政・法律・司法（17億ドル）、エネルギー・鉱業（12
億ドル）、保健・その他の社会サービス（5億5,200万ドル）でした。
世界銀行は域内の有償助言サービスについて13カ国と36件の協定を締結しましたが、そ

の内容は、年金改革、教育、キャパシティ・ビルディング、ガバナンス、インフラ投資などが
対象でした。 
ヨーロッパ・中央アジア地域の戦略の主な重点分野は、雇用を通じた競争力強化と繁栄

の共有、環境・社会・財政の持続可能性の2つです。また、ガバナンスとジェンダーが引き
続き重点テーマとなっています。 

雇用を通じた競争力強化と繁栄の共有
世界銀行は様々な方法で、域内の競争力と雇用創出を支援しています。具体的には、中小

企業の金融アクセス拡大（ボスニア・ヘルツェゴビナ、クロアチア）、スキル向上と労働市
場の柔軟化（マケドニア旧ユーゴスラビア共和国）、インフラ投資（アゼルバイジャン、ウ
クライナ）、金融セクター規制、事業環境、技術革新政策の強化（マケドニア旧ユーゴスラビ
ア共和国、セルビア）、技術革新、貿易、ロジスティクス・システムに関する助言提供（ポー
ランド、トルコ）などです。
また、同地域に関する報告書も数多く発表されました。「繁栄の共有：ヨーロッパ・中央ア

ジア地域での地盤作り（Shared prosperity Paving the Way in Europe and Central Asia）」で
は、域内各国の人口の下位40％の所得拡大について、マクロ経済面の推進要因（総成長、要素
収益率、相対的価格）とミクロ経済面の特性（特に個人資産）とを組み合わせて分析していま
す。経済成長の追求と公正さへの配慮という2つの目標は、少なくとも長期的には相互に補強
し合うという観点から、両者を組み合わせた新たな開発アプローチを提案しています。
「労働市場へ：ヨーロッパ・中央アジア地域で雇用が成長に果たす役割（Back to Work: 

ヨーロッパ・中央アジア地域
アルメニア：Hakob Hovhannisyan/Altera LCC/世界銀行



Growing with Jobs in Europe and Central Asia）」は、2つの幅広い政策分野での対応索を提案し
ています。一つは、既存企業が成長し、新規企業が立ち上げから短期間かつ低コストで成否を
見極められるような、企業にとって活動しやすいマクロ経済的ビジネス環境を構築する事、も
う一つは、労働者が新たな雇用機会を得られるよう適切なスキルと勤労意欲を確保し、労働市
場アクセスの制約を撤廃し、より良い雇用機会が多くある場所への移動を可能にする事です。

社会的保護の強化と社会的結束の向上 
世界銀行は途上国と協力して、各国の年金、社会的保護、保健医療制度の効率性や財政

面の持続可能性を高める改革の計画と実施を進めています。報告書「ピラミッド反転：
ヨーロッパ・中央アジア地域の人口問題と年金制度（The Inverting Pyramid: Pension 
Systems Facing Demographic Challenges in Europe and Central Asia）」では、人口の高
齢化と労働力減少によって各国の年金制度への圧力が高まりつつある事を解説していま
す。こうした変化に対しては、貧しい高齢者や将来の世代を守るために、長期的で社会的に
持続可能な総合的年金制度改革の実施が求められています。
アルメニア及びクロアチアでは、セーフティネット及び年金制度の効率性と財政面での

持続可能性を高める取組みを支援しています。ブルガリア、クロアチア、コソボ、モルドバ、
ルーマニア、タジキスタン、ウズベキスタンでは、保健医療制度の改善を支援しています。
また、キルギス共和国及びタジキスタンでは、コミュニティ主導型の開発と社会的説明責
任のための支援を通じて社会的結束の強化を図っています。また、ルーマニアをはじめと
する各国政府に対しては、ロマ族や無職の若年層を含む不利な境遇にあるコミュニティの
ための経済的機会や公共サービスの向上を支援しています。

気候変動への適応とエネルギー効率化の向上
ヨーロッパ・中央アジアは世界で最もエネルギー集約度の高い地域であるため、気候変

動への適応とエネルギー効率化が引き続き戦略上の重要課題となっています。エネルギー
効率の向上は、環境と経済の双方に利益をもたらします。世界銀行は、ベラルーシ、ボスニ
ア・ヘルツェゴビナ、トルコにおいて、政策改革（エネルギー価格設定など）、ならびに再生
可能エネルギーやエネルギー効率化などに関する公共インフラ及び民間企業への投資を通
じて、そうした利益の確保を図っています。同地域で世界銀行プロジェクトにより実現さ
れたエネルギー節減効果の累計は、140万台の車分の削減に相当します。 
また、気候変動への適応についても、援助受入国と協力しています。ボスニア・ヘルツェ

ゴビナとセルビアでは5月に起きた大洪水被害からの復旧と洪水防止、カザフスタンでは水

2014年6月30日現在、実行中のプロジェクトのポートフォリオ：266億ドル

 

融資承認額（単位:100万ドル） 融資実行額（単位:100万ドル）

2012年度 2013年度 2014年度 2012年度 2013年度 2014年度

IBRD $6,233 $4,591 $4,729 $5,654 $3,583 $6,537

IDA $362 $729 $798 $482 $468 $519

表11　ヨーロッパ・中央アジア地域

2012～ 2014年度のヨーロッパ・中央アジア地域への融資承認額と融資実行額
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世界銀行融資適格国*

*2014年6月30日現在

アルバニア
アルメニア
アゼルバイジャン
ベラルーシ
ボスニア・ヘルツェゴビナ
ブルガリア
クロアチア

グルジア
カザフスタン
コソボ
キルギス共和国
マケドニア 
旧ユーゴスラビア共和国
モルドバ

モンテネグロ
ポーランド
ルーマニア
ロシア連邦
セルビア
タジキスタン
トルコ

トルクメニスタン
ウクライナ
ウズベキスタン



緊迫したウクライナ危機への対応
ウクライナ危機を受け世界銀行グループは、ウクライナ経済の安定化と

喫緊の課題である公共サービスの提供を支援するため、援助レベルを引き
上げました。2014年5月、世界銀行理事会は、2件の自治体サービス機能
改善のための投資プロジェクト及び7億5,000万ドルの開発政策貸出から

成る総額14億ドルのIBRD貸出を承認しました。更に、民間の家禽産業を支援する2億5,000万ドルのIFC投資
プロジェクトも理事会により承認されました。これら4件のプロジェクトは、2014年3月に発表された世界
銀行グループのウクライナ支援計画の一環です。グループ全体では、2014年末までに最大35億ドルの支援
を目指しています。
　ウクライナ政府は包括的な改革計画を策定し、世界銀行グループの支援を受けてその実行を目指してい

ます。同政府は、公共サービス拡充、銀行セクター強化、エネルギー・セクター改革、本格的な腐敗対策と説
明責任の強化、投資環境の改善、貧困・脆弱層に的を絞った社会的支援の整備に取り組んでおり、世界銀行も
より一層支援を強化しています。

写真撮影：Dmytro Derkach /世界銀行
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資源管理の改善（治水、水資源の損失削減、灌漑効率向上）、タジキスタンでは気候変動適応
型農業（適応力の高い作物への切り換え）、ロシア連邦では天気予報及び気候変動モニタリ
ングのための組織能力強化を支援しています。  
気候変動への取組みのアイデアやソリューションに関する情報交換を促進するため、世

界銀行は中央アジア気候知識フォーラムを毎年開催しています。第2回フォーラムが2014
年5月に開催され、気候変動と開発に関心が高い政府、国・地域の研究機関、大学、シビルソ
サエティ組織、開発パートナー、国際機関、その他のステークホルダーから200名近くの政
策立案者や実務者が集まりました。同フォーラムは、中央アジア5カ国が、気候変動への強
靭性強化プログラムを、世界銀行が中央アジア諸国及び開発パートナーと協力して策定す
る事を呼びかけて締めくくりました。
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指標 2000年 2005年 現状a 傾向

総人口（100万人） 256 260 272
人口増加率（年率、%） 0.3 0.4 0.7
1人当たり国民総所得（GNI） 
（アトラス方式、現在の米ドル） 1,908 3,494 7,086

1人当たり国内総生産（GDP）
成長率（年率、%） 5.5 6.6 3.2

1日1.25ドル未満で生活している 
人口（100万人） 18b 6 3

平均寿命、女性（歳） 73 74 76
平均寿命、男性（歳） 65 66 69
青年層の識字率、女性（15-24歳、%） 98 ̶ 99
青年層の識字率、男性（15-24歳、%） 99 ̶ 100
労働参加率、女性 
（15歳以上人口に占める比率、%） 46 44 46

労働参加率、男性 
（15歳以上人口に占める比率、%） 69 67 69

国会議員の女性比率 
（全体に占める比率、%） 7 11 17

二酸化炭素排出量（100万トン） 1,191 1,308 1,417
1人当たり二酸化炭素排出量（トン） 4.6 5.0 5.3

表12　ヨーロッパ・中央アジア地域
地域概要

MDG 1990年時点
の水準 現状a 2015年時点の

目標値
2015年に 
向けた傾向

MDG 1.a　極度の貧困 
（1日1.25ドル未満で生活する人口
の割合、2005年PPP、%）の半減

1.9 0.7 1.0

MDG 2.a　普遍的な初等教育の 
達成（修了者が当該年齢層に占める
割合、%）

96 99 100

MDG 3.a　初等・中等教育に 
おける男女格差の解消（男子を 
100とした場合の女子の割合、%）

95 98 100

MDG 4.a　乳幼児死亡率 
（出生児千人当たり）の削減 44 19 15

MDG 4.a　5歳未満児死亡率 
（出生児千人当たり）の削減 56 22 19

MDG 5.a　妊産婦死亡率 
（モデルに基づく推定、出生児 

10万人当たり）の削減
61 28 15

MDG 7.c　安全な飲料水を利用で
きない人々の割合を削減 
（利用できる人の割合、%）

88 95 94

MDG 7.c　基本的な衛生施設を 
利用できない人々の割合を削減 
（利用できる人の割合、%）

87 94 94

ミレニアム開発目標（MDGs）達成に向けた歩み

注：MDG 目標値はグローバルMDG 目標値を基にした地域値を示す。PPP= 購買力平価
a. ＝ 2010年～2013年までの最新データ、最新データは data.worldbank.org を参照のこと。
b. = 1999年現在
● = 2015年MDG目標

http://data.worldbank.org
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ラテンアメリカ・カリブ海地域の経済は、一次産品価格の横ばい又は下落、2014年第1
四半期の米国経済の不振、国内での様々な課題を反映し低迷しました。仮に、域内の対高所
得国向け輸出が増加し、資本流入が堅調に推移すれば、成長率は2014年の1.9％から2015年
には2.9％に、2016年には3.5％に上昇するでしょう。しかし、同地域は供給面のボトルネッ
クに直面しており、そのため生産性強化の改革を拡大しない限り、力強い成長の長期的持
続はますます困難になっていくでしょう。
ラテンアメリカ・カリブ海地域では、経済発展のレベルを考慮して貧困の定義が1日2.50

ドル以下と4ドル以下に設定されています。この基準で見ると、域内で過去10年間に8,000
万人が貧困から抜け出しています。極度の貧困率（1日2.50ドルで生活している人の割合）
は、2003年～ 2012年の間に半減して12％になり、42％であった貧困率（1日4ドルで生活
している人の割合）は25％に削減されました。中産階級の割合も、2012年には人口の34％
まで上昇しており、世界のほとんどの地域で根強い格差が拡大している中で、この地域で
は減少しています。  

世界銀行の支援
2014年度、世界銀行はラテンアメリカ・カリブ海地域の41件のプロジェクトに対し、51

億ドルを承認しました。その内訳は、IBRDの貸出が46億ドル、IDA承認額が4億6,000万ド
ルでした。支援額の大きかったセクターは、行政・法律・司法（18億ドル）、運輸（7億4,600
万ドル）、保健・その他の社会サービス（7億1,100万ドル）でした。
世界銀行は、同地域が直面する喫緊の課題に対応するため、資金、知識、動員力を通じて

多様なサービスを提供しています。プロジェクト・ファイナンス、気候投資基金のような
革新的メカニズム、更には2013年発表の主要報告書「ラテンアメリカの起業家：より一
層のイノベーションを目指して（Latin American Entrepreneurs: Many Firms but Little 
Innovation）」に見られる開発研究などは、その一例です。域内の公共サービス拡充や、生産
性、競争力、統合の促進、質の高い雇用創出、最貧困層支援に向けた官民イニシアティブを
通じて、全ての人が機会を与えられるよう支援しています。

繁栄の共有の促進
ラテンアメリカ・カリブ海地域は、近年目覚しい成長を遂げ、中産階級が増加し、貧困層

が減少しました。しかし、域内には依然として大きな格差が存在し、約7,500万人が1日2.50
ドル未満で生活している上、地域の人口の38％は再び貧困に陥りやすい状態にあります。
更に憂慮されるのは、成長が失速すると、格差の解消にも遅れが出るという点です。
格差に対処し、全ての人に機会を創出する事が、ラテンアメリカ・カリブ海地域におけ

る世界銀行の最優先課題です。ドミニカ共和国では、世界銀行は米州開発銀行と共同で、社
会から取り残されるリスクの高い貧しい若者3万8,000人に対して、専門性や日常生活にお
ける基本的対応能力を培う研修、職場でのインターンシップを提供しています。またニカ
ラグアでは、貧困層のために土地の権利を確保するプログラムを支援し、これまでに農村
部で4万4,000人以上が恩恵を享受しました。その内、半数以上が女性です。  

ラテンアメリカ・カリブ海地域
コスタリカ：Cynthia Flores Mora/世界銀行



生産性の向上
ラテンアメリカ・カリブ海地域は近年際立った成長を遂げ、2008年～ 2009年の世界的

な景気後退も切り抜ける事ができましたが、それとは対照的に、一次産品以外のセクター
では生産性が伸び悩んでいます。物流コストが高く、インフラは崩壊しつつあり、世界市場
で要求される技能を教える教育も行われていません。域内の物流コストは経済協力開発機
構（OECD）諸国や、「アジアの虎」と呼ばれる台湾、香港、韓国、シンガポールの4カ国と比べ
て2倍～ 4倍の高さになっています。
生産性向上に向けて世界銀行は、チリで農業革新を促進し、生産性を上げる長期戦略策

定のための分析サービスを提供しました。またパラグアイでは、小規模生産者と市場とを
結びつけて特定のバリューチェーンの競争力を高める政府の取組みを支援しました。  

より効率的な政府を目指して
同地域では質の高い公共サービスへのアクセスが依然として課題であり、中産階級の増

大に伴い、より良いサービスに対する需要が拡大しています。アルゼンチンのブエノスアイ
レスやブラジルのリオデジャネイロといった地方自治体が、世界銀行の支援を受けて、公共
セクターの業績を強化し、公共サービスの確実な提供を図る政策改革を導入しています。 
域内の多くの国々、特に小国では、市民の安全が引き続き開発における課題となってい

ます。世界銀行は、融資やハイレベルでの知識交換を通じて犯罪や暴力に対する総合的な
対策を見極める政府の取組みを支援しています。 

災害への対応力の強化と環境保護
同地域には、世界で災害の危険が最も高い上位20カ国の内9カ国が存在し、災害の軽減、

防止、対処に関連した政府支出は年間約20億ドルに上っています。こうした国々では防災
に力を入れつつあり、これを支援するために世界銀行は、災害リスク保険に見られる最先
端の強靭性強化のためのメカニズムを提供しています。 
更に同地域では、革新的で環境に優しい取組みが数多く見られます。域内の温室効果ガ

ス排出量は世界全体のわずか5.1％ですが、エネルギー源の構成比は全途上地域の中で最も
クリーンであり、生態系の価値を国民経済計算に組み込んで自然環境を効果的に管理する
仕組みも採用しています。 

2014年6月30日現在、実行中のプロジェクトのポートフォリオ：286億ドル

 

融資承認額（単位:100万ドル） 融資実行額（単位:100万ドル）

2012年度 2013年度 2014年度 2012年度 2013年度 2014年度

IBRD $6,181 $4,769 $4,609 $6,726 $5,308 $5,662

IDA $448 $435 $460 $342 $273 $306

表13　ラテンアメリカ・カリブ海地域

2012～ 2014年度のラテンアメリカ・カリブ海地域への融資承認額と融資実行額
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世界銀行融資適格国*
アンティグア・バーブーダ
アルゼンチン
ベリーズ
ボリビア多民族国
ブラジル
チリ
コロンビア
コスタリカ

ドミニカ国
ドミニカ共和国
エクアドル
エルサルバドル
グレナダ
グアテマラ
ガイアナ
ハイチ

ホンジュラス
ジャマイカ
メキシコ
ニカラグア
パナマ
パラグアイ
ペルー
セントクリストファー・ネー

ヴィス
セントルシア
セントビンセントおよび 
グレナディーン諸島
スリナム
トリニダード・トバゴ
ウルグアイ
ベネズエラ・ボリバル共和国

*2014年6月30日現在



近年の経済的な大躍進に伴い都市化も急速に進んでおり、今や域内の全人口の80％以上
が都市部に住み、自動車普及率も年間4.5％と世界で最も速いペースで伸びています。運輸
部門からの温室効果ガス排出量を軽減するため、世界銀行は12都市で持続可能な運輸計画
の策定・開発のために技術協力を提供しています。 

アルゼンチン：女性と子供に対する基本的な
保健サービスへのアクセス拡大
アルゼンチンでは、2001年の経済危機で多くの国民が健康保険を失って以

来、基本的な保健に関する指標が低下しています。北東部及び北西部にある貧
しい州では、乳幼児死亡率が出生児1,000人当たり25人に達しました。

こうした問題への対策としてアルゼンチン政府は、ナセール計画を策定し、保険未加入の妊婦及び6歳未満
児を対象に医療サービスへのアクセスを拡大して乳幼児死亡率の引き下げを目指すと共に、保険加入のイン
センティブを高める事による公衆衛生システムの効率と質の向上、という2つの目標を定めました。 
その結果、昨年秋に実施された評価では、ナセール計画が功を奏している事が明らかになりました。出生

体重2,500グラム以上の新生児の割合は2倍になり、妊娠20週までに健診を受けた妊婦の割合は3倍に増えま
した。産科病棟では、院内での新生児死亡の確率がナセール計画適用病院の利用者で22％、ナセール計画の
受益者で74％減少しました。このように新生児死亡件数が減少した理由は、約半分は妊婦健診の改善による
低出生体重の予防、残り半分は産後ケアの改善の結果です。
世界銀行は、2012年に後続プログラムとなるスマー計画に4億ドルを投資しました。新たなプログラムは、

19歳までの子供と若者、及び20歳～ 64歳までの保険未加入の女性が対象です。また、サービス内容も拡大し、
長期目標も設けられました。現在までの登録者数は740万人近くに上ります。

写真撮影：Nahuel Berger /世界銀行
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指標 2000年 2005年 現状a 傾向

総人口（100万人） 500 536 588
人口増加率（年率、%） 1.5 1.3 1.1
1人当たり国民総所得（GNI） 
（アトラス方式、現在の米ドル） 4,028 4,344 9,314

1人当たり国内総生産（GDP）
成長率（年率、%） 2.5 3.1 1.3

1日1.25ドル未満で生活している 
人口（100万人） 60b 48 32

平均寿命、女性（歳） 75 76 78
平均寿命、男性（歳） 68 70 71
青年層の識字率、女性（15-24歳、%） 97 ̶ 98
青年層の識字率、男性（15-24歳、%） 96 ̶ 98
労働参加率、女性 
（15歳以上人口に占める比率、%） 49 52 54

労働参加率、男性 
（15歳以上人口に占める比率、%） 81 81 80

国会議員の女性比率 
（全体に占める比率、%） 16 21 26

二酸化炭素排出量（100万トン） 1,225 1,377 1,554
1人当たり二酸化炭素排出量（トン） 2.4 2.6 2.7

MDG 1990年時点
の水準 現状a 2015年時点の

目標値
2015年に 
向けた傾向

MDG 1.a　極度の貧困 
（1日1.25ドル未満で生活する人口
の割合、2005年PPP、%）の半減

12.2 5.5 6.1

MDG 2.a　普遍的な初等教育の 
達成（修了者が当該年齢層に占める
割合、%）

82 95 100

MDG 3.a　初等・中等教育に 
おける男女格差の解消（男子を 
100とした場合の女子の割合、%）

101 102 100 既に達成

MDG 4.a　乳幼児死亡率 
（出生児千人当たり）の削減 44 16 15

MDG 4.a　5歳未満児死亡率 
（出生児千人当たり）の削減 55 19 18

MDG 5.a　妊産婦死亡率 
（モデルに基づく推定、出生児 

10万人当たり）の削減
150 87 38

MDG 7.c　安全な飲料水を利用で
きない人々の割合を削減 
（利用できる人の割合、%）

85 94 92

MDG 7.c　基本的な衛生施設を 
利用できない人々の割合を削減 
（利用できる人の割合、%）

66 81 83

ミレニアム開発目標（MDGs）達成に向けた歩み

注：MDG 目標値はグローバルMDG 目標値を基にした地域値を示す。PPP= 購買力平価
a. ＝ 2010年～2013年までの最新データ、最新データは data.worldbank.org を参照のこと。
b. = 1999年現在
● = 2015年MDG目標

表14　ラテンアメリカ・カリブ海地域
地域概要
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中東・北アフリカ地域は未だ過度期にあります。チュニジアやイエメン共和国では好ま
しい変化の兆しが見られ始め、ヨルダン、モロッコ、湾岸協力会議（GCC）加盟国は安定を維
持し、社会的・経済的前進の維持と促進に力を入れています。エジプト・アラブ共和国で
は新大統領による新政権が樹立され、今後は経済面や財政面の重点課題が焦点となる見込
みです。しかしその一方で、イラクとシリア・アラブ共和国では、暴力行為が増加し、多数
の難民が国境を越えてレバノンやヨルダンに逃れています。
中東・北アフリカ地域の経済成長は、2014年には回復に転じて1.9％に達すると予測され

ており、石油輸出国、とりわけGCC加盟国が回復を主導すると思われます。GCC加盟国で大規
模な景気刺激策が実施されている事に加え、域内、特にエジプト及びヨルダンへの資金流入
が増加しており、資本支出と経常支出の増加に伴い地域の成長率も上昇していくでしょう。
中東・北アフリカ地域では、極度の貧困率こそ引き続き低いものの、1日わずか4ドルで

生活している人の割合は53％に上り、貧困への脆弱性は極めて高いと言えます。

世界銀行の支援
2014年度、世界銀行は中東・北アフリカ地域の21件のプロジェクトに対し、28億ドルを

承認しました。その内訳は、IBRDの貸出が26億ドル、IDA承認額が1億9,900万ドルでした。
また、ヨルダン川西岸・ガザ地区の5件のプロジェクトに対する特別融資に6,800万ドルを
承認しました。支援額の大きかった3つのセクターは、金融（7億7,300万ドル）、行政・法律・
司法（5億3,900万ドル）、運輸（4億3,100万ドル）でした。 
世界銀行は、融資以外にも、経済・セクター調査や技術協力など、計120件の支援を提供

しました。知識成果物の中には、革命前のチュニジアにおける不透明な規制や特権によっ
て、幅広い人脈を持つ財閥一族がどれほどの富や利益を蓄積してきたかを調査した報告書
もありました。他にも、シリア危機の影響でレバノンに派生した甚大な社会的・経済的被
害についての評価がまとめられました。中東・北アフリカ地域における有償助言サービス
（RAS）プログラムでは、域内の各国政府に対して総額2,000万ドルを上回る分析・助言サー
ビスを提供しました。対象となったのは、アルジェリアの農業開発、クウェートの労働市場
と社会的保護、オマーンの財政管理などです。
アラブの春などの改革努力を受けての世界銀行の支援の枠組みは、ガバナンス、包摂、雇

用、持続可能な成長という4つの柱と、域内・国際的統合、ジェンダー、民間セクター開発と
いう分野横断的なテーマに基づいています。同地域に対する世界銀行の支援の重点は、パー
トナーシップを通じた金融支援の規模拡大、特に民間セクターとの協働に主眼を置いた効
果の高い支援手法、脆弱さに対処する強靭性の構築、そして市民参加の促進という4つです。 

ガバナンスの強化
アラブの春が求めた改革の1つに、透明性と説明責任の向上があります。世界銀行はこれを受け、

ヨルダンに対する2億5,000万ドルの第2次プログラム開発政策融資（DPL）、モロッコでの2億ドル
の説明責任・透明性プロジェクト、チュニジアに対する2億5,000万ドルのガバナンス・説明責任
DPLなどを含めた効果的なプログラムを実施しています。更に、レバノンにおける520万ドルの第
2次財政管理改革プロジェクトでは、現地のガバナンスと財政管理に重点が置かれています。  

中東・北アフリカ地域
ヨルダン川西岸・ガザ地区：Arne Hoel/世界銀行



社会・経済的包摂性の強化
アラブの春では、包摂性の強化、差別的な行為や政策の撤廃もはっきりと要求されまし

た。モロッコでの1億5,900万ドルの農村給水プロジェクト及び9,700万ドルの第2次農村道
路整備プロジェクトでは、農村部でのサービス向上に重点が置かれています。チュニジア
での2,600万ドルの都市給水プロジェクト及びジブチでの600万ドルの第2次都市貧困削減
プロジェクトでは、都市で不利な状況にある地区に焦点が置かれています。また、イエメン
での800万ドルのシビルソサエティ組織（CSO）向けプロジェクトは、プロセスから締め出
される事の多い若者、女性、貧困層の声を反映するために、イエメンのCSOに必要な支援を
提供するものです。更にヨルダンでの1億5,000万ドルのプロジェクトは、シリアからの大
量の難民流入（現在はヨルダンの人口の10％相当）による影響に地元コミュニティが対処
していくために役立っています。シリア難民が国内人口の25％近くまで達しているレバノ
ンでも、同様のプログラムを策定中です。 

雇用の創出
同地域の移行プロセスを成功させるためには、民間セクターにおける持続可能な雇用が

極めて重要です。エジプトでの3億ドルの包摂的金融アクセスのためのイノベーション促
進プロジェクト、モロッコでの3億ドルの資本市場開発・中小企業金融プロジェクト、チュ
ニジアでの1億ドルの中小零細企業開発プロジェクト、イエメン共和国での2,000万ドルの
金融インフラ・プロジェクト、ジブチでの200万ドルの民間セクター開発のためのガバナ
ンス・プロジェクトは、いずれも民間セクター主導の雇用拡大と小規模企業や起業家にとっ
ての金融アクセス緩和に焦点を絞ったものです。また、ヨルダン川西岸でエコツーリズム
を支援する革新的な民間セクター・プロジェクトは、「アブラハム・パス」プロジェクトに
よる農村レベルでの雇用創出を促進しました。更に、エジプト及びチュニジアにおける雇
用とビジネス環境の現状を分析した報告書も作成されました。 

持続可能な成長の加速化
中東・北アフリカ地域は水の最も乏しい地域であり、気候変動は持続可能性に立ちはだ

かる極めて現実的な脅威となっています。同地域の温室効果ガス排出量は、世界の低・中
所得国全体のわずか6.9％にすぎませんが、環境管理や再生可能エネルギーの採用を積極的
に進めつつあります。例えば、モロッコにおける3億ドルの包摂的なグリーン成長DPLは、
農村部の持続可能な成長を支援しています。モカ風力発電所は、イエメン共和国に代替エ
ネルギーへの革新的な第一歩を提供しています。更に、インフラ投資も成長とサービス提

2014年6月30日現在、実行中のプロジェクトのポートフォリオ：106億ドル

 

融資承認額（単位:100万ドル） 融資実行額（単位:100万ドル）

2012年度 2013年度 2014年度 2012年度 2013年度 2014年度

IBRD $1,433 $1,809 $2,588 $1,901 $1,786 $1,666

IDA $80 $249 $199 $102 $200 $273

表15　中東・北アフリカ地域

2012～ 2014年度の中東・北アフリカ地域への融資承認額と融資実行額
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世界銀行融資適格国*
アルジェリア
ジブチ
エジプト・アラブ共和国

イラン・イスラム共和国
イラク
ヨルダン

レバノン
リビア
モロッコ

チュニジア
イエメン共和国

*2014年6月30日現在

この項ではヨルダン川西岸・ガザ地区についても報告



ヨルダン：シリア紛争の影響軽減
2011年3月にシリアで騒乱が起こり、続いて武力紛争が発生しました。

以来、数百万人に上るシリア国民が国を離れ、その多くはイラク、ヨルダ
ン、レバノン、トルコといった近隣諸国に流入しています。現在、国外に住
むシリア難民は、270万人（この他に国内避難民が650万人）と推定され

ます。これほど大量の難民の受け入れは、周辺国にとっても大きな負担であり、市民生活、社会、経済、政治に
深刻な影響をもたらしています。  
中でも最も影響を受けているのが、現在60万人近いシリア難民が居住するヨルダンです。この膨大な数の

難民の受け入れと対応を支援するため、世界銀行は2013年7月、いち早く「シリア紛争による影響緩和のた
めのヨルダンへの緊急支援プロジェクト」による1億5,000万ドルの支援を承認しました。同融資は、パンや
調理用ガスなどを消費者が手の届く価格で入手できるようにし（8,000万ドル）、ワクチンや薬剤調達の資金
を提供し（5,000万ドル）、医療サービスのための政府予算圧迫を軽減する（2,000万ドル）事を目的としてい
ます。融資のほとんどは、2014年6月までに実行されました。 
また、ヨルダンの地方自治体に及ぼされたシリア危機の影響への対策支援として、5,000万ドルの贈与を

動員しました。世界銀行が管理する国家・平和構築基金、カナダ、イギリス、スイスが共同で融資する「ヨル
ダン緊急サービス・社会強靭性プロジェクト」は、難民の流入により最も影響を受けている都市や町におけ
る生活の改善に活用されます。 

写真撮影：William Stebbins /世界銀行
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IBRD・IDAのテーマ別融資、2014年度
総額28億ドルに占める割合
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IBRD・IDAのセクター別融資、2014年度
総額28億ドルに占める割合

供の持続のために極めて重要です。こうした中で、イラクの3億5,500万ドルの輸送回廊プ
ロジェクト及びイエメン共和国の1億3,400万ドルの回廊道路プロジェクトは、国内外を結
ぶ道路の渋滞を緩和する事により、外国経済との統合促進に役立ちます。加えて、ヨルダン
川西岸・ガザ地区での廃棄物処理に関する世界銀行とIFCによる官民連携プロジェクトは、
生活の向上と衛生的な環境をもたらすと同時に、廃棄物再生利用の機会も提供しています。
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指標 2000年 2005年 現状a 傾向

総人口（100万人） 277 301 345
人口増加率（年率、%） 1.8 1.7 1.7
1人当たり国民総所得（GNI） 
（アトラス方式、現在の米ドル） 1,492 1,997 4,520

1人当たり国内総生産（GDP）
成長率（年率、%） 1.9 3.3 –2.2

1日1.25ドル未満で生活している 
人口（100万人） 14b 10 8

平均寿命、女性（歳） 71 72 74
平均寿命、男性（歳） 67 68 69

青年層の識字率、女性（15-24歳、%） 80 ̶ 88

青年層の識字率、男性（15-24歳、%） 90 ̶ 94
労働参加率、女性 
（15歳以上人口に占める比率、%） 18 20 20

労働参加率、男性 
（15歳以上人口に占める比率、%） 74 74 73

国会議員の女性比率 
（全体に占める比率、%） 4 6 16

二酸化炭素排出量（100万トン） 873 1,090 1,278
1人当たり二酸化炭素排出量（トン） 3.2 3.6 3.9

表16　中東・北アフリカ地域
地域概要

MDG 1990年時点
の水準 現状a 2015年時点の

目標値
2015年に 
向けた傾向

MDG 1.a　極度の貧困 
（1日1.25ドル未満で生活する人口
の割合、2005年PPP、%）の半減

5.8 2.4 2.9

MDG 2.a　普遍的な初等教育の 
達成（修了者が当該年齢層に占める
割合、%）

76 95 100

MDG 3.a　初等・中等教育に 
おける男女格差の解消（男子を 
100とした場合の女子の割合、%）

80 94 100

MDG 4.a　乳幼児死亡率 
（出生児千人当たり）の削減 52 21 17

MDG 4.a　5歳未満児死亡率 
（出生児千人当たり）の削減 68 26 23

MDG 5.a　妊産婦死亡率 
（モデルに基づく推定、出生児 

10万人当たり）の削減
160 78 40

MDG 7.c　安全な飲料水を利用で
きない人々の割合を削減 
（利用できる人の割合、%）

87 90 93

MDG 7.c　基本的な衛生施設を 
利用できない人々の割合を削減 
（利用できる人の割合、%）

70 88 85

ミレニアム開発目標（MDGs）達成に向けた歩み

注：MDG 目標値はグローバルMDG 目標値を基にした地域値を示す。PPP= 購買力平価
a. ＝ 2010年～2013年までの最新データ、最新データは data.worldbank.org を参照のこと。
b. = 1999年現在
● = 2015年MDG目標

http://data.worldbank.org
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南アジア地域のGDP成長率は、2013年の4.7％から2014年は5.3％、2015年は5.9％に上
昇すると予測されています。しかし、不安定な銀行セクター、インフレ、財政赤字と債務、
域内全体で見られるエネルギーや運輸インフラの慢性的な不足が経済成長の足を引っ張る
可能性を秘めています。  
南アジア地域では、極度の貧困がこの20年間で目覚ましく減少はしたものの、依然とし

てその水準は高いレベルにあります。同地域では、全世界の貧困人口の42％に相当する約
5億7,100万人が1日1.25ドル未満で生活を送っており、2億人以上がスラムに住み、5億人
が電気のない生活を送っています。また、多くの国で極端な社会的排除や深刻なインフラ・
ギャップが存在し、インドなどの大国では格差が広がりつつあります。貧困と繁栄を掲げ
る国際目標の達成には、この地域の開発が鍵となります。

世界銀行の支援
2014年度、世界銀行は南アジア地域の42件のプロジェクトに対し、105億ドルを承認し

ました。その内訳は、IBRDの貸出が21億ドル、IDA承認額が85億ドルでした。支援額が大き
かったセクターは、エネルギー・鉱業（24億ドル）、運輸（23億ドル）、教育（14億ドル）でした。
この地域が持つ開発の潜在性を引き出すため、世界銀行の対南アジア地域戦略は、成長、

社会的包摂、気候・環境の管理に重点を置いています。また、ガバナンスの改善とジェンダー
平等の視点も、取組みに加味されています。

成長に弾みをつけ、貧困を削減
南アジア地域では、インフラ・ギャップが成長の妨げとなり、貧困を定着させています。

域内のインフラ・ギャップ解消に向けて世界銀行は、中央アジア・南アジア電力伝送プロジェ
クト（CASA-1000）を支援しています。同プロジェクトは、商業利用への道筋をつけ、制度面
を整え、必要なインフラを整備する事で、1,300メガワットの電力の持続可能な取引を支え
るもので、これにより総延長1,200キロ以上の送電線とそれに付随する変電所が建設されま
す。現在、キルギス共和国及びタジキスタンの既存の水力発電所では夏季に余剰電力が発生
していますが、そうした余剰電力のアフガニスタン、パキスタンへの送電が可能になります。 
また、パキスタンの経済改革支援のため、世界銀行は総額10億ドル相当の援助パッケー

ジを承認しました。内6億ドルは、電力セクター改革プログラムのための開発政策融資で、
アジア開発銀行と日本による協調融資の補完を受けて、消費者志向の効率的な電力システ
ムの構築に充てられます。残り4億ドルは、財政的に持続可能な包摂的成長のための開発政
策融資で、成長加速により雇用創出と万人のための経済的機会創出に活用されます。
バングラデシュでは、東部の農村部における電力供給向上を目指した農村部送配電プロ

ジェクトに6億ドルの融資を承認しました。同プロジェクトによって、農村部の消費者に届
く電力の割合を引き上げ、バングラデシュ農村部に暮らす2,500万人に安定した電力を確実
に供給できるようになります。また、インドのミゾラム州での道路建設に対する1億700万
ドルのIDA融資により、インド、バングラデシュ、ミャンマー、ネパール間の交通の便が大幅
に向上します。

南アジア地域
アフガニスタン：Graham Crouch/世界銀行



ネパールに対する今後4年間の新たな国別パートナーシップ戦略では、経済成長と競争力
の強化を支援し、水力発電の拡大、交通網の充実、事業環境の改善に重点が置かれます。更
に、包摂的成長と繁栄の共有の機会拡大、農業生産性の強化、医療や能力開発そして社会的
保護へのアクセスの平等化を支援します。

社会参加の促進
世界銀行は、公共サービスのアクセスと質の向上、社会的一体化の実現、著しい疎外と貧

困への取組みに注力しました。パンジャブ州公共管理改革プログラムの実施を支援するた
めに5,000万ドルを承認し、対象となる部門の透明性と資源管理の改善が図られます。同プ
ロジェクトは、成果を重視する革新的融資制度である世界銀行の成果連動型プログラム融
資制度を活用して規模を拡大し、マルチセクター・アプローチを通じた市民の情報アクセ
スの向上を目指します。
南アジア地域のジェンダーに基づく暴力に多角的に取り組むプログラムには、分析研究、

権利擁護、評価の要素が含まれています。世界銀行は、女性のエンパワメントを図るため、
農村部の生計改善プログラムを支援すると共に、女子教育や女性の労働市場、金融へのアク
セス向上を図る事でジェンダーの平等に重点的に取り組むプロジェクトを進めています。

気候と環境の管理に対する支援
南アジア地域における災害リスク低減のために世界銀行は、投資額を2012年度の4億

2,500万ドルから2014年度は24億ドルに拡大しました。スリランカは、南アジア地域で初
めて災害リスク繰延引出オプション付きの開発政策融資を活用しました。1億200万ドルの
同融資と共に、気候変動適応力改善プロジェクトのための1億1,000万ドルのIDA融資も承
認され、気候と災害のリスク低下のための短期・長期の支援策に充てられます。
インドのウッタラカンド州災害復旧復興プロジェクトに対する2億5,000万ドルのIDA融資

は、同州の復旧復興計画を支援すると共に、災害リスク管理能力の強化を図ります。同プロ
ジェクトは、2013年6月に同州の多くの街を壊滅状態にした未曾有の大雨から3カ月を経ずし
て策定されました。災害に強い住宅が約2,500棟建設され、約3,600キロの道路が再建されます。

知識の共有、ソリューションの提供
2014年度、南アジアに関する分析研究では、アフガニスタン、バングラデシュ、ネパール

での新政権誕生を想定した政策ノートが作成されました。また、域内のインフラ・ニーズ
を初めて比較分析した「南アジアのインフラ・ギャップ解消による貧困の削減（Reducing 

2014年6月30日現在、実行中のプロジェクトのポートフォリオ：401億ドル

融資承認額（単位:100万ドル） 融資実行額（単位:100万ドル）

2012年度 2013年度 2014年度 2012年度 2013年度 2014年度

IBRD $1,158 $378 $2,077 $1,037 $1,103 $1,165

IDA $5,288 $4,096 $8,458 $2,904 $2,724 $4,271

表17　南アジア地域

2012～ 2014年度の南アジア地域への融資承認額と融資実行額
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世界銀行融資適格国*
アフガニスタン
バングラデシュ
ブータン

インド
モルディブ
ネパール

パキスタン
スリランカ

*2014年6月30日現在



教育 14%

水・衛生・治水 13%

23%

運輸 13%22%

保健・その他の社会サービス4%
産業・貿易3%
情報・通信< 1%

金融2%

エネルギー・鉱業

行政・法律・司法

農業・漁業・林業 5%

図11　南アジア地域

IBRD・IDAのセクター別融資、2014年度
総額105億ドルに占める割合
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IBRD・IDAのテーマ別融資、2014年度
総額105億ドルに占める割合

バングラデシュ：農村部に灯りを
バングラデシュの農村部で送電網に接続している世帯は全体の約40％

に過ぎません。そのため、農村に住む何百万人もの人々は、日没後ほとん
ど何もできない暮らしをしています。この問題に対処するため、世界銀行
は2002年に農村電化・再生可能エネルギー開発プロジェクト（RERED）に

1億9,100万ドルの支援を提供しました。同プロジェクトでは、遠隔地の農村向けに、家庭用太陽光発電シス
テムを設置しました。こうした農村を送電網に接続するのはコストがかさむため、家庭用太陽光発電が費用
効果の高い実際的な代替方法になります。IDAをはじめとする開発パートナーからの支援の下、同プロジェ
クトにより約200万台の家庭用太陽光発電システムが設置されました。 

2012年、世界銀行理事会は、REREDプロジェクトの成功を踏まえ、RERED IIに対する1億5,500万ドルの融
資を承認しました。世界銀行は、家庭用太陽光発電システムに関する支援を継続する一方で、再生可能エネル
ギーを使用したミニグリッドによる電力供給、ディーゼル・ポンプから太陽光発電式灌漑ポンプへの切り換え、
高効率の調理用コンロや調理用バイオガス設備の普及などの支援も行っています。同プロジェクトでは、エネ
ルギー効率の高い電球形蛍光灯の設置の第2フェーズを支援する他、エネルギー・セクターの改革やキャパシ
ティ・ビルディングのための技術協力も行っています。毎月5万台以上の家庭用太陽光発電システムが設置さ
れつつあり、同プログラムの下、家庭用太陽光発電システムが世界で最も速いペースで普及しつつあります。 
その結果、様々な成果が達成されました。最近実施されたインパクト評価では、電気が使えるようになっ

た事で子供たちの学習時間が増えた他、女性の行動範囲が広がり、テレビで得た知識により避妊具の使用が
促進され、出生率の低下を促している事が確認されました。

写真撮影：Arne Hoel /世界銀行

Poverty by Closing South Asia’s Infrastructure Gap）」も発表されました。更に、「南アジア
の経済フォーカス、2014年春：焦点を定め直す時（South Asia Economic Focus, Spring 
2014: Time to Refocus）」では、近年の経済開発に関する報告と共に、南アジア地域の短期
的な経済展望が示されています。
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指標 2000年 2005年 現状a 傾向

総人口（100万人） 1,382 1,499 1,671
人口増加率（年率、%） 1.8 1.5 1.3
1人当たり国民総所得（GNI） 
（アトラス方式、現在の米ドル） 448 700 1,474

1人当たり国内総生産（GDP）
成長率（年率、%） 2.3 7.1 3.8

1日1.25ドル未満で生活している 
人口（100万人） 619b 598 507

平均寿命、女性（歳） 64 66 68
平均寿命、男性（歳） 62 63 65
青年層の識字率、女性（15-24歳、%） 64 ̶ 73
青年層の識字率、男性（15-24歳、%） 80 ̶ 86
労働参加率、女性 
（15歳以上人口に占める比率、%） 35 37 32

労働参加率、男性 
（15歳以上人口に占める比率、%） 83 83 81

国会議員の女性比率 
（全体に占める比率、%） 8 13 20

二酸化炭素排出量（100万トン） 1,336 1,602 2,253
1人当たり二酸化炭素排出量（トン） 1.0 1.1 1.4

表18　南アジア地域
地域概要

MDG 1990年時点
の水準 現状a 2015年時点の

目標値
2015年に 
向けた傾向

MDG 1.a　極度の貧困 
（1日1.25ドル未満で生活する人口
の割合、2005年PPP、%）の半減

53.8 31.0 26.9

MDG 2.a　普遍的な初等教育の 
達成（修了者が当該年齢層に占める
割合、%）

64 91 100

MDG 3.a　初等・中等教育に 
おける男女格差の解消（男子を 
100とした場合の女子の割合、%）

68 97 100

MDG 4.a　乳幼児死亡率 
（出生児千人当たり）の削減 92 47 31

MDG 4.a　5歳未満児死亡率 
（出生児千人当たり）の削減 129 60 43

MDG 5.a　妊産婦死亡率 
（モデルに基づく推定、出生児 

10万人当たり）の削減
550 190 138

MDG 7.c　安全な飲料水を利用で
きない人々の割合を削減 
（利用できる人の割合、%）

71 91 86

MDG 7.c　基本的な衛生施設を 
利用できない人々の割合を削減 
（利用できる人の割合、%）

21 40 60

ミレニアム開発目標（MDGs）達成に向けた歩み

注：MDG 目標値はグローバルMDG 目標値を基にした地域値を示す。PPP= 購買力平価
a. ＝ 2010年～2013年までの最新データ、最新データは data.worldbank.org を参照のこと。
b. = 1999年現在
● = 2015年MDG目標

http://data.worldbank.org
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IBRDとIDAの役割
IBRDの役割
国際復興開発銀行（IBRD）は、加盟188カ国が共同出資する国際開発金融機関であり、途

上国の国内経済の公平かつ持続可能な成長の達成、経済発展ならびに環境面での持続可能
性など、様々な重要分野で差し迫った地域的・世界的問題の解決に向け、加盟国と協力し
て取り組んでいます。世界最大の開発金融機関、そして世界銀行グループの一機関である
IBRDは、極度の貧困の撲滅と繁栄の共有の促進という2大目標を掲げ、その達成に向けて、
主に貸出、保証、リスク管理、開発関連分野の専門知識の提供、更には地域や地球規模の課
題への対応の調整を行っています（worldbank.org/ibrd参照）。

IBRDの貸出承認額とサービス
2014年度のIBRDの新規貸出承認額は、95件のプロジェクトに対する186億ドルで、世界

危機以前の平均（2005年度～ 2008年度の年平均は135億ドル）と2013年度の152億ドルを
上回りました。新規貸出承認額が最も大きかったのは、ヨーロッパ・中央アジア地域（47
億ドル）及びラテンアメリカ・カリブ海地域（46億ドル）で、次いで東アジア・大洋州地域
が42億ドルでした。以下、中東・北アフリカ地域（26億ドル）、南アジア地域（21億ドル）、
アフリカ地域（4億2,000万ドル）の順でした。貸出承認額が最も大きかったセクターは行
政・法律・司法（48億ドル）で、次いで運輸（40億ドル）、エネルギー ･鉱業（24億ドル）、保健・
その他の社会サービス（16億ドル）でした。テーマ別に見ると、貸出承認額が最も大きかっ
たのは金融・民間セクター開発（27％）で、次いで公共セクター・ガバナンス（18％）、都市
開発（11％）でした。

IBRDはまた、援助受入国が自国の開発プログラムの資金を効率的に調達しながら、通貨・
金利・商品価格の変動ならびに自然災害に伴う様々なリスクを管理できる金融商品も提供
しています。2014年度、世界銀行財務局は加盟国のために43億ドル相当の金融取引を実行
し、この内27億ドル相当は金利リスクの回避、11億ドル相当は通貨リスクの回避、5,200
万ドル相当はIBRDの貸出以外のリスクの回避、5億4,700万ドル相当は防災を目的とする
金融取引でした。防災関連では、太平洋自然災害リスク保険パイロット・プログラムが含
まれます。2年目の契約期間に入った同プログラムは、補償限度額を4,500万ドル～6,700万
ドルに増加し、新たにクック諸島も加わり、更にカリブ海自然災害リスク保険制度を再保
険する初のキャット・ボンド（3,000万ドル）も実行されました。世界銀行財務局は、IBRD
のバランスシートのリスク管理の観点から、合計331億ドル相当のスワップ取引を実行し
ました（treasury.worldbank.org/bdm/htm/risk_financing.html参照）。

IBRDの原資
IBRDは国際資本市場で債券（世銀債）を発行して、中所得国と信用力のある低所得国とに

貸出や保証などのリスク管理商品を提供する他、経済改革のためのプロジェクトやプログ
ラムに対する技術協力を行っています。2014年度は22の通貨建の世銀債を発行し、510億
ドル相当を調達しました。IBRDは、資本市場における確固たる世銀債発行実績と強固な財
務基盤を背景に、市場が乱高下する中にあっても、このように多額の資金を有利な条件で
調達する事ができています。

IBRDは、堅固な資本基盤と出資国からの支援に加え、資金調達力の基礎となる健全な財
務方針と運用によって、これまでトリプルAの信用格付を維持してきました。 IBRDの資本
は主に払込資本と準備金で構成されています。2011年3月16日に総務会が承認した一般増
資及び選択増資の決議の条件に基づき、授権資本は870億ドル増加すると見込まれていま
すが、その内51億ドルが5年間で払い込まれる予定です。2014年6月30日現在、授権資本の
累積増加分は合計426億ドルで、増資に関連した払込額は25億ドルでした。

IBRDはその加盟国に対してサービスを提供する組織であり、営利を目的とはしていませ
んが、健全な財務体質を確保し、開発活動を継続するために十分な利益を追求しています。
理事会は、2013年度の分配可能純利益の内1億4,700万ドルを一般準備金に追加する事を

http://www.worldbank.org/ibrd
http://treasury.worldbank.org/bdm/htm/risk_financing.html
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承認し、IDAへの6億2,100万ドルの移転と剰余金への2億ドルの振替を総務会に提言しま
した。
開発金融機関であるIBRDにとっての主要なリスクは、貸出や保証を提供する援助受入国

の信用リスクです。IBRDの原則的なリスク指標である資本貸出比率は、IBRDの財務・リス
ク見通しに基づいて厳密に管理されています。2014年6月30日現在、この比率は25.7％で
した。

IBRDはグリーンボンド市場の先駆者であり、世界有数のグリーンボンド発行体です。
2008年に初のグリーンボンドを発行して以来、17の通貨建てで66銘柄のグリーンボンド
を発行し、63億ドル相当の資金を調達しました。世界銀行のグリーンボンドは、気候変動
の課題に取り組むため立案された開発プログラム（気候変動緩和プロジェクト･プログラ
ムや、各国が気候変動の影響に適応し強靭性を築くための活動）の内、一定の基準を満たし
たプロジェクトの資金を借入れるために発行される世銀債です。（treasury.worldbank.
org/cmd/htm/WorldBankGreenBonds.html参照）。

IDAの役割
国際開発協会（IDA）は、譲許的融資を提供する国際機関としては世界最大であり、世界銀

行グループが掲げる極度の貧困の撲滅と繁栄の共有の促進という2大目標を、世界の最貧国
において持続可能な形で達成するために不可欠な組織です。IDAの資金は、援助借入国自身
が行う経済成長の促進、貧困削減、貧困層の生活の改善を支援しています。2014年度のIDA
融資適格国は82カ国でした（worldbank.org/ida参照）。

IDA融資承認額
2014年度のIDA承認額は222億ドルでした。内訳は、融資が185億ドル、贈与が28億ドル、

保証が9億3,700万ドルでした。承認額が最も大きかったのはアフリカ地域で、102億ドル
でした。南アジア地域（85億ドル）及び東アジア・大洋州地域（21億ドル）も大きな割合を
占め、ヨーロッパ・中央アジア地域（7億9,800万ドル）、ラテンアメリカ・カリブ海地域（4
億6,000万ドル）、中東・北アフリカ地域（1億9,900万ドル）がそれに続いています。国別で
は、インド（31億ドル）、パキスタン（21億ドル）に対する融資が最大でした。
セクター別では、エネルギー・鉱業、運輸、水・衛生・治水、情報・通信を含むインフラ

に対する承認額が104億ドルでした。行政・法律・司法（40億ドル）、教育（23億ドル）、農
業・漁業・林業（23億ドル）などのセクターに対しても、多額の支援が提供されました。テー
マ別に見ると、融資承認額が特に大きかったのは、農村開発（46億ドル）、人間開発（34億ド
ル）、金融・民間セクター開発（29億ドル）でした。

図13

IBRD貸出・長期投資資産に対する資本の比率
2014年6月30日現在
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IDAの原資
IDAの活動資金は、主にパートナー国からの拠出金で支えられています。その他、IBRD

からの純益移転、国際金融公社（IFC）からの贈与、過去のIDA融資に対する借入国からの返
済金などによっても賄われています。
パートナー国と借入国の代表は3年毎に集まり、次の3年間の対象期間におけるIDAの戦

略的方向性、優先分野、資金について決定します。2012年度～ 14年度を対象とするIDA第
16次増資（IDA16）では、増資交渉の結果、資金総額は338億SDR（508億ドル相当）に上りま
したが、この内317億SDR（476億ドル相当）は、46カ国からの無条件拠出167億SDR（251億
ドル相当）、多国間債務救済イニシアティブ（MDRI）への拠出22億SDR（33億ドル相当）を含
みます。その他、IDA返済資金89億SDR（134億ドル相当）、投資収益を含むIBRD及びIFCか
らの拠出18億SDR（27億ドル相当）、過去の増資からの繰越し20億SDR（30億ドル相当）も含
まれます（ドル換算額はIDA16の基準為替レートを基に算定し、参考として示しています）。

IDA16の全体テーマ及び主要課題は開発成果の達成、特別テーマは、危機対応、ジェン
ダー、気候変動、脆弱・紛争国でした。IDA16には、低所得国が自然災害の影響や深刻な経済
危機に対処するための支援を目的とした危機対応ウィンドウへの資金提供も含まれました。

2015年度～ 2017年度を対象とするIDA第17次増資交渉（IDA17）は2013年12月に合意に
達しました。過去最大となったIDA17のプレッジ額346億SDR（521億ドル相当）は、IDA16
最終交渉会合で合意された総額をSDR建で5.3％（ドル建で5.7％）上回りました。ドナー
47カ国（内3カ国は新規拠出パートナー）は173億SDR（261億ドル相当）の贈与をプレッジ
しました。その内6億SDR（9 億ドル相当）は譲許的ローンによる拠出の贈与相当分となりま
す。ドナー国は譲許的ローン29億SDR（44億ドル相当）を提供しています。譲許的ローンは、
今回の増資交渉の過程で導入された重要な革新的手法で、IDAの資金を持続可能な形で確
保する事を目的としています。ドナー国はまた、MDRIの下での債務削減として30億SDR
（45億ドル相当）を負担します。過去のIDA融資の返済資金は、約95億SDR（143億ドル相当）
と推定されていますが、これには、債務返済リスクが中・低レベルのIDA適格国の融資条件
の改訂に伴う8億SDR（12億ドル相当）、IDA卒業国による融資残高の加速返済、及び自発的
な期限前返済による19億SDR（28億ドル相当）が含まれます。関連投資収益を含む、世界銀
行グループ内のIBRD及びIFCからの資金移転は、21億SDR（32億ドル相当）と見込まれてい
ます。それぞれの移転は毎年1回、IBRD総務会とIFC理事会が、両機関のその年の成果と財
政基盤の評価に基づき承認します。この他、未使用のIDA16延滞債務解消金の繰越額は4億
SDR（6億ドル相当）になる見通しです（ドル換算額はIDA17の基準為替レートを基に算定
し、参考として示しています）。

IDA15  2009～11年度

6.3
3.9

25.1

n.a.

6.3

n.a.

14.6

3.0
5.3

26.4

14.9

3.2

26.1

3.54.5

IDA16  2012～14年度 IDA17  2015～17年度

IDA自己資金a

IBRDとIFCからの移転資金
MDRI債務免除に対するドナーからの補填 譲許的ローン（贈与を除く）
ドナーからの拠出b

注：n.a＝該当なし。
このデータは、最終増資報告、ならびに増資交渉で使用された為替レートを反映。
a. IDAの自己資金は、元本返済金、手数料、投資収益など。
b. 構造的な資金ギャップ控除後。
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IBRD・IDAの地域別融資額｜2014年度
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承認総額408億ドルに占める割合

3%

11% 都市開発

4% 貿易・地域統合

2% 経済管理

10% 環境・天然資源管理

社会的保護・リスク管理

社会開発・ジェンダー・
貧困層の参加支援

9%

農村開発

金融・民間セクター開発

16%

20%

公共セクター・ガバナンス 13%

人間開発 13%

法規 1%

図17

IBRD・IDAのテーマ別融資額｜2014年度
承認総額408億ドルに占める割合



58          世界銀行 年次報告 2014

表19

業務概要｜2010年度～2014年度
単位：100万ドル 

IBRD 2014年度 2013年度 2012年度 2011年度 2010年度

承認額 18,604 15,249 20,582 26,737 44,197

　うち開発政策貸出 7,997 7,080 10,333 9,524 20,588

実行総額 18,761 15,830 19,777 21,879 28,855

　うち開発政策貸出 9,786 5,972 9,052 10,582 17,425

元本返済額（前納分を含む） 9,805 9,470 11,970 13,885 11,624

実行純額 8,956 6,361 7,806 7,994 17,231

貸出残高 154,021 143,776 136,325 132,459 120,103

未実行額 58,449 61,306 62,916 64,435 63,574

業務利益a 728 876 783 1,023 800

利用可能資本及び準備金 40,467 39,711 37,636 38,689 36,106

資本貸出比率 26% 27% 27% 29% 29%

a. IBRDの財務諸表では「非商品勘定ポートフォリオについて公正価値調整を行う前の純利益で、総務会承認済の
移転前のもの」として報告されている。

IDA　 2014年度 2013年度 2012年度 2011年度 2010年度

承認額 22,239 16,298 14,753 16,269 14,550

　うち開発政策融資 2,489 1,954 1,827 2,032 2,370

実行総額 13,432 11,228 11,061 10,282 11,460

　うち開発政策融資 2,644 1,662 2,092 1,944 3,228

元本返済額（前納分を含む） 3,636 3,845 4,023 2,501 2,349

実行純額 9,878 7,371 7,037 7,781 9,111

融資残高 136,011 125,135 123,576 125,287 113,474

未実行額（融資） 46,844 39,765 37,144 38,059 30,696

未実行額（贈与） 6,983 6,436 6,161 6,830 5,837

開発贈与 2,645 2,380 2,062 2,793 2,583
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表20

世界銀行によるテーマ別、セクター別融資｜2010年度～2014年度
単位：100万ドル

テーマ 2014年度 2013年度 2012年度 2011年度 2010年度

経済管理 955 484 1,293 655 3,950

環境・天然資源管理 3,883 2,470 3,997 6,102 4,337

金融・民間セクター開発 8,028 4,380 4,743 7,981 17,726

人間開発 5,192 4,348 4,961 4,228 8,421

公共セクター・ガバナンス 5,252 3,790 4,035 4,518 5,750

法規 291 590 126 169 207

農村開発 6,437 4,651 5,443 5,636 5,004

社会開発・ジェンダー・貧困層の参加支援 1,064 1,310 1,247 908 952

社会的保護・リスク管理 3,585 3,956 3,502 5,691 5,006

貿易・地域統合 1,643 2,707 1,872 2,604 1,818

都市開発 4,511 2,861 4,118 4,514 5,575

総額 40,843 31,547 35,335 43,006 58,747

セクター 2014年度 2013年度 2012年度 2011年度 2010年度

農業・漁業・林業 3,059 2,112 3,134 2,128 2,618

教育 3,457 2,731 2,959 1,733 4,945

エネルギー・鉱業 6,689 3,280 5,000 5,807 9,925

金融 1,984 2,055 1,764 897 9,137

保健・その他の社会サービス 3,353 4,363 4,190 6,707 6,792

産業・貿易 1,807 1,432 1,352 2,167 1,251

情報・通信 381 228 158 640 146

行政・法律・司法 8,837 7,991 8,728 9,673 10,828

運輸 6,946 5,135 4,445 8,638 9,002

水と衛生・治水 4,332 2,220 3,605 4,617 4,103

総額 40,843 31,547 35,335 43,006 58,747

　うち IBRD 18,604 15,249 20,582 26,737 44,197

　うち IDA 22,239 16,298 14,753 16,269 14,550

注：四捨五入の結果、合計値が総計と異なる場合がある。
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世界銀行は、官民両セクター双方と、融資・知識共有を通じて援助受入国における持続可
能な開発を促進しています。各国の開発課題への取組みを総合的な解決策を用いて支援す
るためには、成果の重視が不可欠です。近年、世界銀行は、援助受入国における開発成果に
様々な分野で大きく貢献していますが、以下はその一例です。地図には各加盟国の現在の
融資適格性も示しています。詳細は、worldbank.org/resultsをご参照ください。

 アルゼンチン：妊娠20週目前に初回産前
検診を受診する率が、2006年の23％から
2012年には67％に向上。

 アルメニア：正規の医師から基本的な医療
を受けられる人口の割合が、2010年の85％
から2013年には95％に上昇。

 ベナン：512のコミュニティで、2005年以
降、3万8,000人（77％は女性）がマイクロ
ファイナンス・サービスを利用。

 ブラジル：2010年～ 2013年、新たに1万
3,687人の学生が専門学校に入学。

 ブルンジ：2013年、補修された道路の全長は
1,500キロメートル以上（2003年には皆無）。

 カンボジア：訓練を受けた医療従事者の介
助を受けた出産の割合が、2009年の65％か
ら2013年には85％に増加。

 中国：水・汚染の管理向上により、2,000
万人以上の住民の健康と生活水準が改善。

 コンゴ民主共和国：紛争下にあった南キブ
州では、 2010年以降、性暴力の被害者3,951
人に医療・治療を提供。

 ドミニカ共和国： 2013年、70万人が成人向
け識字教育プログラムを受講。

 エジプト・アラブ共和国：大気汚染を引き
起こす煉瓦窯の燃料を天然ガスにした事に
より、有害粒子状物質を吸い込まないで済
む人の数は約71万7,500人に。

 グルジア：貧困層の割合が、2010年の21％
から2012年の15％未満に減少。

 ガーナ：2013年、電子政府インフラを開発
する官民パートナーシップ・プロジェクト
により、8,093人分（内54％が女性）の雇用
を創出。

 ギニアビサウ：将来の観光産業の土台を築
くため、地元コミュニティの協力を得て、沿
岸地域48万ヘクタールを保全。
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繁栄の共有の促進極度の貧困の撲滅

1990 2010

1日1.25ドル未満で生活する人の割合（%） 下位40%の人々の所得引き上げ

36%

18%

2030 機会 包摂 持続可能性

3%

「2030年までに極度の貧困を撲滅
するには、1週間に100万人を貧困
から救い出さなければならない。
そしてこれを今後16年間、毎週実
現しなければならない。しかし我々
は、これは実現可能であると強く確
信している」

̶ジム・ヨン・キム

	 インド：沿岸管理の一環として、6,000ヘ
クタール以上にマングローブを植林。

	 ケニア：二酸化炭素を土壌に封じ込める新
たな農地の管理手法を用いて、得られた炭素
クレジットを売る小作農家が現在6万人に。

	 キルギス共和国：2000年以降、71万ヘクター
ルの灌漑地域を管理するため5万人以上に
訓練を実施。

	 マダガスカル：	2009年～ 2013年、自然災害
による被害を受けた291戸の学校を修復・
再建。

	 マラウイ：重度HIV感染者で抗レトロウイ
ルス薬（ARV）治療を受けた人の数が、2002
年の3,000人から2012年には39万1,338人に	
増加。

	 モルドバ：就学前プログラムへのアクセス
が、2010年の77％から2013年には82％に
上昇。

	 モンゴル：	2006年以降、約50万人が太陽光
発電にアクセスを確保。

	 モロッコ：前期中等教育の修了率が、2009
年の52％から2012年には65％に上昇。

	 ニカラグア：10万人を超える先住民のため、
2013年までに国土の2割以上に当たる15の
先住民居住地を構築し、所有権を付与。

	 ナイジェリア：ラゴスでは、1日に20万人
の通勤者がバス高速輸送システムを利用
し、これにより移動時間が40％短縮。

	 パキスタン：2006年～ 2013年、パンジャ
ブ州では、ニーズに基づいて計画立案の優
先順位を決めた事により、住民200万人近
くが向上した自治体の行政サービスの恩恵
を享受。

	 フィリピン：2002年以降、国内で最も貧し
い地域に住む160万世帯が、水道システム・
学校建設・デイケア・センター・保健施設・
道路・橋を整備する地域プロジェクトの恩
恵を享受。

	 ルワンダ：2013年11月時点で元戦闘員3万
7,771人が動員解除され、復員給付金を受給。

	 タジキスタン：2011年～ 2013年、農村部で	
1万321人分の雇用を創出。

	 タンザニア：2005年～ 2013年、より良い保
健サービスへのアクセスを1,200万人以上
が確保。

	 トルコ：土地の登記所及び登記簿サービ
スに対する満足度が、2008年の40％から
2013年に85％に上昇。

	 ベトナム：ホーチミン市では現在、120万
人以上の住民が近代的な衛生・治水システ
ムの恩恵を享受。
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本年次報告は、2013年7月1日から2014年6月30日までの活動を対象に、国際復興
開発銀行（IBRD）と国際開発協会（IDA）（世界銀行と総称される）の理事が、それぞ
れの機関の規定に従って作成したものです。世界銀行グループの総裁及び理事会
議長を兼務するジム・ヨン・キム博士は、本年次報告、運営予算、及び監査済み財
務諸表を総務会に提出しました。

国際金融公社（IFC）、多数国間投資保証機関（MIGA）、及び投資紛争解決国際セン
ター（ICSID）の年次報告は別途刊行されます。

本年次報告中のドル表記は全て、特に断りがない限り、米ドルの現在価額を示し
ています。また、四捨五入の結果、表中の数字の合計値が総計と異なる場合や、図
中のパーセンテージの合計値が100にならない場合があります。なお、本書中の
「世界銀行」及び「世銀」はIBRDとIDAを指しています。また、「世界銀行グループ」
及び「世銀グループ」はIBRD、IDA、IFC、MIGA、及びICSIDを指しています。

以下は、世界銀行の支援が達成した 
成果の一部です。

 発電所の建設・修復により、従来型エネルギー 1,430メガワット、
及び再生可能エネルギー 904メガワット相当の発電量を創出

 690万人に電力への直接アクセスを確保

	 3,740万人が対象となる社会的セーフティネット・プログラム
を実施

 特別気候変動対策により、年間9億300万トンの二酸化炭素排出
を削減

 全長9万5,000キロの道路を建設・修復

 より質の高い農業技術を農業従事者180万人が導入できるよう
支援

 3,530万人に、よりきれいな水へのアクセスを提供

 680万人が、より改善された衛生設備の利用が可能に

	 1,530万の市民、及び中小・零細企業に金融サービスを提供

 国家の優先課題として災害リスク軽減の制度化に取り組む 
29カ国を支援

世界銀行は、国際復興開発銀行（IBRD）と国際開発協会（IDA）とで構成されており、極度の
貧困の撲滅と繁栄の共有の促進という目標を掲げ、これらの目標を持続可能な方法で達成
する事に力を注いでいます。援助受入国が自国の開発を進める上で最重要課題に取り組め
るよう、世界銀行は融資と知識を提供し、糾合力を駆使して支援しています。上記の取組
みは、援助受入国が世界銀行のプロジェクトの支援を受けて2011年度〜 2013年度に達成
した成果の一部です。

worldbank.org/annualreport2014

©	2014	International	Bank	for	Reconstruction	and	
Development	/	The	World	Bank
1818 H Street NW, Washington DC 20433
Telephone: 202-473-1000; Internet: www.worldbank.org
Email: feedback@worldbank.org

一部不許複製
1 2 3 4  17 16 15 14

本報告は世界銀行職員により作成されたものです。本書中の地
図に示されている国境、色、名称などは、それぞれの地域の法的
地位に対する世界銀行の意見や、こうした国境線への支持或い
は承認を示すものではありません。

本報告に含まれるいかなる部分も、世界銀行の特権及び免
責についての制限または放棄となるものではなく、そのように
解釈されるべきものでもありません。全ての特権及び免責はこ
こに明確に留保されます。

権利と許可
本書は、クリエイティブ・コモンズ表示-非営
利-改変禁止3.0政府間組織向けライセンス（CC 
BY-NC-ND 3.0 IGO）http://creativecommons.

org/licenses/by-nc-nd/3.0/igoでご利用いただけます。クリエイ
ティブ・コモンズ表示-非営利-改変禁止ライセンスに基づき、利
用者は本書を下記の条件にて、非営利目的でのみ複製・配布・伝
送する事ができます。

表示—本 書 は 次 の よ う に 表 示 し て く だ さ い。World 
Bank. 2014. World Bank Annual Report 2014. Washington, 
DC: World Bank. doi: 10.1596/978-1-4648-0249-2. License: 
C r e a t i v e C o m m o n s A t t r i b u t i o n—N o n C o m m e r c i a l—
NoDerivatives 3.0 IGO (CC BY-NC-ND 3.0 IGO).

非営利—本書を営利目的で利用する事はできません。
改変禁止—本書を変更・改変・増補する事はできません。
第三者のコンテンツ—世界銀行は必ずしも本書のコンテ

ンツの各要素に対する所有権を保有してはいないため、本書の
内容の内、第三者が所有する個々の要素または部分を使用して
も第三者の権利を侵害する事にはならないと保証するものでは
ありません。もしそうした侵害に対して申し立てが起きた場合、
全責任を負うのは使用者となります。本書の要素の再利用を希
望する場合、そうした再利用に対する許可取得の必要性の有無
の判断、及び著作権者からの許可取得は、再利用者の責任におい
て行うものとします。要素の例としては図表や画像が挙げられ
ますが、これに限定されるものではありません。

権利及びライセンスに関するお問い合わせは下記にお送
り く だ さ い。The Publishing and Knowledge Division, The 
World Bank, 1818 H Street NW, Washington, DC 20433, 
USA; フ ァ ッ ク ス：202-522-2625; Eメ ー ル：pubrights@
worldbank.org.

ISBN（書籍）：978-1-4648-0249-2
ISBN（電子版）：978-1-4648-0257-7
doi: 10.1596/978-1-4648-0249-2 

出版局 
Carlos Rossel

編集コーディネータ 
Daniel Nikolits 

デザイン・編集製作コーディネータ  
Susan Graham 

編集チーム 
Nancy Lammers
John Felton
Barbara Karni
Janet Sasser

印刷製作コーディネータ
Denise Bergeron

ウェブ製作コーディネータ
Stacey Leonard Frank
Paschal Ssemaganda 
Tom Breineder

デザイン・活字組み・印刷
表紙・本文デザイン： Hank Isaac（River Rock Creative） 
 Debra Naylor（Naylor Design）

「世銀グループ 2014 概要」デザイン：Addison
活字組み：BMWW
印刷：Professional Graphics Printing Co.（英語版）

世界銀行年次報告 2014 チーム

年次報告2014  
CD-ROM目次 

�  世界銀行年次報告2014、7カ国語
�  世界銀行グループ・世界銀行コーポレート・ 

スコアカード（2014年4月）

�  IBRD・IDA監査済財務諸表

�  持続可能性報告指標（G4ガイドライン準拠）

�  地域別所得

�  融資データ

�  新規承認プロジェクト

�  組織に関する情報

�  2014年の世銀貸出（パワーポイント）

http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/igo/deed.ja
mailto:pubrights@worldbank.org


SKU 210249

繁栄貧困

年次報告2014

目次

2	 世界銀行グループ2014年度の成果概要

2	 世界銀行グループ総裁兼理事会議長からの 
メッセージ

8	 理事会からのメッセージ

12	「ソリューション・バンクとしての 
世界銀行グループ」の構築

14	 世界銀行：機会、成長、繁栄を促進

29	 地域別概要

54	 IBRDとIDAの役割

58	 2010年度〜2014年度業務概要

59	 2010年度〜2014年度 世界銀行によるテーマ別、 
セクター別の融資

60	 成果を重視

本年次報告は、2013年7月1日から2014年6月30日までの活動を対象に、国際復興
開発銀行（IBRD）と国際開発協会（IDA）（世界銀行と総称される）の理事が、それぞ
れの機関の規定に従って作成したものです。世界銀行グループの総裁及び理事会
議長を兼務するジム・ヨン・キム博士は、本年次報告、運営予算、及び監査済み財
務諸表を総務会に提出しました。

国際金融公社（IFC）、多数国間投資保証機関（MIGA）、及び投資紛争解決国際セン
ター（ICSID）の年次報告は別途刊行されます。

本年次報告中のドル表記は全て、特に断りがない限り、米ドルの現在価額を示し
ています。また、四捨五入の結果、表中の数字の合計値が総計と異なる場合や、図
中のパーセンテージの合計値が100にならない場合があります。なお、本書中の
「世界銀行」及び「世銀」はIBRDとIDAを指しています。また、「世界銀行グループ」
及び「世銀グループ」はIBRD、IDA、IFC、MIGA、及びICSIDを指しています。

以下は、世界銀行の支援が達成した 
成果の一部です。

 発電所の建設・修復により、従来型エネルギー 1,430メガワット、
及び再生可能エネルギー 904メガワット相当の発電量を創出

 690万人に電力への直接アクセスを確保

	 3,740万人が対象となる社会的セーフティネット・プログラム
を実施

 特別気候変動対策により、年間9億300万トンの二酸化炭素排出
を削減

 全長9万5,000キロの道路を建設・修復

 より質の高い農業技術を農業従事者180万人が導入できるよう
支援

 3,530万人に、よりきれいな水へのアクセスを提供

 680万人が、より改善された衛生設備の利用が可能に

	 1,530万の市民、及び中小・零細企業に金融サービスを提供

 国家の優先課題として災害リスク軽減の制度化に取り組む 
29カ国を支援

世界銀行は、国際復興開発銀行（IBRD）と国際開発協会（IDA）とで構成されており、極度の
貧困の撲滅と繁栄の共有の促進という目標を掲げ、これらの目標を持続可能な方法で達成
する事に力を注いでいます。援助受入国が自国の開発を進める上で最重要課題に取り組め
るよう、世界銀行は融資と知識を提供し、糾合力を駆使して支援しています。上記の取組
みは、援助受入国が世界銀行のプロジェクトの支援を受けて2011年度〜 2013年度に達成
した成果の一部です。

worldbank.org/annualreport2014

©	2014	International	Bank	for	Reconstruction	and	
Development	/	The	World	Bank
1818 H Street NW, Washington DC 20433
Telephone: 202-473-1000; Internet: www.worldbank.org
Email: feedback@worldbank.org

一部不許複製
1 2 3 4  17 16 15 14

本報告は世界銀行職員により作成されたものです。本書中の地
図に示されている国境、色、名称などは、それぞれの地域の法的
地位に対する世界銀行の意見や、こうした国境線への支持或い
は承認を示すものではありません。

本報告に含まれるいかなる部分も、世界銀行の特権及び免
責についての制限または放棄となるものではなく、そのように
解釈されるべきものでもありません。全ての特権及び免責はこ
こに明確に留保されます。

権利と許可
本書は、クリエイティブ・コモンズ表示-非営
利-改変禁止3.0政府間組織向けライセンス（CC 
BY-NC-ND 3.0 IGO）http://creativecommons.

org/licenses/by-nc-nd/3.0/igoでご利用いただけます。クリエイ
ティブ・コモンズ表示-非営利-改変禁止ライセンスに基づき、利
用者は本書を下記の条件にて、非営利目的でのみ複製・配布・伝
送する事ができます。

表示—本 書 は 次 の よ う に 表 示 し て く だ さ い。World 
Bank. 2014. World Bank Annual Report 2014. Washington, 
DC: World Bank. doi: 10.1596/978-1-4648-0249-2. License: 
C r e a t i v e C o m m o n s A t t r i b u t i o n—N o n C o m m e r c i a l—
NoDerivatives 3.0 IGO (CC BY-NC-ND 3.0 IGO).

非営利—本書を営利目的で利用する事はできません。
改変禁止—本書を変更・改変・増補する事はできません。
第三者のコンテンツ—世界銀行は必ずしも本書のコンテ

ンツの各要素に対する所有権を保有してはいないため、本書の
内容の内、第三者が所有する個々の要素または部分を使用して
も第三者の権利を侵害する事にはならないと保証するものでは
ありません。もしそうした侵害に対して申し立てが起きた場合、
全責任を負うのは使用者となります。本書の要素の再利用を希
望する場合、そうした再利用に対する許可取得の必要性の有無
の判断、及び著作権者からの許可取得は、再利用者の責任におい
て行うものとします。要素の例としては図表や画像が挙げられ
ますが、これに限定されるものではありません。

権利及びライセンスに関するお問い合わせは下記にお送
り く だ さ い。The Publishing and Knowledge Division, The 
World Bank, 1818 H Street NW, Washington, DC 20433, 
USA; フ ァ ッ ク ス：202-522-2625; Eメ ー ル：pubrights@
worldbank.org.

ISBN（書籍）：978-1-4648-0249-2
ISBN（電子版）：978-1-4648-0257-7
doi: 10.1596/978-1-4648-0249-2 

出版局 
Carlos Rossel

編集コーディネータ 
Daniel Nikolits 

デザイン・編集製作コーディネータ  
Susan Graham 

編集チーム 
Nancy Lammers
John Felton
Barbara Karni
Janet Sasser

印刷製作コーディネータ
Denise Bergeron

ウェブ製作コーディネータ
Stacey Leonard Frank
Paschal Ssemaganda 
Tom Breineder

デザイン・活字組み・印刷
表紙・本文デザイン： Hank Isaac（River Rock Creative） 
 Debra Naylor（Naylor Design）

「世銀グループ 2014 概要」デザイン：Addison
活字組み：BMWW
印刷：Professional Graphics Printing Co.（英語版）

世界銀行年次報告 2014 チーム

年次報告2014  
CD-ROM目次 

�  世界銀行年次報告2014、7カ国語

�  世界銀行グループ・世界銀行コーポレート・ 
スコアカード（2014年4月）

�  IBRD・IDA監査済財務諸表

�  持続可能性報告指標（G4ガイドライン準拠）

�  地域別所得

�  融資データ

�  新規承認プロジェクト

�  組織に関する情報

�  2014年の世銀貸出（パワーポイント）

http://www.worldbank.org/en/about/annual-report

	表紙
	目次
	ソリューション・バンクとなるための機構改革
	はじめに 
	総裁からのメッセージ
	世界銀行グループ2014年度の成果概要
	理事会からのメッセージ
	2014年度のデータ
	「ソリューション・バンク」となるために
	機会、成長、繁栄の促進に向けて
	地域別概要
	アフリカ地域
	東アジア・大洋州地域
	ヨーロッパ･中央アジア地域
	ラテンアメリカ･カリブ海地域
	中東･北アフリカ地域
	南アジア地域

	IBRDとIDAの役割
	業務概要
	世界銀行によるテーマ別、セクター別融資
	地図－成果と融資適格性
	裏表紙



